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２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和元年度（第 4 期） 

中長期目標期間 平成 28 年度～令和 4 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 地震・防災研究課、鎌田俊彦 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 

 

３．評価の実施に関する事項 

令和 2年 6月 29 日 文部科学省国立研究開発法人審議会防災科学技術研究所部会（以下「部会」という。）（第 21回）において、法人による自己評価の結果について、理事長等による説明を含む第１

回ヒアリングを実施するとともに、委員から主務大臣の評価を実施するにあたっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

令和 2年７月 13日 部会（第 22回）において、法人による自己評価の結果について第２回ヒアリングを実施するとともに、委員から主務大臣の評価を実施するにあたっての科学的知見等に即した助

言を受けた。 

令和 2年７月 27日 部会（第 23回）において、評価結果案を諮り、委員から、主務大臣の評価を実施するにあたっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

令和 2年 8月 28 日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第 17回）において、評価結果案を諮り、委員から、主務大臣の評価を実施するにあたっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

会計検査院法第 30条の 2の規定に基づく報告書「独立行政法人改革等による制度の見直しに係る主務省及び独立行政法人の対応状況について」における指摘に対応し、昨年度から「Ⅰ．研究開発の成

果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」について中長期目標で定められた「一定の事業等のまとまり」ごとに評価を行っている。本年度からはさらに、「Ⅱ-1．柔軟かつ効率的なマネジメン

ト体制の確立」、「Ⅱ-2．業務の効率化」についても「一定の事業等のまとまり」ごとに評価を行った。 
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２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

Ａ 
平成２８

年度 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

B B A A    

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 

以下に示すとおり、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

 

○中核的機関としての産学官連携の推進については、民間企業や地方公共団体との防災・減災対策に関する連携・協働等の推進による我が国全体の防災科学技術の水準の向上を図るため「気象災害軽

減イノベーションセンター」では、最終年度の取組として 355 もの会員と連携した気象災害軽減コンソーシアムの活動等から発展させ地域の産学官連携を推進したこと、また、「国家レジリエンス研究

推進センター」では、内閣府の「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」において、防災科研の研究開発項目について研究開発のフォローや関係省庁を含めた社会実装の具体化のための推進体

制を構築するとともに、「戦略的イノベーション推進室」では、管理法人としてプログラムディレクターの活動を支援し、研究開発の円滑な推進を行ったことは、顕著な成果として高く評価できる。 

 

○基盤的観測網・先端的研究施設の運用・共用促進については、陸海統合地震津波観測網「MOWLAS」の運用において、機器の維持管理・更新を適切に行い、目標の 95％を上回り 98.5％の観測網の稼働

率を達成した。また、日本海溝海底地震津波観測網（S-net）や地震・津波観測監視システム（DONET）の震源域近傍における観測データの活用により日本海溝付近で発生する地震について、気象庁の

緊急地震速報の発表を最大で 30秒程度、紀伊半島から室戸岬沖で発生する地震については最大 10秒程度の迅速化することへの貢献、JR東海、JR西日本、千葉県、及び三重県による観測データの活用

など、防災・減災の基幹インフラである観測網の着実な整備と安定的な運用、品質性能の向上の努力を関係機関と連携して取り組み、防災行政、社会的な利用につなげ、防災・減災へ寄与したことは

高く評価できる。 

 

○研究開発成果の普及に関しては、新たなアウトリーチの取組として、ガールスカウト日本連盟と連携し、全国十数校で所員による防災科学教室を実施することにより、質の高い防災教育コンテンツ

を生み出す仕組みを構築し、維持・拡大を進めたことは高く評価できる。さらに、防災科研 Web サイトについては掲載情報のサムネイル画像のリアルタイム化や、海域観測網の日本語版・英語版の両

方で WEB サイトを構築して新たに水圧計データを公開するなど、国内のみならず世界に向けた情報発信力を強化したことは高く評価できる。 

 

○研究開発の国際的な展開については、米国テキサス大学と協力協定を締結し、関係強化を進めたことにより、令和元年東日本台風（台風第 19号）による広域的な被災状況を、レーダー衛星を用いて

早期に把握することができた。また、ペルー政府からの要請に応え、効果的な避難訓練に向けた働きかけを実施したことは評価できる。 

 

○防災行政への貢献については、内閣府の「災害時情報集約支援チーム（ISUT）」の一員として、大規模災害時における状況認識の共有に資するよう、基盤的防災情報流通ネットワーク（SIP4D）を活

用しながら、平成 30年度の西日本豪雨を上回る広域災害となった台風第 19号の被災地において、現地での情報収集・集約及び情報共有を行う活動を実施し、その活動が対外的に賞賛されたことは極

めて高く評価できる。 

 

○地震・津波予測技術の研究に関しては、地震動即時予測を行う「揺れ」から「揺れ」を予測する地震動の即時予測や余震活動予測を行うシステム開発のため構築したプロトタイプの高度化と実証試

験を着実に進めるとともに、長周期地震動に関しては、気象庁と連携した実証実験を、民間企業・一般ユーザーと共に継続して課題への対応を進め、さらに、地震動の予報業務許可を取得するなど社

会実装に向けて着実にステップを重ねていることは高い成果である。また、津波予測システムの頑健性向上・高度化・予測技術向上によりプロトタイプを完成させ、観測データや予測情報 の実用化や

利活用に道筋をつけたことは評価できる。 
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○実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を用いた研究に関しては、エネルギー施設の配管系の耐震評価手法の合理化・高度化を目的とした研究において、防災科研で過去に実施した実験

のデータを活用して作成した耐震設計手法が、日本機械学会から事例規格として発表されたことや、蛇籠道路擁壁の耐震強化に関する共同実験研究の成果を用い、ネパールにおいて、実験及びモニタ

リングを行うとともに、現地技術者のスキルアップへ貢献したことは評価できる。この世界最大の加振施設で平成 18 年４月より継続されている無事故記録が途切れないことを、非常に高く評価でき

る。 

 

○気象災害の軽減に関する研究に関しては、近年多発している、局地的豪雨、土砂災害に対応した観測機器を整備するとともに、そのデータを解析することで、我が国の防災・減災に資しており、特

に令和元年に起きた台風などによる実際の被害に対してこれまでの研究成果を生かした情報発信ができたことは高く評価できる。また、自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究に

ついては、災害リスク情報のプラットフォームが充実し、社会での活用が進みつつあること、高度・高密度な観測網の充実とあわせて、災害をリアルタイムで予測しようという技術の進展が見られ、

特にリアルタイム地震被害推定情報活用技術の社会実装が進みつつあることは高く評価できる。 

 

○研究組織及び事業の見直しについては、理事長のリーダーシップの下、「研究開発成果の最大化」に向けて、研究開発能力及び経営管理能力の強化に取り組んだ。また、業務の継続的改善を推進する

とともに、権限と責任を明確にした組織運営を行っている。昨年度開始した国難災害を乗り越えるために、防災科研はどのような役割を担うべきか等について、ブランディング活動を拡大し、「統合レ

ポート」の作成やトップ 10研究の選出等を行うとともに、長期構想の中間取りまとめの作成や「知の統合」を目指した活動を他機関と連携して推進したことは、顕著な成果として高く評価できる。 

 

○内部統制については、令和元年度は、新設の法務・コンプライアンス室をはじめ、所内一体となって以下の項目を取り組み、内部統制機能の改善を実現したことを高く評価できる。 

①ブランディングの推進を通じたビジョンの構築と共有 

②勤怠管理システムや財務会計システム、業務支援システムの導入、 IR 統合レポート作成などによる組織及び個人の行動、成果の「見える化」 

③働き方改革に伴う、職員にとって魅力ある職場環境及び研究環境の整備 

④組織が直面するリスクの抽出、対応のための標準業務手順書（SOP）の整備、モニタリングの強化 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

特になし 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

特になし 

 

監事の主な意見 特になし 

 

 

※  評定区分は以下のとおりとする。（旧評価指針 p28） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目

別調

書№ 

備考 

 平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成 

３０ 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

  平成

２８

年度 

平成

２９

年度 

平成

３０

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．防災科学技術研究に

おけるイノベーションの

中核的機関の形成 

  Ａ Ａ    Ⅰ－１  

  １．柔軟かつ効率的な 

マネジメント体制の確立 

    

Ａ 

   
Ⅱ－

１ 
 

 （１）中核的機関と

しての産学官連携の

推進 

Ｂ Ａ （Ａ） （Ａ）      

   （１）研究組織及び事業

の見直し Ｂ Ｂ Ａ （Ａ）      

（２）基盤的観測

網・先端的研究施設

の運用・共用促進 

Ａ Ｓ （Ａ） （Ｓ）      

  （２）内部統制 

Ｂ Ｂ Ｂ （Ａ）      

（３）研究開発成果

の普及・知的財産の

活用促進 

Ｂ Ａ （Ａ） （Ａ）      

  （３）研究開発等に係る

評価の実施 Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ）      

（４）研究開発の国

際的な展開 
Ｂ Ｂ （Ａ） （Ａ）      

  ２．業務の効率化    
Ｂ    

Ⅱ－

２ 
 

 （５）人材育成 

 
Ｂ Ｂ （Ｂ） （Ａ）      

   （１）経費の合理化・効

率化 
Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ）      

（６）防災行政への

貢献 
Ｓ Ｓ （Ｓ） （Ｓ）      

   （２）人件費の合理化・

効率化 
Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ）      

２．防災科学技術に関す

る基礎研究及び基盤的研

究開発の推進 

  Ａ Ａ    Ⅰ－２  

  （３）契約状況の点検・

見直し Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ）      

 （１）災害をリアル

タイムで観測・予測

するための研究開発

の推進 

Ｂ Ａ （Ａ） （Ａ）      

  （４）電子化の推進 

Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ）      

 （２）社会基盤の強

靱性の向上を目指し

た研究開発の推進 

Ｂ Ｂ （Ａ） （Ａ）      

 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    Ⅲ  

 （３）災害リスクの

低減に向けた基盤的

研究開発の推進 

Ｂ Ａ （Ａ） （Ａ）      

 Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    Ⅳ  
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※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和元年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 防災科学技術研究におけるイノベーションの中核的機関の形成 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

施策目標９－４ 安全・安心の確保に関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人防災科学技術研究所法第 15 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和２年度行政事業レビュー番号 0234 0249 0250 

 

 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主な参考指標情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成 

２８ 

年度 

平成 

２９ 

年度 

平成 

３０ 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

 平成 

２８ 

年度 

平成 

２９ 

年度 

平成 

３０ 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

 

共同研究（件） 770 件 

以上 
122 件 138 件 128 件 143 件    

予算額（千円） 
7,207,707 10,202,592 9,995,119 13,343,896 

   

受託研究件数（件） 140 件 

以上 
42 件 46 件 49 件 47 件    

決算額（千円） 
9,817,602 6,830,165 10,328,097 13,918,011 

   

クロスアポイント

メント制度の適用

者数（人） 

28 人 

以上 
3 人 5 人 6 人 9 人    

経常費用（千円） 

11,825,251 10,961,290 13,842,477 13,811,611    

客員研究員の受入

等の件数（件） 

420 件 

以上 
85 件 101 件 117 件 125 件    

経常利益（千円） 
52,217 △143,752 △138,086 △355,193    

観測網の稼働率

（％） 
95％以上 99.5％ 99.3％ 98.7％ 98.4%    

行政コスト（千

円） 
   17,086,683    

先端的研究施設の

共用件数（件） 
 51 件 57 件 48 件 43 件    

行政サービス実

施コスト（千円） 
16,005,545 14,495,640 17,223,185     

知的財産の出願

（件） 

28 件 

以上 
5 件 9 件 12 件 8 件    

従事人員数（人） 
334 346 359 392    

シンポジウム・ワー

クショップ開催数

（回） 

140 回 

以上 
75 回 71 回 61 回 75 回    

    

    

プレスリリース等

（件） 

175 件 

以上 
33 件 36 件 40 件 33 回    
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論文数（編/人） 7 編/人 

以上 
1.2 編/人 1.3 編/人 1.2 編/人 1.6 編/人    

 
       

学会等での口頭発

表（件/人） 

42 件/人以

上 
6.7 件/人 6.2 件/人 6.1 件/人 6.1 件/人    

 
       

公開ウェブのアク

セス件数（件） 
 

17,408,000

件 

13,101,000

件 

11,686,000

件 

8,707,000

件 
   

 
       

海外の研究機関・国

際機関等との共同

研究（件） 

56 件 

以上 
13 件 14 件 17 件 24 件    

 

       

海外からの研修生

等の受入数（人） 

280 人 

以上 
657 人 546 人 448 人 333 人    

 
       

論文数（SCI 対象誌

等）（編） 

336 編 

以上 
63 編 66 編 60 編 82 編    

 
       

国際学会等での口

頭発表（件/人） 

7 件/人 

以上 
1.5 件/人 1.7 件/人 1.3 件/人 1.2 件/人    

 
       

地方公共団体等の

協定数（件） 
98 件以上 43 件 74 件 62 件 51 件    

 
       

災害調査の実施・支

援等（件） 
 128 件 25 件 80 件 87 件    

 
       

国や地方自治体等

への情報提供・協力

等（件） 

 1,581 件 1,117 件 1,043 件 680 件    
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 １．防災科学技術研

究におけるイノベ

ーションの中核的

機関の形成 

 

防災科学技術の研

究開発成果の最大

化のために、関係府

省や大学・研究機

関、民間企業等の多

様な組織と人材が

それぞれの枠を超

えて、防災科学技術

の新しいイノベー

ションの創出に向

けて連携できる防

災科学技術の中核

的機関としての機

能を強化する。 

 

１．防災科学技術研

究におけるイノベ

ーションの中核的

機関の形成 

 

防災科学技術の「研

究開発成果の最大

化」に向けて、関係

府省や大学・研究機

関、民間企業等の多

様な組織と人材が

それぞれの枠を超

えて、防災科学技術

の新しいイノベー

ションの創出に向

けて連携できる防

災科学技術の中核

的機関としての機

能を強化する。 

１．防災科学技術研

究におけるイノベ

ーションの中核的

機関の形成 

 

防災科学技術の「研

究開発成果の最大

化」に向けて、関係

府省や大学・研究機

関、民間企業等の多

様な組織と人材が

それぞれの枠を超

えて、防災科学技術

の新しいイノベー

ションの創出に向

けて連携できる防

災科学技術の中核

的機関としての機

能を強化する。 

また、科学技術イノ

ベーションの実現

を目指す戦略的イ

ノベーション創造

プログラム（ＳＩＰ

2 期）において、防

災科研が管理法人

として指定された

課題について、総合

科学技術・イノベー

ション会議が策定

する基本方針に基

づき、管理法人業務

を行う。 

１．防災科学技術

研究におけるイノ

ベーションの中核

的機関の形成 

１．防災科学技術研究

におけるイノベーショ

ンの中核的機関の形成 

 

 

 

 

１．防災科学技術研究における

イノベーションの中核的機関

の形成 

 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

 

<評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活動

による成果、取組等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開

発成果の最大化」に向けて顕著

な成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められる

ため、評定をＡとする。 

 

（Ａ評定の根拠) 

 

○「中核的機関としての産官学

連携の推進」として、民間企

業や地方公共団体との防災・

減災対策に関する連携・協働

等の推進による我が国全体の

防災科学技術の水準の向上を

図った以下の実績は、顕著な

成果として高く評価できる。 

・「気象災害軽減イノベーシ

ョンセンター」では、最終

年度の取組として 355 もの

会員と連携した気象災害

軽減コンソーシアムの活

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・補助評定の評価を総合的に判断した結果、評定をＡとする。 

 

・基礎的な研究を行うことに加え、研究成果の社会実装を着実に実施し、防災科研が

主導的な立場に立って防災行政に貢献できたことは高く評価できる。多くの研究グ

ループの成果は、評価指標を超えていることも高く評価できる。 

 

・政府や自治体だけでなく、民間企業や大学等と積極的に協力関係を構築し、研究成

果を活かすだけでなく、新たな研究ニーズの発掘や人材育成に取り組んでいること

は高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・研究推進の内容については、素晴らしい成果を残している。一方、論文発表につい

ては、研究者の最も重要なミッションであり、改善の余地があるのではないか、また、

発表論文数という数だけでなく、論文の「質」の向上についても改めて検討の余地は

ある。重要な研究論文が、世界でどれくらい引用されているか等の指標も確認される

とよい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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動等から発展し総務省の

事業に採択されるなど、地

域の産学官連携を推進し

た。 

・「国家レジリエンス研究推

進センター」では、内閣府

の「戦略的イノベーション

創造プログラム（SIP）」に

おいて、防災科研の研究開

発項目について研究開発

のフォローや関係省庁を

含めた社会実装の具体化

のための推進体制を構築

するとともに、「戦略的イ

ノベーション推進室」で

は、管理法人としてプログ

ラムディレクターの活動

を支援し、研究開発の円滑

な推進を行い、その結果と

して令和元年度の SIP にお

ける総合評価において「A」

を受けた。 

 

○「基盤的観測網・先端的研究

施設の運用・共用促進」とし

て、防災・減災の基幹インフ

ラである観測網の着実な整備

と安定的な運用、品質性能の

向上の努力を関係機関と連携

して取り組み、防災行政、社

会的な利用につなげ、防災・

減災へ寄与した以下の実績

は、特に顕著な成果として高

く評価できる。 

・世界に類を見ない大規模か

つ高密度な 2100 以上の観

測点からなる陸海統合地

震 津 波 火 山 観 測 網

（MOWLAS）の稼働率 95％超

での安定運用を実現した。 
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・MOWLAS を始めとする、関係

機関により取得された膨

大な観測データをナショ

ナルデータセンタとして

一元的にアーカイブする

と共に、ユーザーのリクエ

ストに応じた形で提供す

るなど、研究・防災両面で

大きな貢献を果たした。特

に、海域観測網の日本語

版・英語版の両方で WEB サ

イトを構築して新たに水

圧計データを公開すると

共に、新しい取組として防

災科研の各観測網のデー

タに DOI(Digital Object 

Identifier)を付与するな

ど、国内のみならず世界に

向けた情報発信力を強化

した。 

・日本海溝海底地震津波観測

網（S-net）や地震・津波観

測監視システム（DONET）の

震源域近傍における観測

データを新たに活用する

ことにより、気象庁の緊急

地震速報の発表において

は、日本海溝付近で発生す

る地震については最大で

30秒程度、紀伊半島から室

戸岬沖で発生する地震に

ついては最大 10 秒程度の

迅速化をもたらした。ま

た、インフラ事業者や自治

体と連携したデータ利活

用を継続してきたが、新た

にJR東海及びJR西日本で

は地震発生時の新幹線制

御、千葉県には津波即時予

測のための活用が開始さ
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れるなど、日本の地震津波

防災に大きく貢献した。 

・観測網と一体のものとし

て、地震・津波を統合した

ハザード・リスク情報ステ

ーションの開発に向けた

システム構築を進め、この

システムが基盤となって

南海トラフ地震による津

波ハザード評価が地震調

査研究推進本部から初め

て公表された。また、南海

トラフ地震及び日本海溝

沿いの地震について多様

性、不確実性を考慮したモ

デルの改良を行い、これら

の改良を取り入れた令和

２年起点の地震動予測地

図を作成し、地震調査研究

推進本部から公表予定と

なった。 

・ハザード情報に基づくリス

ク評価を実施し、地震リス

ク情報の公開システム「J-

SHIS Map R」として一般に

公開した。またマルチハザ

ードリスク評価に向けた

活動が強化された。 

・世界最大規模の観測網を支

える MOWLAS システムの開

発及び長年にわたる観測

データの蓄積・公開や官民

における社会実装等が顕

著な研究成果と認められ、

平成 31 年度科学技術分野

の文部科学大臣表彰科学

技術賞（開発部門）を受賞

した。 

 

○「研究開発成果の普及・知的
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財産の活用促進」として、研

究成果の普及、防災科研への

国民の理解・信頼・支持の獲

得を推進した以下の実績は、

顕著な成果として高く評価で

きる。 

・「成果発表会」では、平成 30

年度の２倍の1,000名を超

える参加があり、特別ゲス

トコメンテーターに池上

彰氏を迎え、わかりやすい

解説による理事長との「災

害を乗り越えるための行

動等」に関する対談や投票

形式のポスター発表の実

施し、参加者アンケートで

は高い評価を得るなど、新

たなターゲット層の獲得

と研究成果の普及を推進

した。 

・防災科研 Web サイトについ

ては、ユーザーの視点に立

ち、掲載情報のサムネイル

画像のリアルタイム化な

どの大幅な改良を実施し

た。 

・新たなアウトリーチの取組

として、平成 30 年度から

のベルマーク教育助成財

団に加え、ガールスカウト

日本連盟と連携し、全国十

数校での所員による防災

科学教室を実施し、質の高

い防災教育コンテンツを

提案するシステムを構築

し、維持・拡大を進めた。 

 

○「研究開発の国際的な展開」

として、平成 30年度積極的に

働きかけを行った海外の研究
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機関等との連携を推進した以

下の実績は、顕著な成果とし

て高く評価できる。 

・平成 30 年度に招へい事業

を行った米国テキサス大

学と協力協定を締結し、日

本の専門家を含む調査団

を派遣して開催した合同

ワークショップにおいて、

衛星データの大規模災害

時の活用方法等について

議論を行うなど関係を深

化させた。 

・ペルー国家防災庁長官が来

所し、MOWLAS等の防災科研

の取組の紹介や意見交換

を行った。 

 

○「人材育成」として、防災科

研の職員が筑波大学の教員と

して、同大学での講義、防災

科研での研究指導などを、防

災科研の業務として行うこと

が可能となった以下の実績

は、顕著な成果として高く評

価できる。 

・筑波大学とは、連携大学院

制度を活用した大学生、大

学院生の受入れを行って

いるところであるが、これ

に加えて筑波大学及び民

間企業等により、平成29年

に創設された「レジリエン

ス研究教育推進コンソー

シアム」が推進する筑波大

学のリスク・レジリエンス

工学学位プログラムにお

いて、防災科研もコンソー

シアムの重要な構成員と

して当該学位プログラム
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の運営に主体的に関わる

とともに、筑波大学と協働

大学院協定を締結した。 

 

○「防災行政への貢献」として、

基盤的防災情報流通ネットワ

ーク（SIP4D）を活用して現地

での情報収集・集約及び情報

共有を行い防災行政に貢献し

た以下の実績は、特に顕著な

成果として高く評価できる。 

・防災科研が研究開発した

SIP4D の寄与により、令和

元年度に防災基本計画が

改定され、内閣府が本格運

用を開始した災害時情報

集約支援チーム（ISUT）の

一員として防災科研が４

つの災害において活動を

行い、大規模災害時におけ

る状況認識の統一に資す

るよう、本格運用された

SIP4D を用いて自治体の災

害対策本部や災害対応機

関（地方自治体、自衛隊、

消防等）向けに ISUT-SITE

を構築してニーズに応じ

た情報共有支援を行った。

特に台風第 19 号で被災し

た長野県では、災害廃棄物

処理に関する One Nagano

の取組に貢献し、当該取組

におけるSIP4Dの有用性が

国会でも取り上げられ高

く評価された。 

・台風第 19号では、平成 30

年度の西日本豪雨を上回

る広域災害となったが、派

遣した県は平成 30 年度の

3県から 5県に拡張し、42
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日間で 273 名（現地派遣

146 名）が従事することで、

広域災害への対応可能性

を示した。 

 

 

(１）中核的機関と

しての産学官連携

の推進 

 

我が国の防災科学

技術の中核的機関

として、その先端的

研究基盤を活用し、

「研究開発成果の

最大化」を推進する

観点から関係府省

や大学・研究機関、

民間企業等との連

携・協働の強化を図

る。クロスアポイン

トメント制度の活

用等により産学官

の人材・技術の流動

性を高め、防災科研

の直接的な成果の

みならず、他機関の

成果を含めた社会

実装に向けた橋渡

し、行政への技術支

援等を行うととも

に、国内外の大学・

研究機関、民間企業

等の人材が交流す

るネットワークと

なるイノベーショ

ンハブを形成し、産

学官による研究開

発を一体的に進め

る基盤を構築する。 

(１）中核的機関と

しての産学官連携

の推進 

 

我が国の防災科学

技術の中核的機関

として、防災科研の

基盤的観測網や先

端的研究施設等の

先端的研究基盤を

活用し、「研究開発

成果の最大化」に向

けて、災害からの被

害軽減や事業継続

性の確保等のニー

ズを有するインフ

ラストラクチャー

事業者等の民間企

業や地方公共団体

との防災・減災対策

に関する連携・協働

等を推進し、我が国

全体の防災科学技

術の水準の向上を

図る。 

また、クロスアポイ

ントメント制度を

活用した産学官の

多様な人材の受入

れ、研究開発上の多

様なシーズを有す

る大学等の研究機

関や民間企業等と

ニーズを有する地

(１）中核的機関と

しての産学官連携

の推進 

 

引き続き「地震津波

火山ネットワーク

センター」「総合防

災情報センター」で

は安定的で継続的

な事業を推進する。

また、「先端的研究

施設利活用センタ

ー」では知財活用・

社会実装を推進す

る。さらに、「レジリ

エント防災・減災研

究推進センター」

「気象災害軽減イ

ノベーションセン

ター」「火山研究推

進センター」「首都

圏レジリエンス研

究センター」「国家

レジリエンス研究

推進センター」では

外部資金による大

型プロジェクト研

究を推進する。 

(１）中核的機関と

しての産学官連携

の推進 

 

○イノベーション

ハブを形成し、産

学官による研究開

発を一体的に進め

る基盤の構築に向

けた取組を推進し

ているか。 

 

《評価指標》 

・産学官連携の成

果 

《モニタリング指

標》 

・共同研究・受託研

究件数 

・クロスアポイン

トメント制度の適

用者数、客員研究

員の受入等の件数 

(１）中核的機関として

の産学官連携の推進 

 

 

（１）中核的機関とし

ての産学官連携の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「地震津波火山ネット

ワークセンター」及び

「総合防災情報センタ

ー」では、安定的で継続

的な事業を推進した。 

 

・また、「先端的研究施

設利活用センター」で

は各施設を運用する部

門との間で定常的な企

画、協議の場を着実に

運営するとともに大型

降雨施設における大型

の産業利用など社会実

装を推進し、「気象災害

(１）中核的機関としての産学

官連携の推進 

 

 

補助評定：（Ａ） 

<補助評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、（Ａ）評定と

する。 

 

（（Ａ）評定の根拠） 

○「中核的機関としての産官学

連携の推進」として、民間企

業や地方公共団体との防災・

減災対策に関する連携・協働

等の推進による我が国全体の

防災科学技術の水準の向上を

図った以下の実績は、顕著な

成果として高く評価できる。 

 

・イノベーションハブを形成

し、産学官による研究開発を一

体的に進める基盤の構築に向

けた取組の第一歩として、各セ

ンターを設置し、研究開発から

社会実装まで一体として実施

(１）中核的機関としての産学官連携の推進 

 

 

 

補助評定：（Ａ） 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・「気象災害軽減イノベーションセンター」では、最終年度の取組として 355 もの会

員と連携した気象災害軽減コンソーシアムの活動等を発展させ、地域の産学官連携

を推進した。また、内閣府の「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」におい

て、防災科研は 5 つの研究開発項目の研究開発機関や共同研究開発機関となり、こ

れらの活動を総合的に推進するため「国家レジリエンス研究推進センター」を設置し

た。同センターにおいて、大学や民間企業等の参画研究機関と共同するための推進体

制を構築し、関係省庁を含めた社会実装の具体化のための推進体制を構築するとと

もに、研究開発の円滑な推進を行い、その結果として 令和元年度の SIP における

総合評価において「 A 」を受けた。以上の実績は高く評価できる。 

・「首都圏レジリエンス研究推進センター」では、約 80 もの組織が「データ利活用

協議会」に正式な会員として入会し、民間企業と連携を図りつつ運営したことは、産

業界に大きく影響を与える成果として評価できる。 

・共同研究件数、受託研究件数、クロスアポイントメント制度の適用者数、及び客員

研究員の受入等の件数も、年度目標を達成している。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・主導的な立場で産学官連携を推進することが重要と考える。 

・共同研究件数、受託研究件数、クロスアポイントメント制度の適用者数、及び客員

研究員の受入等の件数が目標値達成に向けて順調に推移していることは評価できる

が、同時に内容の分析を通して課題の抽出に対しても努めてほしい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
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方公共団体や民間

企業との共同研究

の推進、プロジェク

トベースの研究開

発センターの設置

等を通じて、人材と

「知見・技術・経験」

を結ぶネットワー

クを構築すること

により、研究開発か

ら社会実装まで一

体として実施でき

る研究環境を確立

する。 

さらに、我が国が推

進するプロジェク

ト等への参画によ

る外部資金の獲得

を大学・研究機関・

民間企業等と積極

的に推進し、防災科

研の成果とともに

他機関の成果も含

め社会実装の橋渡

しや行政機関への

技術支援等を行い、

防災科学技術のイ

ノベーション創出

の中核的機関とし

ての地位を確立す

る。 

 

軽減イノベーションセ

ンター」「火山研究推進

センター」「首都圏レジ

リエンス研究センタ

ー」「国家レジリエンス

研究推進センター」で

は外部資金による大型

プロジェクト研究を推

進した。 

 

・平成 30 年度に設置し

た「国家レジリエンス

研究推進センター」で

は、平成 30 年度から開

始された内閣府の「戦

略的イノベーション創

造プログラム（SIP）」第

2 期の課題の一つ「国家

レジリエンス(防災・減

災)の強化」において、

防災科研が研究開発機

関や共同研究開発機関

を担う 5 つの研究開発

項目について、研究開

発の進捗フォローや関

係省庁を含めた社会実

装具体化のための推進

体制を構築し、衛星、

AI、ビックデータ等を

活用した国家レジリエ

ンスの強化に資する新

技術の研究開発を総合

的に推進した。 

 

・平成２９年度に設置

した「首都圏レジリエ

ンス研究センター」で

は、「データ利活用協議

会」を運営し、各研究課

題における民間企業と

できる研究環境の確立を推進

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「国家レジリエンス研究推進

センター」では、内閣府の「戦

略的イノベーション創造プロ

グラム（SIP）」において、防災

科研の研究開発項目について

研究開発のフォローや関係省

庁を含めた社会実装の具体化

のための推進体制を構築する

とともに、「戦略的イノベーシ

ョン推進室」では、管理法人と

してプログラムディレクター

の活動を支援し、研究開発の円

滑な推進を行い、その結果とし

て令和元年度のSIPにおける総

合評価において「A」を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２９年度に設置した「首

都圏レジリエンス研究センタ

ー」では、「データ利活用協議

会」や４回のシンポジウムを開

催し、７つの分科会活動を活性

化させ、協議会の正式な組織・

― 
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顕著な取組の共有を図

った。また、新たな協力

枠組みの創出を目指す

シンポジウム（全４回）

の開催や、７つの分科

会活動を活性化させる

など、協議会に正式な

会員として入会する組

織・団体並び個人は約

80 となった。さらに、

生活の拠点となる施設

等での地震計設置に関

する協議を進め、東京

都庁で超小型地震計の

試験的観測を開始し

た。これらの活動を踏

まえ、内閣府の施策で

ある「官民研究開発投

資 拡 大 プ ロ グ ラ ム

（PRISM）」において、

「データ利活用協議

会」等との先行事例と

の連携を図り、民間企

業が有するリソースを

活用した災害予防・被

害軽減に資する新たな

取組を実施した。 

 

・気象災害軽減イノベ

ーションセンターで

は、「ニーズ主導」、「共

に創る」、「外部との連

携」をコンセプトに気

象災害軽減コンソーシ

アム（令和２年３月末

355 会員）セミナー、シ

ンポジウムの開催、ワ

ーキンググループ等の

活動、独立行政法人国

立高等専門学校機構と

個人会員を約 80 に拡充し、生

活の拠点となる施設等での地

震計設置に関する協議を進め、

東京都庁で試験的観測を開始

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「気象災害軽減イノベーショ

ンセンター」では、最終年度の

取組として355もの会員と連携

した気象災害軽減コンソーシ

アムの活動等から発展し総務

省の事業に採択されるなど、地

域の産学官連携を推進した。 
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の連携・協力協定の一

環としての、高専防災

コンテスト「地域防災

力向上チャレンジ」実

施した。また、東京海上

ホールディングス株式

会社と連携・協力協定

を結び、気象災害をは

じめとする防災分野へ

の活動可能性の検討を

開始した。さらに、気象

災害軽減コンソーシア

ムの活動から発展した

北海道の自治体におけ

る積雪センシング等の

IoT システムの利活用

体制の確立に向けた取

組の提案が、総務省公

募の地方公共団体、民

間企業、大学等から成

る地域の主体が行う地

域課題の解決に資する

「令和元年度 IoT の安

心・安全かつ適正な利

用環境の構築（IoT 利用

環境の適正な運用及び

整備等に資するガイド

ライン等策定）」に採択

され、地域の産学官連

携を推進した。 

 

・共同研究を 143 件、

受託研究を 133 件実施

した（受託事業収入：

4,941 百万円）。 

・客員研究員 125 人を

受入れ、クロスアポイ

ントメント制度を活用

して 9 人を受入れた。 
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(２)基盤的観測網・

先端的研究施設の

運用・共用促進 

 

地震調査研究推進

本部の「新たな地震

調査研究の推進に

ついて―地震に関

する観測、測量、調

査及び研究の推進

についての総合的

かつ基本的な施策

―（平成 24 年９月

６日改訂）」、科学技

術・学術審議会測地

学分科会地震火山

部会の計画等を踏

まえて、陸域の地震

観測網（高感度地震

観測網、広帯域地震

観測網、強震観測網

等）と海域の地震観

測網（日本海溝海底

地震津波観測網（S-

net）、地震・津波観

測 監 視 シ ス テ ム

（DONET））を一元

化した海陸の基盤

的地震観測網や基

盤的火山観測網の

整備・安定的運用を

継続するとともに、

観測データの関係

機関との共有や利

用促進を図り、国内

外の関係機関にお

ける研究、業務遂行

や我が国の地震・津

波・火山に関する調

(２)基盤的観測網・

先端的研究施設の

運用・共用促進 

 

地震調査研究推進

本部の地震調査研

究に関する総合基

本施策及び調査観

測計画を踏まえて、

陸域の地震観測網

（高感度地震観測

網、広帯域地震観測

網、強震観測網等）

と海域の地震観測

網（日本海溝海底地

震津波観測網（S-

net）、地震・津波観

測 監 視 シ ス テ ム

（DONET））を一元

化した海陸の基盤

的地震観測網の安

定的運用（稼働率

95％以上）を行うと

ともに、関連施設の

更新を図る。また、

「今後の大学等に

おける火山観測研

究の当面の進め方

について」（平成 20

年 12 月、科学技術・

学術審議会測地学

分科会火山部会）及

び「御嶽山の噴火を

踏まえた火山観測

研究の課題と対応

について」（平成 26

年 11 月、科学技術・

学術審議会測地学

分科会地震火山部

会）に基づき、重点

(２)基盤的観測網・

先端的研究施設の

運用・共用促進 

 

従来の高感度・広帯

域地震観測データ

や火山観測データ

等に加え、S-net や

DONET のデータ

も関係機関との間

で共有出来る仕組

みを提供するとと

もに、東日本大震災

のような広域災害

の発生を念頭に、よ

り安定したデータ

共有を実現するた

めの仕組みの構築

に取り組む。さら

に、行政や企業によ

る海陸観測網デー

タの利活用を促進

させる。広く地震津

波被害の低減に貢

献するため、開発し

た即時予測技術を

実装し、多様な防災

情報の発出を検討

する。また、観測網

の利活用、技術開

発、運用費用の在り

方等に関する検討

に取り組む。 

令和元年度には、Ｅ

－ディフェンスを

安全・確実に運用す

るため、加振系装

置、制御系装置、油

圧系装置、高圧ガス

製造設備の定期点

(２)基盤的観測網・

先端的研究施設の

運用・共用促進 

 

○基盤的観測網・

先端的研究施設の

安定運用を通じ、

国内外の関係機関

における防災科学

技術に関する研究

開発の推進に貢献

しているか。 

 

《評価指標》 

・観測データの関

係機関との共有や

利用促進の取組の

進捗 

・国内外の地震・津

波・火山に関する

業務遂行や調査研

究等への貢献の実

績 

・先端的研究施設

等の活用による成

果 

《モニタリング指

標》 

・観測網の稼働率 

・先端的研究施設

の共用件数 

 

（２）基盤的観測網・先

端的研究施設の運用・共

用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・陸海統合地震津波火山

観測網 MOWLAS の一元的

な維持管理・運用を安定

的に行うとともに、平成

30 年度補正予算による

地震観測網の観測機器

の更新や障害が発生し

た観測点の復旧を実施

した。これらにより、防

（２）基盤的観測網・先端的

研究施設の運用・共用促進 

 

 

補助評定：（Ｓ） 

<補助評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出

や将来的な特別な成果の創出

の期待等が認められるため、

（Ｓ）評定とする。 

 

（（Ｓ）評定の根拠） 

○「基盤的観測網・先端的研

究施設の運用・共用促進」と

して、防災・減災の基幹イン

フラである観測網の着実な整

備と安定的な運用、品質性能

の向上の努力を関係機関と連

携して取り組み、防災行政、

社会的な利用につなげ、防災・

減災へ寄与した以下の実績

は、特に顕著な成果として高

く評価できる。 

 

・MOWLASの運用において、

観測点被害に対する迅速な障

害対応復旧や老朽化した機器

の更新を確実に実施すること

により、令和元年度も基盤的

地震火山観測網を安定して維

持し、その稼働率が目標値

95% 超 を 達 成 し た 。

MOWLAS システムの開発

（２）基盤的観測網・先端的研究施設の運用・共用促進 

 

 

 

補助評定：（Ｓ） 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成

果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・産業界に向けた情報発信及び緊急地震速報においては、日本海溝海底地震津波観測

網（S-net）や地震・津波観測監視システム（DONET）の震源域近傍における観測デ

ータの活用により日本海溝付近で発生する地震については最大で 30 秒程度、紀伊半

島から室戸岬沖で発生する地震については最大 10 秒程度の迅速化に貢献し、新たに

三重県でもシステムが導入されるなど地震データの社会での利活用が進みつつある

点については高く評価できる。また、N-net 構築についての期待も高い。 

・世界に類を見ない陸海統合地震津波観測網「MOWLAS」の運用において、安定的

稼働の長期的な継続は極めて重要であり、機器の維持管理・更新を適切に行い、観測

網の稼働率は目標の 95％を大きく上回ったことは大いに評価できる。 

・MOWLAS データの国際的な専門家向けの情報発信にとどまらず、スマホコンテン

ツ「地震だねっと」「YahooJapan 強震モニタ」など広く一般社会に向けた情報発信

強化も推進している点は評価できる。 

・世界最大規模の観測網を支える MOWLAS システムの開発及び長年にわたる観測

データの蓄積・公開や官民における社会実装等が顕著な研究成果と認められ、平成

31 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞（開発部門）を受賞したことは

高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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査研究の進展に貢

献する。 

我が国全体の防災

科学技術に関する

研究開発を推進す

るため、実大三次元

震動破壊実験施設

( Ｅ－ディフェン

ス)、大型降雨実験

施設、雪氷防災実験

施設等の先端的な

研究基盤施設につ

いて効果的・効率的

かつ安全に運用し、

外部研究機関との

共用を促進する。な

お、共用に当たって

は、これまでの実績

及び当該施設の運

用状況のみならず

研究開発成果を最

大化することも踏

まえ、年度計画に定

める共用件数を確

保する。 

また、基盤的観測網

や先端的研究施設

によって得られた

データを活用した

外部の成果を把握

し、これらの成果に

防災科研が貢献し

ていることが社会

から幅広く理解さ

れるように努める。 

的に強化すべき火

山について観測施

設の整備・運用を推

進する。観測データ

の関係機関との共

有や利用促進を図

り、国内外の関係機

関における研究、業

務遂行や我が国の

地震・津波及び火山

に関する調査研究

の進展に貢献する。 

我が国全体の防災

科学技術に関する

研究開発を推進す

るため、実大三次元

震動破壊実験施設

（Ｅ－ディフェン

ス）、大型降雨実験

施設、雪氷防災実験

施設等の先端的研

究施設の運用・共用

促進を行う。 

Ｅ－ディフェンス

について、効果的・

効率的な運用を行

うとともに、その安

全・確実な運用のた

め、施設・設備・装

置等の保守、点検及

び整備を着実に実

施する。また、地震

減災研究の振興を

図るため、共同研究

や外部研究機関等

への施設貸与によ

るＥ－ディフェン

スの活用を促進す

るとともに、実験デ

ータを外部研究機

検と日常点検を実

施し、Ｅ－ディフェ

ンスの効果的・効率

的な運用を行う。ま

た、Ｅ－ディフェン

スの施設・設備・装

置等の改善、改良及

び性能向上に資す

るための検討を進

める。なお、令和元

年年度における施

設の共用に関する

計画は以下のとお

りである。 

●Ｅ－ディフェン

ス 

共用件数：年間 4 件 

外部研究機関等に

よるＥ－ディフェ

ンスの活用促進と

して、「首都圏を中

心としたレジリエ

ンス総合力向上プ

ロジェクト」におけ

る非構造部材を含

む構造物の崩壊余

裕度に関するデー

タ収集・整備の実験

を実施する。また、

民間企業への施設

貸与 1 件、外部機関

との共同研究2件の

実施を予定してい

る。さらに、データ

公開システムによ

る外部研究機関等

への実験データ提

供を引き続き実施

すると共に、公開予

定日を迎える実験

災科研が中核的機関と

して推進する防災科学

技術研究はもとより、気

象庁の監視業務をはじ

めとする地震や津波、火

山に関する防災行政、大

学や研究機関における

学術研究及び教育活動

の推進に貢献した。令和

元年度における観測網

の稼働率は、迅速な障害

復旧対応や老朽化した

機器の更新等の実施に

より、目標値である 95%

を達成した（高感度地震

観測網 Hi-net：98.8%、

広帯域地震観測網 F-

net：98.8%、基盤強震観

測網：98.4%、全国強震観

測網 K-NET：99.2%、日本

海溝海底地震津波観測

網 S-net:97.7%、地震・津

波観測監視システム

DONET：97.5%、基盤的火

山観測網 V-net：96.8%）。

なお、運用している全て

の観測点のうち、データ

を受信した観測点の割

合を稼働率として算出

している。MOWLAS システ

ムの開発は、世界最大規

模の観測網を支える、実

際に利活用されている

画期的な研究開発とし

てその顕著な成果が認

められ、平成 31年度科学

技術分野の文部科学大

臣表彰科学技術賞（開発

部門）を受賞した。 

 

は、世界最大規模の観測網を

支える、実際に利活用されて

いる画期的な研究開発として

その顕著な成果が認められ、

平成 31 年度科学技術分野の

文部科学大臣表彰科学技術賞

（開発部門）を受賞した。 
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関等へ提供する。さ

らに、優れた研究開

発環境を確立する

ため、関連する施

設・設備・装置等の

改善、改良及び性能

向上など、地震減災

研究に関する研究

基盤機能の高度化

に取り組む。 

先端的研究施設に

ついて効果的・効率

的かつ安全に運用

し、幅広い研究分

野・領域で産業界を

含めた国内外の外

部研究機関との共

用を促進する。な

お、これまでの実績

及び当該施設の運

用状況のみならず

研究開発成果を最

大化することも踏

まえ、年度計画に定

める共用件数を確

保する。 

また、防災科学技術

や災害情報を集約

及び展開できる情

報基盤を活用する

ことにより知の統

合化を進める。さら

に、基盤的観測網や

先端的研究施設に

よって得られたデ

ータを活用した外

部の成果を把握し、

これらの成果に防

災科研が貢献して

いることが社会か

データの開示を進

める。 

 

大型耐震実験施設、

大型降雨実験施設、

雪氷防災実験施設

について効果的・効

率的かつ安全に運

用し、幅広い研究分

野・領域で産業界を

含めた国内外の外

部研究機関との共

用を促進する。な

お、令和元年度にお

ける施設の共用に

関する計画は以下

のとおりである。 

 

●大型耐震実験施

設 

共用件数：年間５件 

外部研究機関等へ

の施設の共用とし

て、構造物や地盤・

土構造物等を対象

とした１件の施設

貸与および４件の

産学との共同実験

の実施を計画して

いる。 

 

●大型降雨実験施

設 

共用件数：年間６件 

共用実験として施

設貸与実験３件、ま

た、共同研究実験３

件程度を計画中で

ある。さらに自体研

究、普及啓発のため

・気象庁の緊急地震速報

の発表においては、既に

海域観測網のうち地震・

津波観測監視システム

（DONET）については一

部使用されていたが、６

月より DONET及び日本海

溝海底地震津波観測網

（S-net）の日本海溝よ

り陸側の観測点のデー

タが追加されることに

なった。さらに、令和２

年３月からは、海溝軸よ

り東側の観測点も追加

されたことにより、緊急

地震速報（警報）の発表

を、日本海溝付近で発生

する地震については最

大で 30秒程度、紀伊半島

から室戸岬沖で発生す

る地震については最大

10 秒程度早めることを

可能にし、日本の地震防

災に大きく貢献した。 

 

・S-net および DONET に

ついては、４月より東海

旅客鉄道株式会社と西

日本旅客鉄道株式会社

において、列車制御にデ

ータの活用が開始され、

社会実装の更なる前進

を図った。また、S-net に

ついては、４月より海上

保安庁の運用する海洋

状況表示システム（海し

る）においてデータ活用

が開始された。 

 

・海域観測網データを用

・海域観測網の S-net および

DONET の観測データは気象

庁の緊急地震速報の発表を日

本海溝付近の地震では最大

30 秒、紀伊半島から室戸岬沖

で発生する地震では最大 10

秒の迅速化を可能とし、また

JR 東海および JR 西日本の列

車制御への活用が開始される

など、日本の地震防災に大き

く貢献した。さらに自治体や

電力会社においてもデータ利

活用が発展的に継続してい

る。このように社会実装を大

きく前進させる取組は特に顕

著な成果として高い評価に値

する。 
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ら幅広く理解され

るように努める。 

 

の実験を行う予定

である。 

 

●雪氷防災実験施

設 

共用件数：年間 24

件 

大学や公的研究機

関との雪氷防災の

基礎研究に関する

共同研究 18 件、及

び雪氷対策技術の

実用化に関する民

間企業への施設貸

与6件の実施を予定

している。 

 

いた津波即時予測シス

テムの実装と運用を継

続的に実施した。DONET

データについては、和歌

山県に引き続き三重県

も気象業務許可を得て、

本格的なシステムの運

用を開始した。中部電力

においても浜岡原子力

発電所での通常運用の

中の一部として運用さ

れている。また、S-net に

ついては、千葉県で上記

システムと同じ津波増

幅率の原理に基づくシ

ステムを平成 30年 10 月

に導入し、令和元年度は

地震被害予測も併せて

モバイル機器で表示す

るシステムを構築した。

この他、強震観測網のデ

ータ利活用として、鉄道

総合技術研究所及び国

土技術政策総合研究所

において準リアルタイ

ム配信される K-NET強震

指標を活用したインフ

ラ・ライフライン地震防

災のためのサービス提

供が開始した。 

 

・MOWLAS データは、日本

の代表的な地震カタロ

グである気象庁一元化

震源カタログ作成に使

用される観測点数の

57％を占めるほど大き

く貢献いる。また、

MOWLAS で取得された膨

大な観測データをナシ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・MOWLAS データは、気象

庁一元化震源カタログに使用

される観測点数の過半を占め

る貢献のみならず、海域観測

網のデータを含めて日本語

版・英語版の両方で WEB サ

イトを構築して公開されると

ともに DOI を付与して提供

されており、ナショナルデー
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ョナルデータセンタと

して適切に管理し、海域

観測網のデータを含め

て日本語版・英語版の両

方で WEB サイトを構築し

て公開するとともに各

種 デ ー タ に 各 々

DOI(Digital Object 

Identifier)を付与する

など、国内のみならず世

界に向けた情報発信力

を強化した。10月には S-

net の水圧計データを国

際的に公開するなど着

実な情報発信の向上を

継続した。 

 

・６月に発生した山形県

沖の地震（M6.7、最大震

度６強）では、解析結果

を地震調査委員会等の

各種委員会に提供する

とともに、ネットワーク

センターの Web サイトを

通じて広く国民に向け

て情報発信した。 

 

・火山活動に関しては、

４月から断続的に噴火

が続いている阿蘇山と

８月に小規模な噴火が

発生した浅間山等の資

料を火山噴火予知連絡

会に提供した。 

 

・各地のジオパークと連

携し、スマホ等で地域の

地震活動を身近に知る

ことのできるコンテン

ツ「地震だねっと！」の

タセンタとして国内外に向け

た情報発信力を強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地震災害時や火山噴火の際

には、積極的な情報発信およ

び報道機関の取材対応を実施

する一方、日頃から各地のジ

オパークと連携し「地震だね
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提供や、学会等における

ブース出展や新聞・テレ

ビ等報道機関の取材対

応により、幅広く広報活

動を行った。 

 

・南海トラフ地震の想定

震源域のうち、観測網を

設置していない高知県

沖から日向灘の海域に

ケーブル式観測網（南海

トラフ海底地震津波観

測網：N-net）を構築する

ため、ケーブルルートの

海洋調査を実施し、ケー

ブル及び観測機器の設

置位置の検討を行った。 

 

 

●Ｅ－ディフェンス 

・加振系装置、制御系装

置、油圧系装置及び高圧

ガス製造設備の定期点

検と日常点検を実施し、

Ｅ－ディフェンスの安

全かつ効果的・効率的な

運用を行った。併せて、

日常点検やＥ－ディフ

ェンス構内で行われる

各種工事への安全管理

を確実に実施し、平成 18

年４月より継続されて

いる無災害記録は令和

元年年度末には 219万時

間を超えた。また、Ｅ－

ディフェンスの施設・設

備・装置等の老朽化対策

として、作動油や関連機

器類の更新・整備を行っ

た。 

っと！」の提供により地域の

地震活動を身近に知ってもら

う取組を行うなどの幅広い広

報活動を実施した。 

 

 

・N-net 構築にむけて、ケー

ブルルートおよび観測機器設

置位置の海洋調査を遂行する

とともに仕様を策定し、整備

計画を確実に進捗させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Ｅ－ディフェンスの各装

置・設備の定期点検と日常点

検を実施し、Ｅ－ディフェン

スが効果的・効率的に運用で

きたことは評価できる。 
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・幅広い地震減災研究に

係わる研究開発での利

活用を示す共用件数に

ついては、委託研究によ

る施設利用 1件、施設貸

与 1件及び共同研究 2件

の実験研究が行われた。

さらに、実験データを外

部機関等に提供するデ

ータ公開システムを継

続的に運用し、令和元年

度に実験データ 6件の開

示を行い、公開件数は 69

件に達した。 

 

●大型耐震実験施設 

・共同研究 4件、施設貸

与 2件の利用実績をあげ

た。 

 

●大型降雨実験施設 

・国際共同研究 1件、共

同研究 1 件、施設貸与 4

件の利用実績をあげた。 

 

・令和元年度は実大木造

２階建て住宅を用い

た河川氾濫を再現し

た実験や、土砂災害に

よるため池への影響

把握技術の検討に関

する実験を行った。 

 

●雪氷防災実験施設 

・共同研究 20件、施設貸

与 7件の利用実績をあげ

た。 

 

・令和元年度は、降雪時

 

・令和元年度の外部利用は、

年間目標値以上の実績を残し

各実験施設では幅広い内容の

データが取得され、その成果

は各々の分野において有効に

活用されるものと期待され

る。 
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のドローン安定活用の

ための着雪実験や、電線

への着雪特性の評価に

関する実験を行った。ま

た、令和２年から始まる

フロン規制に対応する

ために、冷凍機の更新等

の具体的な計画の検討

を進めた。 

 

 

 

 

（３）研究開発成果

の普及・知的財産の

活用促進 

 

① 関係府省や地

方公共団体、民間企

業等防災科学技術

の研究成果を活用

することが想定さ

れる機関のニーズ

を踏まえた研究を

進めるなど、研究成

果が活用され普及

するための取組を

推進する。また、研

究開発成果の技術

移転、社会実装、国

際展開を効果的に

進めるため、明確な

知的財産ポリシー

の下、防災科研が創

出・保有する知的財

産の価値の最大化

を図る。 

 

② 防災科研の役

割や活動に関する

国民の理解を深め

（３）研究開発成果

の普及・知的財産の

活用促進 

 

①研究開発成果の

普及・知的財産の活

用促進 

 

防災科研で得られ

た研究成果を広く

普及させるため、シ

ンポジウムや研究

成果発表会を開催

するとともに、国内

外における学会・学

術誌等で発表・公表

する。その際、科学

的な知見の発信レ

ベルの維持・向上の

ため、査読のある専

門誌及び SCI 対象

誌等の重要性の高

い専門誌での誌上

発表や学会等での

口頭発表を行う。 

研究開発成果の普

及に当たっては、国

民の安全・安心に直

（３）研究開発成果

の普及・知的財産の

活用促進 

 

①研究開発成果の

普及・知的財産の活

用促進 

 

防災科研で得られ

た研究成果を広く

普及させるため、シ

ンポジウムや研究

成果発表会を開催

するとともに、国内

外における学会・学

術誌等で発表・公表

する。その際、科学

的な知見の発信レ

ベルの維持・向上の

ため、査読のある専

門誌及び SCI 対象

誌等の重要性の高

い専門誌での誌上

発表や学会等での

口頭発表を行う。 

研究開発成果の普

及に当たっては、国

民の安全・安心に直

（３）研究開発成

果の普及・知的財

産の活用促進 

 

①研究開発成果の

普及・知的財産の

活用促進 

 

○関係府省や地方

公共団体、民間企

業等のニーズを踏

まえた研究開発の

推進や知的財産権

の活用は適切にな

されているか。 

 

《評価指標》 

・産学官連携の成

果 

・知的財産等を活

用した成果の社会

実装に向けた取組

の進捗 

《モニタリング指

標》 

・共同研究・受託研

究件数 

（３）研究開発成果の

普及・知的財産の活用

促進 

 

①研究開発成果の普

及・知的財産の活用促

進 

・津波ハザードステー

ション(J-THIS)の運用

開始等の新たな研究成

果発表の際は、報道機

関等に丁寧に説明を行

い報道機関等が報じ易

いように努めた。 

 

・防災科研で得られた

研究成果を広く普及さ

せるため、シンポジウ

ム等の開催は、マスコ

ミや関係者だけではな

く一般国民の関心が高

く減災に結びつきやす

い情報の利活用に関す

るものなどを中心に数

多く実施した。 

 

・査読のある専門誌及

び SCI 対象誌等の重要

（３）研究開発成果の普及・

知的財産の活用促進 

 

補助評定：（Ａ） 

 

<補助評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、（Ａ）評定と

する。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「研究開発成果の普及・知

的財産の活用促進」として、

研究成果の普及、防災科研へ

の国民の理解・信頼・支持の

獲得を推進した以下の実績

は、顕著な成果として高く評

価できる。 

 

・論文、学会等での発表

（３）研究開発成果の普及・知的財産の活用促進 

 

 

補助評定：（Ａ） 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・多発する自然災害に迅速かつ安定的に対応するため、防災科研クライシスレスポン

スサイトの発信・運用に関する手順を効率化するとともに、全所対応体制を構築し

た。特に豪雨災害に対しては、平時の段階で「梅雨期・台風期のクライシスレスポン

スサイト」を開設し、台風第１９号において被災自治体と情報共有がなされ、外部か

ら高い評価を受けたことは評価に値する。 

・多様なステークホルダーを対象とした成果報告会を開催し、積極的なアウトリーチ

活動を推進した。また、新たな取組として、ガールスカウト日本連盟と連携し全国で

所員による防災科学教室を実施し全国組織との持続可能な防災教育のシステムを構

築した。さらに、防災科研 Web サイトについては、Web サイトにユーザー視点に立

った改良を加え、令和元年度に 870 万件のアクセス数に達した。以上の実績は評価

に値する。 

・研究成果の普及及び知的財産の活用促進に関して、専門家から一般市民まで幅広い

層をターゲットに、これまでにはない新たな試みで成果活用の道を開いている点で、

将来的にもさらに顕著な成果が期待できる活動が高く評価される。また、研修等様々

な機会を通して、職員等の知的財産に関する意識や知識の向上を図っている点は評

価できる。 
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るため、ウェブやマ

スメディア等を通

じて、研究活動や研

究成果の情報発信

やアウトリーチに

努める。また、防災

科学技術に関する

国内外の様々な情

報及び資料を収集・

整理・データベース

化し、ウェブ等を通

じて効果的に提供

する。 

 その際、利用者の

ニーズを踏まえつ

つ、利用者が必要と

する情報に効率的

にアクセスできる

ようにウェブの機

能強化を図るとと

もに、専門的な知識

を持たない利用者

に対してもわかり

やすく情報を提供

することに努める。 

 

結するという防災

科学技術の特性を

踏まえ、海外展開も

念頭に置きながら、

広く成果が活用さ

れるよう知的財産

の取得・活用戦略・

管理等の方針を定

めた知的財産ポリ

シーを新たに策定

する。その際、単に

実施料収入の観点

だけでなく、我が国

の防災力の向上に

留意した質の高い

特許等の知的財産

の権利化や実施許

諾等に努める。さら

に、先端的研究施設

等を利用した試験

結果に基づき、性

能・品質等を検証す

るための仕組みづ

くりの検討を行う。

また、ウェブ上の公

開等を通じ、民間企

業や地方公共団体

等を対象として潜

在的なニーズや連

携対象を積極的に

発掘し、研究開発に

反映させるように

努める。 

 

結するという防災

科学技術の特性を

踏まえ、海外展開も

念頭に置きながら、

広く成果が活用さ

れるよう特許、実用

新案、商標権等の知

的財産の取得・活用

戦略・管理等の方針

を定めた知的財産

ポリシーを運用す

る。その際、単に実

施料収入の観点だ

けでなく、我が国の

防災力の向上に資

する公益性の高い

ものであることに

留意した質の高い

特許等の知的財産

の権利化や実施許

諾等に努めると共

に、取得したものに

ついてはホームペ

ージにおいて公開

する。 

さらに、先端的研究

施設等を利用した

試験結果に基づき、

性能・品質等を検証

するための仕組み

づくりの検討を行

う。令和元年度は大

型降雨実験施設に

ついて、民間企業や

団体が施設におけ

る実験に参加しや

すくなる仕組みを

試行的に実施する。

また外部から標準

化・知財に関する専

・知的財産の出願

件数 

 

性の高い専門誌での誌

上発表を 208 編、国内

外の学会等での発表を

797 件行い、科学的、科

学的知見の発信レベル

の維持・向上に努めた。

また、防災科研の研究

内容を国内外に発信す

る た め 、 Journal of 

Disaster Research

（JDR）の防災科研特

集号を令和元年12月に

発行した。ゲストエデ

ィターを務めた特集

号 ”Special Issue on 

NIED Frontier 

Researches on Science 

and Technology for 

Disaster Risk 

Reduction and 

Resilience 2017”が、直

近 3 年間で最も多くダ

ウンロードされたこと

から Fifth JDR Award

を受賞した。 

 

・研究開発成果の普及

に当たって、知的財産

ポリシー（平成 29 年３

月制定）に基づき、研究

開発成果の性格、活用

場面等を踏まえ、特許

権等の権利化、非権利

化を判断した。また、特

許権等の取得に当たっ

ては、社会・産業界のニ

ーズを把握し国内優先

権制度を活用する等し

て、網羅的・包括的な特

許権の取得に努めた。

Journal of Disaster 

Research（JDR）の防災科研

特集号が多くの注目を集めた

ことにより、防災科研の研究

成果の普及に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特許・実用新案等の申請、新

たな特許等の実施許諾がなさ

れ、知的財産の活用が促進さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・クライシスレスポンスサイト等のアクセス内容を分析し今後の Web サイトの改良

に生かされることを期待する。 

・限られた研究員数での論文数・学会発表数は申し分ない、一方、特許出願数につい

ては年度目標を達成しているが、少ないと感じられる。今後特許出願数は増加させて

いく方針とのことなので、目標値以上の出願・登録に期待する。 

・SIP での成果をさらに引き継ぎ「基盤的防災情報ネットワーク」として、連絡先を

民間企業まで拡張し、災害情報のアーカイブ機能の強化を図ることができた。本ネッ

トワークは今後さらに災害対応への貢献が期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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門家を招き、防災分

野における性能・品

質等を検証するた

めの仕組み作りの

具体的な検討を行

う。 

また、ウェブ上の公

開、説明会、協議会

等を通じた民間企

業の潜在的なニー

ズや連携対象の発

掘、アンケート調

査、災害時の協働、

協議会等を通じた

地方公共団体等の

潜在的なニーズや

連携対象の発掘を

積極的に推進し、研

究開発に反映させ

るように努める。 

 

一方、職員等の知的財

産に関する意識や知識

の向上に向けて、専門

家による知的財産研修

の開催、特許庁、文化

庁、独立行政法人工業

所有権情報・研修館主

催の知的財産研修への

参加、知的財産関連資

料の所内イントラへの

掲載を行うとともに、

取得した特許について

は、研究所ホームペー

ジをはじめ、独立行政

法人工業所有権情報・

研修館の外部機関ホー

ムページに特許情報を

掲載するなどして積極

的な情報提供に努め

た。その結果、8 件の特

許出願、5 件の特許登

録、13 件の特許等の実

施許諾（実施料収入 18

百万円）があった。 

 

・さらに、先端的研究施

設等を通じて、利用者

本位での利活用と産学

官連携を推進し、価値

創出のための総合的な

戦略作りを行い、認証

に向けた性能検証実験

や標準化への取組を行

ってきた。特に雪氷実

験施設では、業界団体

との連携を基に業界標

準の確立を行ってきて

おり、令和元年度から

は JIS 規格化への発展

を目指している。また、
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大型降雨実験施設で

も、風雨性能評価基準

を標準化団体、民間企

業とともに策定に貢献

し今後各種業界団体で

の普及が見込まれる。

このような取組を通じ

て、ステークホルダー

とのネットワーキング

を強化し、利用者の開

拓の視点を取り入れた

仕組みの構築を行って

きた。知財に関しては、

実験結果を基に企業と

共同出願する等積極的

な取組を行った。一方

で、マルチハザードの

災害対応を考慮した実

験研究とシミュレーシ

ョン研究との連携を強

化するため、全所的取

組を行う研究の場を作

って横断的な協働を推

進する取組をはじめ

た。 

 

・民間企業の潜在的な

ニーズや連携対象の発

掘については、気象災

害軽減イノベーション

センターを通じて、民

間企業との予測モデル

の共同開発等を進め

た。ハザード･リスク評

価の地域や産業等への

展開のため、「ハザー

ド・リスク情報に関す

る検討会」を継続し、約

30 機関を対象としたリ

アルタム地震被害推定
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情報の実験配信を実施

しつつ、各機関の利活

用方法やニーズについ

て調査・検討を行い、課

題の抽出を行ったほ

か、マルチハザードリ

スク評価における防災

科研の役割に関する意

見交換を行った。地方

公共団体等について

は、全国市長会を通じ

て「リアルタイム洪水・

土砂災害リスク情報マ

ップβ版」の試験利用

を呼びかけたほか、広

島県神石高原町と防災

科研を含む 8 組織のコ

ンソーシアムにより、

同町の町民担い手によ

る災害時のドローン運

航および物資配送の実

証実験を実施した。 

 

 

 ②広報・アウトリー

チ活動の推進 

 

研究成果の普及、防

災科研への国民の

理解・信頼・支持の

獲得、国民の防災リ

テラシーの向上を

図るため、防災科研

の研究活動や研究

成果等について、ウ

ェブやテレビ・新聞

等の報道機関等を

通じた情報発信を

行う。その際、国民

に対し分かりやす

い形で情報発信す

②広報・アウトリー

チ活動の促進 

 

研究成果の普及、防

災科研への国民の

理解・信頼・支持の

獲得、国民の防災リ

テラシーの向上を

図るため、防災科研

の研究活動や研究

成果等について、ウ

ェブやテレビ・新聞

等の報道機関等を

通じた情報発信を

行う。その際、国民

に対し分かりやす

い形で情報発信す

②広報・アウトリ

ーチ活動の促進 

 

○防災科研の活動

に関する国民の理

解を深めるため、

多様な手段を活用

して情報発信やア

ウトリーチ活動に

努めるなど、社会

から理解を得てい

く取組を積極的に

推進しているか。 

 

《評価指標》 

・研究活動・研究成

果の情報発信・ア

②広報・アウトリーチ

活動の促進 

 

・研究成果の発表やシ

ンポジウム、公開実験

の案内等の報道発表を

33 件行い、大型降雨施

設の公開実験や、海底

地震観測データの緊急

地震速報への活用等、

多数のテレビ・新聞に

取り上げられ、全国規

模で当所の研究活動の

理解促進を図れた。 

 

・平成 30 年度から継続

して、防災科研のプレ

 

 

 

・報道機関等の担当者へ防災

科研自らが積極的に企画提案

し、その放送・報道が実現す

るなど、積極的な広報活動を

実施した。 
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るため、ウェブの機

能・コンテンツの強

化や取り上げやす

さを念頭においた

報道発表等に努め

る。 

また、多様な媒体を

組み合わせた情報

発信を行うため、研

究施設の一般公開・

見学者の受入、一般

市民を対象とした

シンポジウムやワ

ークショップの開

催・所外のイベント

への参加、広報誌の

発行、防災教育のた

めの講師派遣等も

行う。 

さらに、基盤的地

震・火山観測網やＥ

－ディフェンス等

によって得られた

データやそれらに

基づく成果が、我が

国の安全・安心に貢

献していることが

周知されるような

取組を行う。 

 

るため、ウェブの機

能・コンテンツの強

化や取り上げやす

さを念頭においた

報道発表等に努め

る。 

また、多様な媒体を

組み合わせた情報

発信を行うため、研

究施設の一般公開・

見学者の受入、一般

市民を対象とした

シンポジウムやワ

ークショップの開

催・所外のイベント

への参加、広報誌の

発行、防災教育のた

めの講師派遣等も

行う。国際協力枠組

みに関連する会合

を利用して積極的

に防災科研の取組

に関する情報発信

を行う。 

さらに、基盤的地

震・火山観測網、気

象・雪氷に関するレ

ーダ観測、Ｅ－ディ

フェンス等によっ

て得られたデータ

やそれらに基づく

成果を把握し、ウェ

ブやシンポジウム

等を活用して、これ

らが我が国の安全・

安心に貢献してい

ることが周知され

るような取組を行

う。 

 

ウトリーチ活動の

成果 

・防災科学技術に

関する情報及び資

料の収集・整理・提

供に関する取組の

成課 

《モニタリング指

標》 

・シンポジウム・ワ

ークショップ開催

数 

・プレスリリース

等の件数 

・論文数・口頭発表

件数等 

・公開ウェブの利

便性 

 

 

ゼンス向上を目指し

BS11 インサイド OUT

（60 分番組）へ理事長

出演の番組企画交渉生

出演の企画調整を行

い、９月に 3 度目の生

出演が実現した。また、

公開実験の取材等で来

所した各テレビ局に、

「Dr.ナダレンジャー」

の防災教室の情報を積

極的に提供すること

で、NHK、日本テレビ、

テレビ朝日など複数の

番組で紹介された。 

 

・令和２年２月に開催

した成果発表会では、

特別ゲストコメンテー

ターとして池上彰氏

（ジャーナリスト、東

京工業大学特命教授）

を迎え、理事長との「災

害を乗り越えるための

行動等」に関する対談

や、投票形式のポスタ

ー発表などの新たな取

組を行い、1,000 名を超

える参加者を集客する

ことができた。なお、参

加者からの感想では、

「防災科研が社会に目

を向けた勢いを感じ

る」、「防災科研が目指

しているものがはっき

りわかった」等の好評

を得ることができた。 

 

・施設見学、一般公開及

び公開実験等を通じて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「成果発表会」では、平成 30

年度の２倍の 1,000 名を超え

る参加があり、特別ゲストコ

メンテーターに池上彰氏を迎

え、わかりやすい解説による

理事長との「災害を乗り越え

るための行動等」に関する対

談や投票形式のポスター発表

の実施し、参加者アンケート

では高い評価を得るなど、新

たなターゲット層の獲得と研

究成果の普及を推進した。 
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研究所に多くの方々を

受け入れ、一般の方や

報道機関等関係者など

に周知を図った。 

 

・福島市総合防災訓練

での展示など、17 件（2

ヵ月間に 3 件程度）の

他機関が主催するイベ

ントなどに参加・出展

し、研究成果の広報活

動を行った。 

 

・出展イベントや施設

見学の際、参加者が手

に取り易いように要覧

の内容を抜粋した簡易

要覧（4 つ折り/A3 サイ

ズ）を作成した。 

 

・講師派遣は年間 313

件実施し、多様な地域

のニーズに応じた出前

授業を実施した。 

 

・平成 30 年度から新た

な取組として開始した

アウトリーチプロジェ

クトについては、ベル

マーク教育助成財団に

加え、ガールスカウト

日本連盟と協定を締結

し、全国での防災科研

のプレゼンス向上及

び、防災科研の研究者

のプレゼン技術向上に

関する取組を加速し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たなアウトリーチの取組

として、平成 30 年度からのベ

ルマーク教育助成財団に加

え、ガールスカウト日本連盟

と連携し、全国十数校での所

員による防災科学教室を実施

し、質の高い防災教育コンテ

ンツを提案するシステムを構

築し、維持・拡大を進めた。 

 

 

 

 

 

・防災科研Webサイトについ
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・Web サイトについて

は、平成 30 年度に取り

組んだトップページリ

ンクの一元化を更に発

展させ、掲載情報のサ

ムネイル画像のリアル

タイム化（トップペー

ジからページ遷移せず

に最新情報等の把握が

可能）を行い、更なる利

便性向上に努めた。 

 

・平時及び発災時にニ

ーズの高い情報を個別

ユーザーの視点から探

しやすくかつ分かりや

すく伝えるため、Web

サイトのフルリニュー

アルに向けて情報整理

とターゲットを見据え

た設計の見直しを実施

した。 

 

ては、ユーザーの視点に立ち、

掲載情報のサムネイル画像の

リアルタイム化などの大幅な

改良を実施した。 

 

 

 

 

 ③災害情報のアー

カイブ機能の強化 

 

防災科学技術の中

核的機関として、防

災科研の研究成果

のみならず、国内外

の防災科学技術に

関する研究や、様々

な自然災害に関す

る資料を収集・整理

して、データベース

化を進め、ウェブ等

を通じて研究者、防

災の専門家、一般市

民等へ効果的に提

供する 

③災害情報のアー

カイブ機能の強化 

 

防災科学技術の中

核的機関として、災

害時における組織

間での状況認識の

統一や的確な災害

対応、および、防災

科学技術の研究開

発の発展に寄与す

るべく、基盤的防災

情報流通ネットワ

ー ク （ SIP4D: 

Shared 

Information 

Platform for 

 ③災害情報のアーカイ

ブ機能の強化 

 

・平成 30 年度まで内閣

府 SIP（戦略的イノベー

ション創造プログラ

ム）で研究開発に取り

組んできたSIP4D につ

いて、名称を「府省庁連

携防災情報共有システ

ム」から「基盤的防災情

報流通ネットワーク」

に変更するとともに、

仮想環境から防災科研

内のクラウドシステム

に移設し、所内外で活

③災害情報のアーカイブ機能

の強化 

 

・平成 30年度まで内閣府SIP

として研究開発を行ってきた

SIP4D を所内外で継続して

活用できるようにするととも

に、連接先の拡張を進め、府

省庁・関係機関のみならず、

民間企業との連接を進めてき

たことは高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 



34 

 

Disaster 

Management）の研

究開発をすすめる

とともに、防災科研

の研究成果のみな

らず、国内外の防災

科学技術に関する

研究や、様々な自然

災害に関する資料

を収集・整理して、

データベース化を

進め、ウェブ等を通

じて行政等の災害

対応機関、研究者、

防災の専門家、一般

市民等へ効果的に

提供する。令和元年

度については以下

の業務を実施する。 

・SIP4D を基盤的

な情報流通ネット

ワークとして所内

外で活用できるよ

う研究開発をすす

める。特に、実効雨

量等の高頻度・大容

量のデータを蓄積・

リアルタイム処理

するための機能向

上を行う。 

・総合防災情報セン

ターを中核とし、

ICT 統括室、広報課

をはじめ所内各研

究部門、センター、

プロジェクト、課室

等と全所的な連携

をすすめ、研究成果

に関する情報のデ

ータベース化およ

用できる形で運用開始

した。 

 

・SIP4D の連接先の拡

張として、平成 30 年度

までに引き続き、府省

庁・関連機関との連接

を進めた。具体的には、

経済産業省の電力被害

情報共有システム・プ

ロトタイプ、総務省

DaaS-NET とのシステ

ム連接実証試験を行

い、技術検証およびデ

ータフォーマットの検

証を実施した。これに

より、停電情報および

通信停止情報を自動的

に取得するための技術

的な要件の整備ができ

た。また、内閣府総合防

災 情 報 シ ス テ ム と

SIP4D のシステム連接

によるデータ流通を開

始した。 

 

・さらに、連接先として

民間企業への拡張を進

めた。方針として、指定

公共機関である民間企

業との連接を優先する

こととし、電力、ガス、

通信等の各社と覚書や

協定を締結の上、具体

的な情報共有の手続き

を進めた。また、日本防

災産業会議（会員企業

25 社）に対して、NIED-

CRS で公開した情報の

システム連携を図り、

 

 

・情報の流通に特化していた

SIP4D に、蓄積・リアルタイ

ム処理行う機能を付加するこ

とで、新たな情報プロダクツ

を生み出すことができるよう

になり、より高度な情報処理

技術の研究開発を行うこと

で、災害対応への貢献度を高

める成果を期待できる。 
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び統合発信をすす

める。また、「自然災

害ハザード・リスク

評価に関する研究」

と連携し、災害資料

アーカイブの構築

と災害資料集約手

順のSOPを進める。 

・災害時には、所内

外の活動と密に連

携し、SIP4D 等を活

用した情報集約に

努める。また「防災

科研クライシスレ

ス ポ ン ス サ イ ト

（NIED-CRS）」を

構築し、広く一般へ

の情報提供に努め

る。 

会員企業が防災科研の

災害情報を活用できる

体制を構築した。 

 

・SIP4D で共有する情

報の拡充として、Web

上に公開されている情

報の自動収集・自動統

合を進めた。具体的に

は、全国の地方整備局

や都道府県等が公開し

ている道路通行規制デ

ータについて、各組織

の WEB サイトから自

動的に取得して論理統

合する機能を拡充し、

北海道から沖縄までの

国交省管轄道路に関す

る通行規制情報を管区

を越えた形でシームレ

スに利用できる情報プ

ロダクツの生成・共有

を実現した。 

 

・SIP4D の機能強化と

して、SIP4D に登録さ

れたデータを自動的に

感知し、利活用側がそ

のデータを自動取得す

る仕組みを確立するた

めに、SIP4D データカ

タ ロ グ サ ー ビ ス

（SIP4D-CKAN）の機

能拡充を実施した。具

体的には、SIP4D の全

てのデータ更新処理に

ついて、更新されたメ

タ デ ー タ を SIP4D-

CKAN に自動登録する

機能を実装し、CKAN

 

 

 

・平時から災害時まで、情報

処理の自動化、作業の標準化

を積極的に進めており、災害

情報のアーカイブ機能をさら

に強化した。 
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標準 API を用いて外部

プログラムが更新され

たデータを自動的に取

得できるように強化す

るとともに、登録する

メタデータの内容を精

査し、メタデータ記法

を統一することにより

検索精度の向上を図っ

た。この仕様は、宮崎県

で開発中の新防災情報

システム等の実動シス

テムに対して公開済み

であり、令和２年度に

は自動連携が実現する

見込である。 

 

・SIP4D において高頻

度・大容量のデータを

蓄積・リアルタイム処

理するための機能向上

として、各種データを

任意の時間・空間で検

索可能な形式で格納す

る大規模時空間データ

ベース（VLS-DB）を試

験実装（プロトタイピ

ング）した。これを用

い、先行ケースとして、

10 分毎に受信している

浸水発生危険度、土砂

災害発生危険度、河川

水位テレメータ、洪水

警報危険度流路等の高

頻度・大容量のデータ

を リ ア ル タ イ ム で

VLS-DB に格納すると

同時に、重畳処理を行

い、災害動態解析に資

するための情報プロダ
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クツ（人口集中地区浸

水発生危険度、浸水想

定区域内浸水発生危険

度、人口集中地区土砂

災害発生危険度等）を

自動生成する機能を開

発した。これにより、従

来は GIS 等を用いて研

究者が個別に実施して

いた時空間データ処理

を大量かつ高速に自動

実行できることを、過

去の大規模災害時のデ

ータを用いて検証し、

実用に耐える処理能力

であること実証した。 

 

・総合防災情報センタ

ーの情報統合運用室

に、ICT 統括室、広報課

をはじめ所内各研究部

門、センター、プロジェ

クト、課室等から職員

が参画し、研究成果に

関する情報のデータベ

ース化および統合発信

のための全所的な連携

を進めた。具体的には、

各部門・各センターで

個別に運用・管理され

ている情報プロダクツ

を一元化するため、

NIED GeoDB を開発

し、所内に存在する 135

種類の情報プロダクツ

のうち、先行的に 21 種

類（15.5%）を登録した。 

 

・平成 30 年度構築した

防災科研機関リポジト
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リ（NIED-IR）に対し、

研究資料 439 件、研究

報告 225 件、国立防災

科学技術センター研究

報告 343 件、主要災害

調 査 233 件 の 合 計

1,270 件を登録し、刊行

物に係る情報の公開を

進めた。その結果、閲覧

数は 86,904 回、ダウン

ロードは 41,036 回とな

り、前年度と比べ約 22

～23 倍のアクセス数で

あった。 

 

・災害資料アーカイブ

の構築として、防災科

学技術に関する図書、

災害記録、学術論文、地

図、統計等の情報及び

資料 2,992 点を収集し

た。「自然災害ハザー

ド・リスク評価に関す

る研究」と連携し、収集

した各種情報及び資料

のメタデータを蔵書

DB に入力することに

より、所内外に公開す

るとともに、その SOP

化を進めた。情報及び

資料は自然災害情報室

で供覧し、入室者数は

所内 769 名、所外 2,256

名、貸出冊数は 437、複

写冊数は 130 冊であっ

た。 

 

・「災害関連死対策」「伊

勢湾台風 60 年」「阪神

淡路大震災 25 年」の 3
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種の企画展示を行っ

た。「伊勢湾台風 60 年」

については、自然災害

情報室が所蔵する当時

の空中写真、災害の痕

跡や過去の災害事例、

台風経路図などを動的

に閲覧できるよう、

Web-GIS を用いて「空

から見る 1959 年伊勢

湾台風」を公開した。ま

た、内閣府等が主催す

る「ぼうさいこくたい」

にてブース展示を行っ

た。 

 

・Web公開している「関

東大震災企画展」「伊勢

湾台風 50 年特別企画

展」「水害地形分類図」

「1964 年新潟地震オー

プンデータサイト」等

で紹介している所蔵資

料（画像、動画）に対し、

所外より問い合わせが

あり、6 件の成果物の提

供を受けた。その他、テ

レビ番組・教科書・会議

資料・自治体パンフレ

ットに使用したいなど

の問い合わせは年間を

通してコンスタントに

受けた。また、「1964 年

新潟地震オープンデー

タサイト」については、

時系列地形図閲覧サイ

ト「今昔マップ on the 

web」にて、「広域版新

潟市 1964 年７月 21 日
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カラー撮影」タイルの

使用報告があった。 

 

・平成 30 年度に引き続

き、日本全国の大学、関

係機関、博物館・図書

館・文書館（MLA）等関

連 30 機関と連携し、ア

ーカイブ運営に関する

知見を共有・蓄積する

情報交換の場として

「被災地図書館メーリ

ングリスト」を運用し

た。 

 

・被災経験の継承が防

災力の向上につながる

ことを期して、図書館

総合展本展において、

フォーラム「東日本大

震災10年プレイベント 

災害と図書館 2019「災

害アーカイブの発展と

継承  ～東日本大震災

を例に」、「災害と図書

館  防災ワークショッ

プ「災害発生! あなたな

らどうする?｣」を開催し

た。ブースを含めた来

場者は 1,707 名であっ

た。また、図書館総合展

地域フォーラム（須賀

川、札幌）へ「全国の災

害アーカイブ実施図書

館」パネル展を初出展

した。 

 

・令和元年度に発生し

た災害時において、所

内外の活動と密に連携

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・過年度より引き続き、

SIP4D、NIED-CRS、ISUT-

SITE が実災害時に稼働し、各

地域、各組織の災害対応に大

きく貢献した。特に、平成 30
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し、SIP4D 等を活用し

た情報集約に努めた。

特に、「防災科研クライ

シスレスポンスサイト

（NIED-CRS）」を構築

し、広く一般への情報

提供に努めた。本年度

は、事前から備えるこ

とが可能な気象災害に

ついて、「梅雨期・台風

期のクライシスレスポ

ンスサイト」を６月よ

り開設し、災害発生前

からの情報発信を実施

した。また、「山形県沖

地震」「令和元年８月の

前線に伴う豪雨」「令和

元年台風第 15 号(令和

元年房総半島台風)」「令

和元年台風第 19 号(令

和元年東日本台風)」の

４つのNIED-CRSを開

設・公開した。その結

果、「山形県沖地震」で

は 13 種のプロダクツ、

「梅雨期・台風期」では

17 種、「８月豪雨」では

衛星だいち 2 号レーダ

画像を用いた RGB カ

ラー合成解析結果、ボ

ランティア組織である

N2EM 収集による給

水・断水状況などを含

む 16種、「台風第 15号」

では N2EM 収集データ

による住家被害状況、

ボランティアセンター

状況など 30 種、「台風

第 19 号」では衛星デー

タを活用した推定浸水

年の西日本豪雨や 9 年前の東

日本大震災時の被災自治体数

を上回る広域災害となった台

風第１９号において、内閣府

（防災担当）と連携し、複数

県・複数組織に跨がる情報集

約・共有支援を行い、各所か

ら高く評価された。 
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エリア・建物件数、大雨

のまれさ分布など56種

のプロダクツを掲載・

アーカイブした。 

 

・NIED-CRS の開設作

業に関するSOP化を進

めた。その結果、平成 30

年度までは 2、3 時間要

していた開設作業を 30

分間で実施できる手順

を整え、実災害時に実

践した。 

 

・ 一 般 公 開 可 能 な

NIED-CRS とは別に、

災害対応機関限定で共

有したい情報にアクセ

スできる手段として、

ユーザーID とパスワー

ドで管理可能な Web サ

イト「ISUT-SITE」を構

築し、内閣府 ISUT と

連携して実災害時に運

用した。 

 

・ NIED-CRS の

Twitter アカウントを

台風第19号災害対応中

に開設し、Twitter 社か

ら認証済みアカウント

として登録を受け、内

閣府政府広報オンライ

ンや内閣府防災と相互

フォローするなどの広

報展開を実施すること

により、3,000 人を超え

るフォロワー数となっ

た。 
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・前述したシームレス

道路情報の共有によ

り、各県、DMAT、自衛

隊、ライフライン事業

者等の広域支援活動に

おいて、当該データが

活用され、災害対応支

援、復旧支援に貢献し

た。 

 

・SIP4D で共有する情

報以外に各府省庁・都

道府県等が発信する災

害情報をリンク形式で

収集・整理し、NIED-

CRS に掲載した。具体

的には、各機関のホー

ムページ等における

RSS 等の更新情報をも

とに、リンク情報（タイ

トル・機関名・URL・発

信日時等）を自動収集

するシステム（Web ク

ローラーシステム）を

構築し、府省庁全機関

および被災した37都道

府県・57 市町の情報を

収集・アーカイブした。

その際、従来の手動に

よる整理手法を構造化

し、標準作業手順の作

成を進めたことで、

Web クローラーシステ

ムから災害情報リンク

集へのリンク移行作業

に人員リソースが割か

れるボトルネックが明

らかとなったため、

Web クローラーシステ

ムと災害情報リンク集
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の連携機能を開発し、

収集された災害情報が

一時的に災害情報リン

ク集に格納される仕様

としたことで作業効率

化を実現した。その結

果、「山形県沖地震」は

7 報 70 リンク、「令和元

年８月の前線に伴う豪

雨」は 9 報 132 リンク、

「令和元年台風第15号

(令和元年房総半島台

風)」は 14 報 387 リン

ク、「令和元年台風第 19

号 (令和元年東日本台

風)」は 9報 638 リンク、

「梅雨期・台風期」は 32

報 301 リンクの情報を

掲載・アーカイブした。 

 

・ NIED-CRS におい

て、発生した災害に関

連する過去資料の掲載

を実施した。例えば、８

月下旬の大雨において

は、佐賀の既往災害（昭

和 28（1963）年６月河

川災害、昭和 55（1980）

年水害、平成 2（1990）

年７月 2 日水害）の資

料、佐賀県内の市町村

における 1945 年以降

の災害事例を掲載し

た。特に水害地形分類

図デジタルアーカイブ

「有明海北岸低地水害

地形分類図」は被災地

域の浸水状況と類似し

ており、有用な資料提

供となった。また、これ
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らはNIED-CRSによる

Web 公開だけでなく、

自然災害情報室におい

て所蔵する関連資料の

展示も行った。 

 

・令和元年台風第 15 号

(令和元年房総半島台

風)、第 19 号(令和元年

東日本台風 )において

は、千葉県、福島県、長

野県など被災した都道

府県でのほぼ全てで現

地調査を実施し、被災

現場の写真や災害資料

の収集を行った。その

過程において、進行中

の災害の被災現場の情

報アーカイブ手法の

SOP 化の検討を進め

た。 

 

・被災地の地方紙（山形

県沖地震は山形新聞・

庄内日報・新潟日報、令

和元年８月の前線に伴

う大雨は佐賀新聞・西

日本新聞、台風第 15 号

は千葉日報、台風第 19

号は千葉日報・河北新

報・信濃毎日新聞・福島

民報・茨城新聞・東京新

聞・神奈川新聞・長野市

民新聞・夕刊いわき民

報）を収集・整理した。

地方紙については、こ

れまで収集が中心であ

ったが、令和元年度は

台風19号で被害を受け

た長野県の地方紙（信
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濃毎日新聞）について、

10 月 10 日〜25 日の記

事内容を分析し、千曲

川決壊の被害タイムラ

インを生成した。これ

を踏まえ、災害資料集

約手順のSOP化をさら

に進めた。 

 

 

(４）研究開発の国

際的な展開 

 

我が国の防災科学

技術の中核的機関

として、海外の研究

機関・国際機関との

共同研究や連携を

推進し、国際的なネ

ットワークの強化、

防災科学技術の海

外展開への取組を

通じて、防災科研及

び我が国の国際的

な位置づけの向上

を図る。 

 

(４）研究開発の国

際的な展開 

 

我が国の防災科学

技術の研究開発及

び情報の受発信の

中核的機関として、

海外の研究機関・国

際機関との共同研

究や協定、国際共著

論文の発表等によ

る連携を推進し、国

際的なネットワー

クの強化、防災科学

技術の海外展開へ

の取組を通じて、防

災科研及び我が国

の国際的な位置づ

けの向上を図る。 

このため、アジア・

太平洋地域の地震

観測網を活用した

津波予測システム

の 開 発 、 WOVO

（ World 

Organization of 

Volcano 

Observatories）と

の連携に基づく火

山観測データに関

する国際データベ

(４）研究開発の国

際的な展開 

 

我が国の防災科学

技術の研究開発及

び情報の受発信の

中核的機関として、

海外の研究機関・国

際機関との共同研

究や協定、国際共著

論文の発表等によ

る連携を推進し、国

際的なネットワー

クの強化、防災科学

技術の海外展開へ

の取組を通じて、防

災科研及び我が国

の国際的な位置づ

けの向上を図る。 

このため、アジア・

太平洋地域の地震

観測網を活用した

津波予測システム

の 開 発 、 WOVO

（ World 

Organization of 

Volcano 

Observatories）と

の連携に基づく火

山観測データに関

する国際データベ

(４）研究開発の国

際的な展開 

 

○防災科研及び我

が国の国際的な位

置づけの向上に向

けた研究の促進が

図られているか。 

 

《評価指標》 

・海外の研究機関・

国際機関等との連

携による成果 

《モニタリング指

標》 

・海外の研究機関・

国際機関等との共

同研究件数 

・海外からの研修

生等の受入数 

・論文数・口頭発表

件数等（国際）、

TOP10%論文数 

 

（４）研究開発の国際

的な展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海外との共同研究等

の 実 施 に 関 し て 、

WOVO、SCEC、WMO

等とのデータ連携協力

を推進する他、雪氷防

災に関する研究に協力

(４）研究開発の国際的な展開 

 

補助評定：（Ａ） 

 

<補助評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、（Ａ）評定と

する。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「研究開発の国際的な展開」

として、平成 30 年度積極的に

働きかけを行った海外の研究

機関等との連携を推進した以

下の実績は、顕著な成果とし

て高く評価できる。 

 

・海外との共同研究等の実施

に関しては、新規に海外の研

究機関や大学と複数年の協力

協定を結んでおり、中長期的

な協力に向けた関係を構築し

た。 

(４）研究開発の国際的な展開 

 

補助評定：（Ａ） 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・共同研究数・論文数などは目標を達成している。特に海外からの研究生の受入数は

大幅に増加しており数値目標を達成していることは評価できる。 

・米国テキサス大学と協力協定を締結し、合同ワークショップの成果として、衛星デ

ータの解析処理により情報プロダクツ化を図り、災害現場で有用な情報を生み出す

仕掛けに結びつけ、国際協力に基づく研究成果の発展が実現するなど、堅調な成果が

創出されていると評価される。 

・ペルー政府からの要請に応え、効果的な避難訓練に向けた働きかけを実施したこと

は評価できる。 

・ネパールにおける蛇籠擁壁の耐震化については、これまで、蛇籠自体の研究事例が

ないところから、蛇籠擁壁の耐震性の検証、設計手法の提案まで行い、現地の現場で

試験施工及びモニタリングを実施した。これら一連の活動は、ネパール行政から、 

JICA の事業ともに実施した現地技術者のスキルアップへの貢献も含め評価され、 

研究成果が国際的に貢献したことは、多大な成果である。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・雪氷災害、地震ハザードリスク評価、衛星データの大規模災害時活用など様々な断

面で国際協力がなされ、防災科研および我が国の国際的位置づけの向上に貢献して

いることは感じられる。これらの成果を数値目標だけで評価することは困難ではあ

る 

・海外機関との交流や国際共同研究が進んだことは評価できる。一方、それらの交流
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ースの充実・共有化

の推進、国際 NPO

法人 GEM (Global 

Earthquake 

Model)との連携に

基づく国際的な地

震ハザード評価、リ

スク評価手法の開

発とその標準化等

の取組を引き続き

推進する。また、

2015 年４月ネパー

ル地震において実

施した現地災害調

査の実績を踏まえ、

海外で発生した災

害に対しても被災

地に貢献できる取

組を実施する。さら

に、国際シンポジウ

ムの開催、海外から

の人材・視察の受け

入れ等に取り組む。 

また、国際的な研究

開発動向や防災に

関する国際協力の

ニーズを踏まえ、企

業も含め新たな協

力連携相手の開拓

に努めるとともに、

防災科学技術に関

する国際共同研究

及び技術の海外展

開のための事業を

推進する。 

 

ースの充実・共有化

の推進、西太平洋地

域等における各機

関との地震観測デ

ータ共有による地

震カタログ整備及

び津波予測精度の

向上、WMO（World 

Meteorological 

Organization）固体

降水相互比較実験

（SPICE）における

データ共有、雪氷防

災実験施設を用い

た国際共同研究を

進める。 

また、APEC Center

の 一 つ で あ る

ACES(APEC 

Cooperation for 

Earthquake 

Science) や、国 際

NPO 法 人 GEM 

(Global 

Earthquake 

Model) との連携を

推進するとともに、

TEM （ Taiwan 

Earthquake 

Model）、GNS（ニュ

ージーランド）との

ワークショップを

開催し、アジア・環

太平洋地域での研

究 交 流 を 進 め 、

SCEC（南カリフォ

ルニア地震センタ

ー）との連携を図

り、地震ハザード・

を進めるため、７月に、

雪氷防災研究部門とノ

ルウェー地盤工学研究

所（NGI）自然災害営業

部門との間で協力協定

を締結した。10 月には、

地震減災実験研究部門

がカリフォルニア大学

バークレー校を含む 6

者間で、地震工学分野

における共同研究や人

材交流を協力内容とす

る協定を締結した。11

月には、これまで政府

間で進められてきた日

印防災協力の一環とし

て、地震減災実験研究

部門がインド工科大学

ハ イ デ ラ バ ー ド 校

（IITH）との間で、地震

工学分野における共同

研究や合同セミナーの

開催等を協力内容とす

る協定を締結した。 

 

・地震ハザード・リスク

評価の国際展開とし

て、令和元年 11 月に、

台湾 の TEM、ニュー

ジーランドの GNS サ

イエンスらと、日本・台

湾・ニュージーランド

の地震ハザード評価に

関する研究交流会を北

海道洞爺湖町で実施

し、アメリカ地質調査

所（USGS）や GEM の

専門家らも参加して、

リスク評価モデルなど

に係わる其々の研究成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・論文の発表、口頭発表及び

共同研究の取組の実績につい

ては、平成 30 年度に引き続

き、1 年あたりの目標を達成

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が、具体的な研究成果として実ったかについてのモニタリングが必要である。特に研

究者にとって最も重要な論文の発表数については、数だけではなく質の向上にも取

り組む必要がある。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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リスク評価の国際

展開を行う。 

また、国際的な研究

開発動向や防災に

関する国際協力の

ニーズを踏まえ、企

業も含め新たな協

力連携相手の開拓

に努めるとともに、

防災科学技術に関

する国際共同研究

及び技術の海外展

開のための事業を

推進する。 

その一環として、カ

ナダのモントリオ

ール市において開

催される国際測地

学・地球物理学連合

（IUGG）創設 100

周年の総会におい

て、防災科研が進め

る研究活動の国際

広報に努める。 

また、我が国による

ペルーの防災体制

構築支援として、ペ

ルー側が 11 月 5 日

に首都リマ市を中

心に住民を含めた

総合的な避難訓練

（リマ版シェイク

アウト訓練）を実施

できるよう協力す

ることを通じ、防災

減災対策など社会

防災上の研究に資

する知見を得る。 

果の発表や活発な議論

を実施した。 

 

・５月には、前年度に招

聘事業を行った米国テ

キサス大学オースティ

ン校宇宙研究センター

と協力協定を締結し、

その協定に基づく活動

として、第 2 期 SIP 国

家レジリエンス（防災・

減災）の強化の推進に

向けて、11 月に同セン

ターにおいて、米国

USGS や山口大学等か

らの専門家を招いた合

同ワークショップを開

催し、米国における事

例を中心に、衛星デー

タを大規模災害への対

応に用いる手順や仕組

みについて議論を深め

た。 

 

・令和元年 12 月には、

E-ディフェンスが協力

覚書を締結している米

国 Natural Hazards 

Engineering Research 

Infrastructure 

(NHERI)と、兵庫耐震

工学研究センターにお

いて第 3 回目となる日

米国際会議を開催し、

最新の研究成果につい

て発表や議論を行うと

ともに、構造物の耐震

性向上に向け両者の実

験施設を使った新たな

共同研究の可能性につ

 

 

 

・平成 30 年度に招へい事業

を行った米国テキサス大学と

協力協定を締結し、日本の専

門家を含む調査団を派遣して

開催した合同ワークショップ

において、衛星データの大規

模災害時の活用方法等につい

て議論を行うなど関係を深化

させた。 
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いて意見交換を行っ

た。３月には、台湾の行

政法人国家災害防救科

技センター（NCDR)と、

共同研究や年次ワーク

ショップ開催等につい

て協力を行う覚書を締

結し、その最初の取組

として同センターにて

気象災害及び防災情報

の利活用をテーマにし

た合同ワークショップ

を開催し、双方の取組

や今後の協力について

意見交換を行った。 

 

・さらに、今後の海外研

究機関との協力に向

け、10 月に中国・成都

及び北京で開催され

た、日中防災減災ハイ

レベル研究者交流会

2019 に、防災科研の林

理事長を団長として、

我が国の防災研究機関

の代表者が参加し、中

国科学院等と今後の日

中協力の在り方等につ

いて意見交換を行っ

た。 

 

・国際シンポジウム等

の開催や参加について

は、６月につくば市で

開催された G20 茨城つ

くば貿易・デジタル経

済大臣会合に出展し、

豪雨・竜巻予測システ

ムとリアルタイム地震

被害推定システムにつ
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いて紹介した。また、７

月には、カナダ・モント

リオールで開催された

国際測地学・地球物理

学連合（IUGG）創設

100 周年の総会におい

て、火山研究を中心に

防災科研の取組を展示

した。 

 

・10 月には、世界の産

官学の優秀な若手人材

が世界的な課題につい

て討論する場として初

めて開催された筑波会

議 2019 に参加すると

ともに、気象災害をテ

ーマにしたセッション

を主催し、研究者に加

え、地方自治体や国際

機関からの参加を得

て、災害の現場から見

えてくる様々な課題を

科学技術の力でどのよ

うに乗り越えていくの

か、議論を行った。さら

に、同月に京都市で開

催された科学技術と人

類の未来に関する国際

フォーラム（STS フォ

ーラム）第 16 回年次総

会に参加し、人口と都

市化に関するセッショ

ンや若手リーダープロ

グラム等において防災

分野に関する議論を先

導した。また、関連行事

である、気候変動に関

す る 地 域 の 行 動

（RACC11）にも参加
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し、気候変動への適応

に関するセッションに

おいて気象災害に関す

る防災科研の最新の研

究成果を報告し、活発

な議論を行うととも

に、本会議の事務局の

一翼を担った。さらに、

同日に開催された日

EU 科学政策フォーラ

ムにも参加し、防災分

野での議論に貢献し、

将来に向けた連携強

化・ネットワーク構築

を行った。こうした一

連の国際会議に様々な

部門の研究者が研究所

を代表して円滑に参加

できるよう、事務部門

と研究部門の連携を強

化して対応した。 

 

・令和２年２月には、平

成 30 年度に引き続き、

米国シアトルにて米国

科学振興協会が開催し

た“AAAS 2019 Annual 

Meeting “Science 

Transcending 

Boundaries”” に 出 展

し、 JST 等の国内の研

究開発法人と連携し、

“Japan’s practices on 

STI for implementing 

the SDGs”をテーマに

防災科研の取組を紹介

した。 

 

・海外からの人材・視察

の受け入れ等に関して

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ペルー国家防災庁長官が来

所し、MOWLAS 等の防災科
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は、９月に、避難訓練の

実施について協力を行

っているペルー国家防

災庁のチャベス長官が

つくば本所を訪問さ

れ、陸海統合地震津波

火山観測網 MOWLAS

や大型降雨実験など防

災科研の取組を紹介す

るとともに、今後の協

力に関して意見交換を

行った。また、同月にブ

ルガリアのベルネル内

務副大臣がつくば本所

を訪問され、特に洪水

災 害 へ の 対 策 や

MOWLAS を中心に、防

災科研の取組を紹介し

た。12 月にはトルコ災

害 緊 急 事 態 対 策 庁

（AFAD）のタシュデレ

ン副総裁が日トルコ防

災協力年次協議後につ

くば本所を訪問され、

同協力に基づく AFAD

と防災科研との協力に

向け、リアルタイム地

震被害推定システムや

基盤的防災情報流通ネ

ットワーク（SIP4D）に

ついて紹介した。さら

に２月にはタール火山

の噴火を受けて来訪し

たフィリピンの下院議

員団に対し、同火山の

研究に精通した客員研

究員を招へいし、防災

科研の火山研究の紹介

に加え、同火山の過去

の噴火データを踏ま

研の取組の紹介や意見交換を

行った。 

 

・タイ国での SATREPS 事業

へ着実に取組むとともに、地

震や台風災害など我が国と共

通する自然災害への対応に秀

でた台湾 NCDR との協力を

新たに締結し、さらに、政府

間で防災協力を推進している

インド、ブルガリア、トルコ

などとの防災研究機関等とも

新たな協力を開始するととも

に、ミャンマー政府機関の当

研究所訪問の機会には研究所

の取組の紹介を行った。 
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え、今後の噴火動向の

見通しについても意見

交換を行った。さらに

同月、国際連合世界食

糧計画（WFP）の依頼に

より、ミャンマー連邦

共和国社会福祉救済復

興省防災局長をはじめ

とする研修チームがつ

くば本所を訪問され、

コロナウイルス対策に

十分配慮しながら、大

型 耐 震 実 験 施 設 や

SIP4D など防災科研の

取組を紹介した。 

 

・国際的な研究開発動

向や防災に関する国際

協力のニーズを踏まえ

た対応については、平

成30年度から開始され

た SATREPS 事業「産

業 集 積 地 に お け る

Area-BCM の構築を通

じた地域レジリエンス

の強化」プロジェクト

では、対象国のタイ国

において水害リスクの

ある地域の各主体が協

働 し て 地 域 全 体 の

BCM 運用体制を確立・

展開することを目指

し、タイのチュラロン

コン大学らとともに、

重要インフラリスクの

評価手法や被害・復旧

評価手法、事業間相互

依存リスク評価方法、

対象エリア全体の BIA

の可視化とツールキッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 30 年度から新たに開

始された筑波会議や引き続い

て京都で開催された STS フ

ォーラムなどの一連の国際会

議に的確に参画するなど、国

内外で開催された国際シンポ

ジウム等に対して、事務部門

と研究部門の連携を強化しつ

つ、積極的に参加した。 
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トへの反映手法などの

開発に着手し、タイ国

内の特定企業に対して

水害時のリスクを可視

化するシステムの構築

に取り組んだ。また、

日・マレーシア首脳間

の合意を踏まえ設立さ

れたマレーシア日本国

際工科院（MJIIT）への

協力事業に引き続き参

加し、防災科研研究者

の講師派遣、学生の視

察受け入れ等を行っ

た。 

 

・ペルー政府が行う避

難訓練への協力につい

ては、11 月 5 日に予定

されていたリマ版シェ

イクアウト訓練の導入

がペルー側の事情で延

期になったものの、８

月に同国政府が行った

避難訓練に参加しつ

つ、政府機関等と意見

交換を行うとともに、

ペルー国家防災庁長官

が来日された際には、

「防災の日」９月 1 日

に行われた九都県市合

同防災訓練の視察や当

研究所訪問の機会にシ

ェイクアウト訓練の実

際の様子などを直にお

伝えし、さらには、ペル

ー国内における建築物

の耐震性の実情を踏ま

えたシェイクアウト訓

練方法や学校施設の耐
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震化と連動した取組の

必要性について提案を

行うなど、今後の効果

的な訓練実施に向けた

働きかけを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人材育成 

 

防災に携わる人材

の養成や資質の向

上に資するために、

国内外から若手研

究者や大学院生を

受け入れるととも

に、インターンシッ

プ等を活用し大学

等の教育機関、地方

公共団体、NPO 法

人等との協働等の

取組を推進する。 

 

（５）人材育成 

 

防災科研は、我が国

の防災科学技術の

発展を通じて国及

び国民の安全・安心

の確保に貢献する

ため、防災科研内外

の研究者等の養成・

資質向上のみなら

ず、地方公共団体や

地域の防災リーダ

ー等広く防災に携

わる人材の養成・資

質向上等に取り組

む。 

具体的には、連携大

学院制度やインタ

ーンシップ制度を

活用した内外から

の優秀な大学生・大

学院生の積極的な

受け入れ、クロスア

（５）人材育成 

 

防災科研は、我が国

の防災科学技術の

発展を通じて国及

び国民の安全・安心

の確保に貢献する

ため、防災科研内外

の研究者等の養成・

資質向上のみなら

ず、地方公共団体や

地域の防災リーダ

ー等広く防災に携

わる人材の養成・資

質向上等に取り組

む。 

具体的には、連携大

学院制度、インター

ンシップ制度等を

活用した内外から

の優秀な大学生・大

学院生の積極的な

受け入れ、クロスア

（５）人材育成 

 

○防災に携わる人

材の養成や資質の

向上に資する取組

が推進されている

か。 

 

《評価指標》 

・人材育成のため

の取組の成果 

《モニタリング指

標》 

・研究員・研修生・

インターンシップ

等の受入数 

 

 

（５）人材育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人材育成 

 

補助評定：（Ａ） 

 

<補助評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、（Ａ）評定と

する。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「人材育成」として、防災科

研の職員が筑波大学の教員と

して、同大学での講義、防災

科研での研究指導などを、防

災科研の業務として行うこと

（５）人材育成 

 

補助評定：（Ａ） 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・防災科学技術に関わる人材育成を、組織として継続的に進めるため、筑波大学と協

働大学院協定を締結し、防災科研の職員が筑波大学の教員となり、同大学で講義、防

災科研で研究指導するとともに、防災科研の職員数名が大学院生として筑波大学に

新たに設置されたリスク・レジリエンス工学学位プログラムに参加し防災科研の業

務として行うための制度・環境整備を行ったことは高く評価できる。 

・研究員・研修生・インターンシップ等の受け入れ数は目標数を達成している。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・青少年への防災科学研究啓発はユニークな活動であり、今後さらなる発展が期待さ

れる。 

・近年課題になっている女性研究者数の向上にも取り組む必要がある。 
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ポイントメント制

度・人事交流等を通

じた研究者間の協

働の推進及び地方

公共団体や地域の

防災実務担当者を

対象とした受入・研

修プログラムを開

設するとともに、こ

れらの者の防災実

務及び研究開発現

場での協働の推進

を通じ、人材の育成

や資質の向上に取

り組む。 

さらに、将来の防災

科学技術を担う人

材の裾野を広げる

とともに、国民全体

の防災リテラシー

向上を図るため、教

育機関や地方公共

団体、NPO 法人等

を対象として、防災

教育のための講師

派遣・研修等にも着

実に取り組む。 

 

ポイントメント制

度・人事交流等を通

じた研究者間の協

働の推進及び地方

公共団体や地域の

防災実務担当者を

対象とした受入・研

修プログラムを開

設するとともに、こ

れらの者の防災実

務及び研究開発現

場での協働の推進

を通じ、人材の育成

や資質の向上に取

り組む。 

さらに、将来の防災

科学技術を担う人

材の裾野を広げる

とともに、国民全体

の防災リテラシー

向上を図るため、教

育機関や地方公共

団体、NPO 法人等

を対象として、講師

派遣等の仕組み作

りに取り組む。レジ

リエンス研究教育

推進コンソーシア

ムの枠組により、研

究者を筑波大学に

派遣し、災害リス

ク・レジリエンス分

野の教育に参画す

る。 

 

 

 

 

・連携大学院制度によ

る大学院生を４名受

入、研究員・研修生 14

名、JICA 研修生 157 名

を受け入れた。また、イ

ンターンシップ制度に

より 14 名を受入れた。 

 

・クロスアポイントメ

ント制度では、新たに

大学から災害過程研究

部門長を含む９人を受

入れた。 

 

・レジリエンス社会の

実現を目指し、企業、研

究機関、大学がそれぞ

れの強みを生かしつつ

協働して、これまでに

ない新たな理論や技術

を開発したり、それら

を社会実装する人材を

育成したりするために

設立されたレジリエン

ス研究教育推進コンソ

ーシアム（会長：防災科

研林理事長、事務局：筑

波大学）については、筑

波大学の教員に加え、

防災科研を始めとする

参画機関の研究者等が

教員として大学院生の

学位論文指導等を行う

協働大学院方式による

学位プログラム（筑波

大学）を令和２年度か

ら開始することを目指

が可能となった以下の実績

は、顕著な成果として高く評

価できる。 

 

・筑波大学とは、連携大学院

制度を活用した大学生、大学

院生の受入れを行っていると

ころであるが、これに加えて

筑波大学及び民間企業等によ

り、平成 29 年に創設された

「レジリエンス研究教育推進

コンソーシアム」が推進する

筑波大学のリスク・レジリエ

ンス工学学位プログラムにお

いて、防災科研もコンソーシ

アムの重要な構成員として当

該学位プログラムの運営に主

体的に関わるとともに、筑波

大学と協働大学院協定を締結

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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し、準備を進めた。先行

的に令和元年度より既

存の枠組みを活用して

筑波大学大学院システ

ム情報工学研究科リス

ク工学専攻においてレ

ジリエンス研究教育推

進コンソーシアム参画

機関による講義が開始

された。防災科研は、研

究員 8 名により「災害

リスク・レジリエンス

論」の講義を担当した。

また、本コンソーシア

ムの取組を広く発信す

るため、19 の学会等の

後援を得て、10 月に関

西大学において Joint 

Seminar 減災との共催

で公開シンポジウムを

開催し、レジリエンス

社会の実現に向けた人

材育成について議論を

行った。 

 

・教育機関、国、地方公

共団体及び NPO 法人

等を対象として、防災

教育及び災害対応時の

実務支援のための講師

派遣を行った。 

特に、地域防災力強化

及び青少年への防災科

学研究啓発の一環とし

て平成30年度から開始

したアウトリーチプロ

ジェクトは、ベルマー

ク教育助成財団（全国

で約 27,000 校・団体が

参加）に加え、令和元年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災教育の一環として進め

るアウトリーチプロジェクト

について、連携・協定団体を

複数に増やすことができ、今

後の活動の持続性確保につな

がった。 
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８月には、ガールスカ

ウ ト 日 本 連 盟 （ 約

40,000 名が加盟）と連

携協定を締結し、防災

教育の全国展開を進め

ることができた。 

 

（６）防災行政への

貢献 

 

災害対策基本法に

基づく指定公共機

関として、重大な災

害が発生した場合

には、複数部門の職

員から構成される

分野横断的な災害

対応の組織を立ち

上げ、発災後の被害

拡大防止及び復旧・

復興に資する防災

科学技術に基づく

情報提供を関係機

関などへ迅速に行

う。 

また、災害時の被害

拡大防止及び速や

かな復旧・復興の実

効性を高めるため、

国、地方公共団体と

の連携・協働を強化

し、災害現場で必要

とされている科学

技術のニーズを明

らかにして、必要に

応じて研究開発に

反映させる。 

 

（６）防災行政への

貢献 

 

防災科研は、災害対

策基本法に基づく

指定公共機関とし

て、同法及び関係法

令や自らが定めた

防災業務計画に基

づき、重大な災害が

発生した場合には、

都道府県や市町村

に協力することが

求められている。 

そのため、防災科研

全体として対応す

る観点から体制の

整備を図る。重大な

災害が発生した場

合には、災害対応を

総括する責任者を

置き、当該者を中心

として複数部門の

職員から構成され

る分野横断的な災

害対応の組織を立

ち上げる。また、災

害情報システム等

を活用しながら、発

災後の被害拡大防

止及び復旧・復興に

資する防災科学技

術に基づいた情報

提供を関係機関等

（６）防災行政への

貢献 

 

防災科研は、災害対

策基本法に基づく

指定公共機関とし

て、同法及び関係法

令や自らが定めた

防災業務計画に基

づき、重大な災害が

発生した場合には、

都道府県や市町村

に協力することが

求められている。 

そのため、防災科研

全体として対応す

る観点から体制の

整備を図る。重大な

災害が発生した場

合には、災害対応を

総括する責任者を

置き、当該者を中心

として複数部門の

職員から構成され

る分野横断的な災

害対応の組織を立

ち上げる。また、災

害情報システム等

を活用しながら、発

災後の被害拡大防

止及び復旧・復興に

資する防災科学技

術に基づいた情報

提供を関係機関等

（６）防災行政へ

の貢献 

 

○国、地方公共団

体等への防災に貢

献する取組は適切

に行われている

か。 

 

《評価指標》 

・国や地方公共団

体等との協力や支

援等の取組の成果 

《モニタリング指

標》 

・災害調査の実施・

支援等の件数 

・国や地方自治体

等への情報提供・

協力等の件数 

 

（６）防災行政への貢

献 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災科研は、令和元年

度より内閣府が防災基

本計画を改定し本格運

用を開始した災害時情

報 集 約 支 援 チ ー ム

（ ISUT）の一員とし

て、大規模災害時にお

ける状況認識の統一に

（６）防災行政への貢献 

 

補助評定：（Ｓ） 

<補助評定に至った理由> 

・研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出

や将来的な特別な成果の創出

の期待等が認められるため、

（Ｓ）評定とする。  

 

（（Ｓ）評定の根拠） 

○「防災行政への貢献」とし

て、基盤的防災情報流通ネッ

トワーク（SIP4D）を活用し

て現地での情報収集・集約及

び情報共有を行い防災行政に

貢献した以下の実績は、特に

顕著な成果として高く評価で

きる。 

 

・防災科研が研究開発した

SIP4D の寄与により、令和元

年度に防災基本計画が改定さ

れ、内閣府が本格運用を開始

した災害時情報集約支援チー

ム（ISUT）の一員として防災

科研が４つの災害において活

動を行い、大規模災害時にお

（６）防災行政への貢献 

 

補助評定：（Ｓ） 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成

果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・「防災行政への貢献」として、内閣府が本格運用を開始した災害時情報集約支援チ

ーム（ISUT）の一員として、令和元年度に発生した大雨・台風災害に対して活動を

行った。令和元年台風第 19 号では、平成 30 年度の西日本豪雨を上回る広域災害と

なったが、派遣した県は昨年度の 3 県から 5 県に拡張し、42 日間で 273 名（現地派

遣 146 名）が従事することで、広域災害への対応可能性を示したことは大きな成果

であり高く評価できる。 

 

・災害対策基本法の指定公共機関として大規模災害時における状況認識の統一に資

するよう、本格運用された ISUT において SIP4D を用いて自治体の災害対策本部や

災害対応機関（地方自治体、自衛隊、消防等）向けに ISUT-SITE を構築してニーズ

に応じた情報共有支援を行った。特に台風第 19 号で被災した長野県では、災害廃棄

物処理に関する One Nagano の取組に貢献したことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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へ迅速に行うとと

もに、職員を派遣し

て災害現場の支援

等を行う。 

さらに、災害時の被

害拡大防止及び速

やかな復旧・復興の

実効性を高めるた

め、被災した都道府

県や市町村の職員

等を交えたフォロ

ーアップを行い、災

害現場で必要とさ

れている防災科学

技術のニーズを明

らかにして、必要に

応じて研究開発に

反映させるととも

に、国、地方公共団

体との連携・協働を

強化する。 

へ迅速に行うとと

もに、職員を派遣し

て災害現場の支援

等を行う。加えて、

「災害時情報収集

支 援 チ ー ム

（ISUT）」の活動の

支援等を行う。 

災害時には、内閣府

が設置する「災害時

情報収集支援チー

ム（ISUT）」をはじ

め、所内外の活動と

密に連携し、SIP4D

による情報集約・共

有に努める。また

「防災科研クライ

シスレスポンスサ

イト（NIED-CRS）」

を構築し、広く一般

への情報提供に努

める。 

さらに、災害時の被

害拡大防止及び速

やかな復旧・復興の

実効性を高めるた

め、被災した都道府

県や市町村の職員

等を交えたフォロ

ーアップを行い、災

害現場で必要とさ

れている防災科学

技術のニーズを明

らかにして、必要に

応じて研究開発に

反映させるととも

に、国、地方公共団

体との連携・協働を

強化する。 

資するよう、基盤的防

災情報流通ネットワー

ク（SIP4D）を活用しな

がら現地での情報収

集・集約及び情報共有

を行う活動を実施し

た。ISUT の一員とし

て、６月下旬からの大

雨、令和元年８月の前

線に伴う大雨、令和元

年台風第 15 号、令和元

年台風第19号において

活動を実施した。 

 

 

・特に、令和元年台風第

19 号における防災科研

の対応として、災害発

生前より令和元年台風

第19号と類似した経路

を取った過去に災害を

もたらした台風の情報

のウェブサイト、及び

災害関連情報を集約し

た Web サイト「防災科

研クライシスレスポン

ス サ イ ト （ NIED-

CRS）」を一般に公開

（ ア ク セ ス 数 は

403,018（令和元年６月

18 日～令和２年３月

31 日））した。発災後は、

分野横断的な災害対策

本部を設置するととも

に、災害直後より被災

地へ職員を平成30年度

の西日本豪雨時の 3 県

を上回る 5県に派遣し、

42 日間で 273 名（現地

派遣 146 名）が従事す

ける状況認識の統一に資する

よう、本格運用された SIP4D

を用いて自治体の災害対策本

部や災害対応機関（地方自治

体、自衛隊、消防等）向けに

ISUT-SITE を構築してニー

ズに応じた情報共有支援を行

った。特に台風第 19 号で被災

した長野県では、災害廃棄物

処理に関する One Nagano の

取組に貢献し、当該取組にお

ける SIP4D の有用性が国会

でも取り上げられ高く評価さ

れた。 

 

・台風第 19 号では、平成 30

年度の西日本豪雨を上回る広

域災害となったが、派遣した

県は平成 30 年度 3 県から 5

県に拡張し、42 日間で 273 名

（現地派遣 146 名）が従事す

ることで、広域災害への対応

可能性を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



60 

 

地方自治体や企業

と協定を締結し、地

震や津波の早期検

知やモニタリング

技術、即時予測技術

を実装し、広く防災

減災に貢献する。和

歌山県、三重県、千

葉県、尾鷲市、電力

会社、鉄道会社と海

底地震津波観測網

データの利活用に

関する協定を結び、

各地域や各事業の

防災減災へ連携し

て取り組む。 

ることで、広域災害へ

の対応可能性を示し

た。現地では、SIP4D を

用いて県の災害対策本

部や災害対応機関（地

方自治体、自衛隊、消防

等）のニーズに応じた

情報共有支援を行った

ことが高く評価され

た。特に長野県では、

国、県、市、実動機関、

NPO等が一致団結した

災害廃棄物処理に関す

る One Nagano の取組

に ISUT として参画し、

複数組織から得られる

情報の集約・更新、共通

状況図作成、デジタル・

アナログでの出力等で

貢献した。当該取組に

おける SIP4D の有用性

は国会でも取り上げら

れ高く評価された。一

方、大規模災害の発生

は今後もあり得ること

を考慮すると、内閣府

と防災科研だけでな

く、産学官連携での体

制構築が必要であるこ

と、災害対応や情報利

活用のさらなる高度化

研究が必要であること

が社会課題として抽出

された。 

 

・上記の令和元年台風

第 19 号を始め、６月に

発生した山形県沖地

震、９月に発生した令

和元年台風第15号など

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和元年台風第 19 号を始

め、多くの自然災害が発生し

たことに伴い、全部で 87 件の

災害調査等を実施した。それ

ら調査結果を関係機関への資
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多くの自然災害が発生

したことに伴い、全部

で87件の災害調査の実

施・支援等を行った。そ

れら調査結果を関係機

関への資料提出や現地

対策本部等へ提供した

だけではなく、一般に

対してウェブサイトを

公開した。 

 

・また国等の委員会へ

の情報提供について

は、地震調査研究推進

本部、地震防災対策強

化地域判定会、地震予

知連絡会、火山噴火予

知連絡会等に数多くの

提供を行った。地方公

共団体等については、

震動実験映像、e コミュ

ニティ・プラットフォ

ーム、MP レーダ情報

等々の情報提供を行っ

た。 

 

・三重県、和歌山県、徳

島県、千葉県流山市、神

奈川県藤沢市、三重県

尾鷲市、電力会社、鉄道

会社とデータ利活用に

関する協定を結び、各

地域や各事業の防災減

災へ連携して取り組ん

だ。 

 

料を提出したことや現地対策

本部等へ提供しただけではな

く、一般に対してウェブサイ

トを公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

・多くの地方公共団体等に対

しては、震動実験映像、e コミ

ュニティ・プラットフォーム、

MP レーダ情報等の情報提供

を行ったことや地方公共団体

や民間企業と協定を締結する

など、研究成果の普及と活用

が促進された。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発の推進 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

施策目標９－４ 安全・安心の確保に関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人防災科学技術研究所法第 15 条 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和２年度行政事業レビュー番号 0234 0249 0250  0251 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 平成２８

年度 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

 平成２８

年度 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

令和元

年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

論文数（編）  126 編 140 編 134 編 138 編    予算額（千円） 2,856,420 2,735,359 2,738,628 4,459,580    

学会等での口

頭発表数（件） 

 
709 件 679 件 691 件 640 件 

   決算額（千円） 
3,200,454 3,492,203 3,700,397 5,165,655 

   

         経常費用（千円） 3,669,471 2,743,285 4,204,347 5,388,355    

         経常利益（千円） 353,203 △77,449 123,299 △171,261    

         行政コスト（千円）    6,063,107    

         行政サービス実施

コスト（千円） 
1,460,510 2,398,269 2,090,528  

   

         従事人員数（人） 106.2 76.3 83 89.1    

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ２．防災科学技術に

関する基礎研究及

び基盤的研究開発

の推進 

 

国民の安全・安心を

確保するために、災

害を予測・察知して

その正体を知る技

２．防災科学技術に

関する基礎研究及

び基盤的研究開発

の推進 

 

防災科学技術とは、

「災害を未然に防

止する予測力・予防

力」、「被害の拡大を

２．防災科学技術に

関する基礎研究及

び基盤的研究開発

の推進 

 

防災科学技術とは、

「災害を未然に防

止する予測力・予防

力」、「被害の拡大を

２．防災科学技術

に関する基礎研究

及び基盤的研究開

発の推進 

 

（共通的事項） 

○研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

２．防災科学技術に関

する基礎研究及び基盤

的研究開発の推進 

 

 

 

２．防災科学技術に関する基

礎研究及び基盤的研究開発の

推進 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

 

研究所の目的・業務、中長期

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・補助評定の評価を総合的に判断した結果、評定をＡとする。 



63 

 

術、早期に被害状況

を把握し国民の安

全な避難行動に資

する技術、迅速な復

旧を可能とする技

術及び災害情報を

共有し利活用する

技術等の実現を目

指す。このため、防

災科学技術に関す

る基礎研究及び基

盤的研究開発を、①

地震・火山・極端気

象等世界に類を見

ない観測網を活用

した観測研究と②

世界最大規模の実

験施設を用いた実

験研究といった従

来からの強みを生

かしつつ、③災害の

全体像を明らかに

するシミュレーシ

ョン、④効果的な災

害対応や復旧・復興

に向けたハザード・

リスク評価、⑤これ

らを統合するため

の情報利活用技術

といった今後一層

強化すべき技術を

組み合わせ、目標の

実現に向けた工程

を踏まえつつ推進

する。その際、防災

科研内外の異なる

研究分野間との連

携やリスクコミュ

ニケーションの手

法を積極的に活用

食 い 止 め る 対 応

力」、そして「災害か

らの復旧・復興を実

現する回復力」、の

全てを含む幅広い

概念である。防災に

関する総合的な研

究機関である強み

を活かし、「災害は

自然と社会の交互

作用のなかで発生

するもの」との認識

に立ち、防災科学技

術の研究開発も自

然と社会の交互作

用を対象としつつ、

「予測力・予防力」、

「対応力」、「回復

力」の全てを対象と

した幅広い研究を

促進することが、真

の意味で防災科学

技術の水準の向上

につながる。 

このような認識の

下、中長期目標に従

い、防災科学技術に

関する基礎研究及

び基盤的研究開発

を、①地震・火山・

極端気象等世界に

類を見ない観測網

を活用した観測研

究と②世界最大規

模の実験施設を用

いた実験研究とい

った従来からの強

みを生かしつつ、③

災害の全体像を明

らかにするシミュ

食 い 止 め る 対 応

力」、そして「災害か

らの復旧・復興を実

現する回復力」、の

全てを含む幅広い

概念である。防災に

関する総合的な研

究機関である強み

を活かし、「災害は

自然と社会の交互

作用のなかで発生

するもの」との認識

に立ち、防災科学技

術の研究開発も自

然と社会の交互作

用を対象としつつ、

「予測力・予防力」、

「対応力」、「回復

力」の全てを対象と

した幅広い研究を

促進することが、真

の意味で防災科学

技術の水準の向上

につながる。 

このような認識の

下、防災科研内外の

異なる研究分野間

との連携にあたり、

コ・デザイン、コ・

プロダクションが

可能になるように

リスクコミュニケ

ーションの手法を

積極的に活用しつ

つ、中長期計画に従

い以下のとおり研

究開発を推進する。 

ントは適切に図ら

れているか。 

 

《評価指標》 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、評定をＡと

する。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「災害をリアルタイムで観

測・予測するための研究開発

の推進」として、観測・予測デ

ータの実用化や利活用を更に

推進し、また、他機関の研究

で利活用される研究成果を出

した以下の実績は、顕著な成

果として高く評価できる。 

・防災科研は地震動即時予測

を行う「揺れ」から「揺れ」に

よる予測システムのプロトタ

イプ、首都圏版長周期地震動

モニタ、強震モニタの地域詳

細版の早期立ち上げを可能に

するシステムを開発した。長

周期地震動に関しては気象庁

と連携し、また、強震モニタ

に関してはヤフー株式会社と

協働し新たなコンテンツを立

ち上げるなど、成果が広く一

般に享受されるようになると

ともに将来的な社会実装に向

けて大きく前進した。さらに、

今後の社会実装の研究進展に

必須である地震動の予報業務

許可を防災科研が取得した。 

・津波予測システムの頑健性

向上・高度化・予測技術向上

 

・全般的に基礎的研究だけにとどまらず早期な社会還元が要求される応用的な研究

も重視しており、これにともなって他省庁・他研究機関・民間企業とより緊密に連携

した研究開発が行われており、研究開発成果の最大化を大きく牽引しているものと

評価できる。 

・毎年のようにおこる災害に対して支援活動を行うとともに、それらの経験をフィー

ドバックして開発技術の高度化に繋げていることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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する。 

具体的な取組及び

中長期目標期間中

に達成を目指すべ

き成果は以下のと

おりであり、そのた

め、個々の研究開発

について、具体的な

目標を中長期計画

において定めると

ともに、早急に研究

ロードマップを策

定し、可能なものは

公表するものとす

る。 

 

 

レーション、④効果

的な災害対応や復

旧・復興に向けたハ

ザード・リスク評

価、⑤これらを統合

するための情報利

活用技術、といった

今後一層強化すべ

き技術を組み合わ

せ、目標の実現に向

けた工程を踏まえ

つつ推進する。本中

長期計画では、防災

科研内外の異なる

研究分野間との連

携にあたり、コ・デ

ザイン、コ・プロダ

クションが可能に

なるようにリスク

コミュニケーショ

ンの手法を積極的

に活用しつつ、以下

に記す３領域７分

野に関する研究開

発を推進する。 

によりプロトタイプを完成さ

せ、観測データや予測情報の

実用化や利活用に道筋をつけ

た。 

・MOWLAS データの活用に

より、日本海溝に未知のスロ

ー地震活動域を検出してプレ

ート間固着の不均質性に関す

る地震・津波予測に不可欠な

知見を得、また陸海の地震波

3 次元速度構造を構築し成果

を公開することで、地震発生

の長期評価のための新たな基

盤情報を提供した。これらを

可視化できる地震活動総合モ

ニタリングシステムのプロト

タイプを構築した。 

・巨大地震発生メカニズム研

究について、南海トラフ巨大

地震の応力分布の基となる海

陸の測地データから作成した

プレート境界のすべり欠損モ

デルを作成し Web で公開し

たことにより、他機関の研究

に利用され更なる成果が出

た。 

・次世代火山研究推進事業に

おいて火山観測データ一元化

共有システム（JVDN システ

ム）を整備し、大学・気象庁・

研究機関のデータや解析手法

の共有による火山研究及び火

山防災の共通プラットフォー

ムを構築、運用を開始した。 

 

○「社会基盤の強靱性の向上

を目指した研究開発の推進」

として、大規模実験施設及び

研究成果が着実に利活用され

国内外における社会基盤の強
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靭性の向上に寄与した以下の

実績は、顕著な成果として高

く評価できる。 

・エネルギー施設の配管系の

耐震評価手法の合理化・高度

化を目的とした研究におい

て、防災科研で過去に実施し

た実験のデータを活用して作

成した耐震設計手法が、日本

機械学会から事例規格として

発刊された。 

・大型耐震実験施設を用い

て、熊本城を復旧するための

石垣補強技術の耐震性評価の

ための実証実験を実施し、復

旧に効果的な対策工法の技術

提案に貢献した。 

・ネパール現地に、平成 28 年

度から 2 カ年にかけて大型耐

震実験施設による蛇籠道路擁

壁の耐震強化に関する共同実

験研究を行った成果を用い、

耐震強化蛇籠擁壁を試験施工

及びモニタリングするととも

に、現地技術者のスキルアッ

プへ貢献した。 

 

○「災害リスクの低減に向け

た基盤的研究開発の推進」と

して、基盤的研究開発を推進

するとともに社会実装に向け

た積極的な取組を進めた以下

の実績は、顕著な成果として

高く評価できる。 

・「雲レーダを用いたリアル

タイム積乱雲表示システム」、

「１km メッシュのリアルタ

イム風向風速表示システム」、

「ＸバンドＭＰレーダを用い

た降雹域推定システム」、「リ
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アルタイムで雨量の再現確率

を表示するシステム」及び「土

石流の危険度を表示するシス

テム」の５つの新しい情報提

供システムが構築された。 

・積雪地域で多発する雪下ろ

し関連事故の防止につながる

「雪おろシグナル」の対象地

域を新潟県、山形県、富山県

から秋田県に拡大するととも

に、研究成果の社会還元とし

て気象台等との連携を深め、

さらに民間企業とも協力して

総合的な雪氷災害軽減・防止

技術の実用化を図った。 

・北海道根室地方において自

治体と連携した吹雪予測の取

組が平成 31 年度科学技術分

野の文部科学大臣表彰科学技

術賞（開発部門）を受賞した。 

・地震・津波を統合したハザ

ード・リスク情報ステーショ

ンの開発に向けた基盤の構築

が進み、南海トラフ地震によ

る津波ハザード評価が地震調

査研究推進本部から初めて公

表されるとともに、南海トラ

フ地震及び日本海溝沿いの地

震について多様性、不確実性

を考慮したモデルの改良を行

い、これらの改良を取り入れ

た令和２年起点の地震動予測

地図を作成し、地震調査研究

推進本部から公表予定となっ

た。 

・ハザード情報に基づくリス

ク評価を実施し、地震リスク

情報の公開システム「J-SHIS 

Map R」として一般に公開し

た。またマルチハザードリス
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ク評価に向けた活動が強化さ

れた。 

・リアルタイム地震被害推定

情報の社会実装に向け、ハザ

ード・リスク実験コンソーシ

アムと協働で 30 機関を対象

とした実験配信を実施し、こ

れらの試みが全国紙１面で取

り上げられた。 

・SIPと連携して台風第 19号

においてレーダ衛星を用いて

浸水エリアを抽出し、詳細な

建物データから自治体単位で

浸水建物数を推定して防災科

研クライシスレスポンスサイ

ト（NIED-CRS）で公開した。 

・豪雨災害シナリオを効果的

に可視化する技術の開発に着

手し、「リアルタイム洪水・土

砂災害リスク情報マップ（β

版）」を構築して、自治体等に

おける有効性等の検証により

課題を抽出するため、全国市

長会を通じて利用を呼びかけ

た。 

 

 

（１）災害をリアル

タイムで観測・予測

するための研究開

発の推進 

 

南海トラフ巨大地

震や首都直下地震

等の甚大な被害を

生じさせる地震・津

波災害や火山災害

の軽減に有効な情

報をリアルタイム

で提供する観測・予

測技術を開発し、防

（１）災害をリアル

タイムで観測・予測

するための研究開

発の推進 

 

①地震・津波予測技

術の戦略的高度化

研究 

 

平成 23 年東北地方

太平洋沖地震では、

津波警報による津

波予測高が過小評

価であったために

（１）災害をリアル

タイムで観測・予測

するための研究開

発の推進 

 

①地震・津波予測技

術の戦略的高度化

研究 

 

・即時地震動予測、

即時余震活動予測

のシステム化に関

する各種調査（フィ

ージビリティ・スタ

（１）災害をリア

ルタイムで観測・

予測するための研

究開発の推進 

 

○安全・安心な社

会の実現に向け

て、国の施策や計

画等において国が

取り組むべき課題

の解決につながる

研究開発が推進さ

れているか。 

 

（１）災害をリアルタ

イムで観測・予測する

ための研究開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）災害をリアルタイムで

観測・予測するための研究開

発の推進 

 

補助評定：（Ａ） 

 

<補助評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

（１）災害をリアルタイムで観測・予測するための研究開発の推進 

 

 

 

補助評定：（Ａ） 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

 

①地震・津波予測技術の戦略的高度化研究 
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災・減災対策に貢献

する。 

 

① 地震・津波の観

測・予測研究 

 

S-net 及 び

DONET を含む海

陸の基盤的地震観

測網等の観測デー

タと大規模シミュ

レーションを活用

して、地震動・津波

即時予測のための

研究開発を実施し、

迅速かつ高精度な

地震や津波の早期

警報及び直後の被

害予測の実現を目

指す。また、将来発

生し得る大規模な

地震に関する地殻

活動等の把握や地

震発生の長期評価

等の高度化に関す

る研究に取り組み、

地震調査研究推進

本部等の施策に貢

献する。さらに、地

震・津波災害の軽減

に向けてステーク

ホルダーとの協働

を進める。 

迅速な避難に繋げ

られず、また被害の

把握が遅れた。ま

た、緊急地震速報に

ついても頻発した

余震に対する誤報

等の課題が見出さ

れた。今後発生が懸

念される首都直下

地震をはじめとす

る内陸部を震源と

する地震、南海トラ

フや日本海溝等に

おける海溝型巨大

地震及びその余震

による被害の軽減

に向けては、上記課

題の解決が重要と

なる。このため、以

下の研究開発に取

り組む。 

防災科研が安定的

に運用する世界最

大規模の稠密かつ

高精度な陸域及び

S-net や DONET 等

の海域の基盤的地

震・津波観測網によ

り新たに得られる

海陸統合のデータ

に加えて、海外を含

む様々な機関のデ

ータや必要に応じ

てそれらを補完す

る機動的な調査観

測のデータを最大

限活用した研究開

発を実施すること

により、地震及び津

ディを含む）を継続

し、前年度までに構

築した即時地震動

予測、即時余震活動

予測プロトタイプ

システムの高速化

を行う。プロトタイ

プシステムの出力

が警報等として利

用可能な速度で得

られるようシステ

ムの高速化を行う

とともに、実際のデ

ータに対して有効

に機能するか確認

を行うための試験

運用を行う。さらに

長周期地震動に関

しては、AI 技術等を

活用しながら現行

の緊急地震速報と

同様のタイミング

で長周期地震動指

標等を予測する手

法開発を首都圏を

対象に実施すると

ともに、気象業務法

における予報業務

を担い予測情報に

関する実証実験を

実施することで、情

報の配信側・利活用

側双方の課題の抽

出や改善等を行う。 

・津波即時予測シス

テムプロトタイプ、

テスト地域を対象

とした津波の成長・

収束予測システム

プロトタイプを完

《評価指標》 

・地震・津波の観

測・予測研究開発

の成果 

・成果の社会実装

に向けた取組の進

捗 

《モニタリング指

標》 

・論文数・口頭発表

件数等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地震・津波予測技術

の戦略的高度化研究 

 

●即時地震動予測技術

及び地震被害推定技術

の開発 

 

・迅速かつ確実な地震

動の即時予測、余震活

動予測を行うシステム

の実用化を行うため、

強震動即時補間システ

ムの出力結果を元にし

て、実況地震動データ

から予測を行うプロト

タイプシステム（「揺

れ」から「揺れ」予測シ

ステム）を構築し、高速

化を行った。加えて、強

震動の実況を表示する

「強震モニタ」システ

ムの地域詳細版の早期

立ち上げを支援するシ

ステムの開発を行っ

た。この強震モニタの

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、（Ａ）評定と

する。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「災害をリアルタイムで観

測・予測するための研究開発

の推進」として、観測・予測デ

ータの実用化や利活用を更に

推進し、また、他機関の研究

で利活用される研究成果を出

した以下の実績は、顕著な成

果として高く評価できる。 

 

①地震・津波予測技術の戦略

的高度化研究 

 

・「揺れ」から「揺れ」の予測

による地震動の即時予測や余

震活動予測を行うシステム開

発のため構築したプロトタイ

プの高度化と実証試験が着実

に進み、強震モニタの地域詳

細版の早期立ち上げを可能に

するシステム構築を実現する

と と も に YAHOO!JAPAN 

HP にも活用されて一般に享

受された。 

 

・首都圏版長周期地震動モニ

タを開発し、長周期地震動の

即時予測手法の高度化を進め

るとともに、平成 30 年度から

の気象庁と連携した実証実験

を民間企業・一般ユーザーと

共に継続して課題への対応を

進め、さらに、地震動の予測

業務許可を取得し今後の社会

実装の研究の基盤を築いた。 

＜評価すべき実績＞ 

・地震・津波予測技術の研究に関しては、地震動即時予測を行う「揺れ」から「揺れ」

の予測による地震動の即時予測や余震活動予測を行うシステム開発のため構築した

プロトタイプの高度化と実証試験を着実に進めるとともに、長周期地震動に関して

は、気象庁と連携した実証実験を、民間企業・一般ユーザーと共に継続して課題への

対応を進め、さらに、地震動の予報業務許可を取得するなど社会実装に向けて着実に

ステップを重ねていることは高い成果である。また、津波予測システムの頑健性向

上・高度化・予測技術向上によりプロトタイプを完成させ、観測データや予測情報の

実用化や利活用に道筋をつけたことは評価できる。 

・３つのサブテーマ（即時地震動予測技術及び地震被害推定技術の開発、海底観測網

データを用いた津波予測技術の開発、地震発生の長期評価の高度化技術の開発）それ

ぞれにおいて令和元年度までにプロトタイプを完成させ、実証実験を通して抽出さ

れた課題を次年度以降の目標の高度化に繋げる研究開発のアプローチ方法は効果的

な方法として評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・南海トラフ巨大地震津波予測については、もっと早期に着手すべき課題であったと

は感じるが、今後早期な成果の積み重ねが期待される。 

・地震学研究については、地球物理学分野のトップジャーナルへの論文を発表し続け

ており、基礎研究の成果の蓄積が順調に進んでいる。引き続き、地球科学への貢献に

期待する。 

・本研究の成果が社会のレジリエンスを高めるために様々なステークホルダーに活

用されることが大きく期待される。 

・防災科研の独自の基盤的な取組が多いせいか共同研究が少ないように見受けられ

る。また開発成果の最終的なアウトプットの仕方もイメージできるとよい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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波に係る防災・減災

に貢献する。 

具体的には、シミュ

レーション等の技

術を活用し、迅速か

つ確実な地震動や

津波の即時予測技

術や直後の被害予

測技術の開発を行

うとともに、高信

頼・効率的な地震・

津波観測を行うた

めの観測機材や観

測技術を開発する。

また、従来の地震カ

タログに具わる多

様な情報の活用等

により地震発生の

長期評価の発展に

つながる地震発生

モデルを構築する

とともに、室内実

験、大規模シミュレ

ーション等を活用

して、被害をもたら

す大地震に関する

研究も行う。 

地震・津波防災研究

の中核的機関とし

て国内外の機関と

も連携し、日本にお

ける地震観測デー

タを集約・公開・解

析し、得られた地震

津波防災情報やシ

ミュレーション結

果を国民に対して

分かりやすく情報

発信を行うととも

に、政府関係委員会

成する。また遠地津

波予測と津波被害

推定のプロトタイ

プモデルを構築し、

これらの予測シス

テム・技術の検証用

プラットフォーム

を構築する。ステー

クホルダーとの連

携や普及啓発活動

を進め、予測技術対

応地域及び利活用

主体の拡大を図る。 

・海陸地震観測網の

観測データを統合

的に解析するため

の技術開発ならび

にシミュレーショ

ンや統計解析等に

基づく「異常」現象

検知方法の開発を

継続する。日本列島

地震情報基盤デー

タベースの整備範

囲を時空間的に拡

大する。海陸統合観

測データを用いた

モニタリング技術

を導入した地殻活

動総合モニタリン

グシステムの構築

にむけて高度化を

進める。評価が終了

した項目から、地震

調査委員会等の各

種委員会に現況評

価資料として資料

提供を行う。整備が

完了した項目につ

いて、所内外へ公開

活用の一環として、11

月 よ り

YAHOO!JAPAN に お

いてリアルタイム震度

として公開されてい

る。また、地震・津波観

測 監 視 シ ス テ ム

DONET データを用い

て地震動指標を計算す

るための試験を行っ

た。巨大地震 CMT 解析

のプロトタイプシステ

ムを試験運用するとと

もに、K-NET、S-net デ

ータを入力とできるよ

うに拡張を行った。即

時余震予測に用いるア

ルゴリズムの自動化に

ついて引き続き検討

し、強震動即時予測を

高度化するための新た

な観測機器の開発を進

めた。長周期地震動に

より特に大きな影響が

予想される首都圏を対

象に陸海統合地震津波

火山観測網 MOWLAS

と MeSO-net の長周期

地震動データを活用し

た首都圏版長周期地震

動モニタを開発し、気

象庁とも連携して長周

期地震動情報の社会実

験を実施した。さらに

巨大地震時のデータを

充実させるため南海ト

ラフ沿いの巨大地震等

を想定した数値シミュ

レーション結果の統合

も進めた。整備したこ
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等への資料提供、地

方公共団体やイン

フラストラクチャ

ー事業者等との協

働に取り組むこと

により、国民の安

全・安心と社会の安

定的発展に貢献す

る。 

なお、S-net の観測

データを活用した

津波の遡上の即時

予測を実現する研

究開発と分かりや

すい情報提供を目

指した実証実験は、

社会実装に向けた

取組の一環として、

「戦略的イノベー

ション創造プログ

ラム（SIP）」におい

て府省・分野横断的

に行う。 

する。所外への情報

公開にあたっては、

総合防災情報セン

ターとの協働を進

める。 

・南海トラフ応力蓄

積モデルをもとに

大地震発生シナリ

オの構築を進める。

さらに、大型岩石摩

擦実験を行ってデ

ータを取得し、断層

の破壊法則につい

ての検討を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

れらの強震データを活

用しAI技術を活用した

即時予測手法の開発を

進めるとともに、リア

ルタイム情報配信シス

テムを活用した情報利

活用の実証実験を気象

庁と連携し、民間企業・

一般ユーザー等と平成

30 年度から継続的に実

施している。なお、12 月

に地震動の予報業務許

可を取得したことで、

今後の社会実装に向け

た研究の基盤を形成し

た。 

 

●海底観測網データを

用いた津波予測技術の

開発 

 

・津波即時予測及び被

害推定のため、S-net 水

圧観測データを用いた

東日本太平洋沿岸地域

についての津波データ

ベースと Multi-index

法による概観的な浸水

深予測のシステム実装

を行った。津波波源自

動解析システムの高度

化を行い、短波長津波

を生成する地震規模の

小さい地震に対して適

切な要素波源を用いた

解析を可能とし、2016

年 福 島 県 沖 の 地 震

（M7.0）でその有効性

を確認した。さらに自

動推定された波源に基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・陸海観測網による地震・水

圧の実観測データに加えて、

高速計算技術の活用やシステ

ム効率化により、津波即時予

測技術、津波の成長・収束の

予測技術や遠地津波予測技術

を高度化してシステム実装

し、プロトタイプの構築、完

成を着実に達成した。これら

の結果をまとめて表示する津

波予測情報統合可視化 Web

として予測技術検証のプラッ

トフォームが整備された。 

 

・DONET データを用いた津

波波源自動解析技術の検証や

南海トラフ地域を概観した津

波データベースの構築を行
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づくフォワード計算を

防災情報イノベーショ

ンプラットフォームの

GPU に対応させ、津波

予測計算時間を大幅に

短縮した。津波の成長・

収束予測のため、S-net

沖合水圧観測データに

対して線形長波モデル

を仮定して空間的に均

質な水圧変動場を推定

する津波データ同化手

法を、リアルタイム処

理のための機能や潮汐

成分、海底地殻変動成

分を除去する機能等、

定常稼働に必要となる

機能を加えてシステム

化した。遠地津波予測

については、CMT 解に

基づく津波伝播自動計

算システムを前年度に

続いて安定的に稼働

し、環太平洋で発生し

た約 100 地震による S-

net、DONET 観測点へ

の津波の影響の評価を

実現し、さらに入力情

報の多重化によりシス

テム頑健性のより一層

の向上を図った。これ

ら各津波予測システム

プロトタイプの構築を

実現すると共に、予測

技術を検証するプラッ

トフォームの構築とし

て、各解析結果を重ね

合わせて可視化するイ

ンターフェースである

津波予測情報統合可視

い、南海トラフ地震津波に対

する予測技術の高度化を進展

させた。 
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化 Web の高度化を行

い、自治体や海洋研究

開発機構と連携して実

装した増幅関係に基づ

く津波浸水予測システ

ムの予測結果等のデー

タの拡充や操作性の向

上を行った。南海トラ

フ地震に対する予測技

術を向上させえるた

め、DONETデータを用

いた津波波源自動解析

技術の検証と、宮崎県

から静岡県までの太平

洋側の地域や瀬戸内海

地域を対象に、約 5,000

波源断層モデルについ

て南海トラフ地域を概

観した津波データベー

スの構築を行った。ス

テークホルダーと津波

予測手法やデータ活用

に関する連携を進める

と共に、津波防災研究

に関する共通基盤デー

タベースとして津波防

災研究ポータルサイト

の公開と利便性向上を

継続した。 

 

●地震発生の長期評価

の高度化技術の開発 

 

・地殻活動総合モニタ

リングシステムについ

ては、要素技術の開発・

高度化を進めるととも

に、構築済みの様々な

震源カタログや地下構

造等のデータベースを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地殻活動総合モニタリング

システムにより得られた情報

は臨時及び定期的に国の地震

調査委員会等の各種委員会へ

資料提供され、地震活動評価

に大きく貢献した。 
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統合的に参照し、わか

りやすく可視化するこ

とができるプロトタイ

プシステムを構築し

た。なお、このシステム

はダウンロードして利

用可能となっている。 

スロー地震活動につい

て、四国東部における

深部低周波地震ならび

に奄美地方から日向灘

周辺で発生する浅部低

周波地震活動につい

て、臨時観測データを

用いた震源の詳細な時

空間分布を求めるとと

もに、それぞれの活動

様式とプレート運動と

の関係を議論した。令

和元年度は、新たに日

本海溝海底地震津波観

測網 S-net を用いて、日

本海溝域周辺でもスロ

ー地震の活動を検知

し、浅部低周波地震活

動の時空間分布を求め

る基礎を構築した。海

域及び陸域観測網のデ

ータを用いた震源決定

処理技術の開発を進め

るとともに、３次元地

下構造モデルに基づく

震源決定システムの実

装を進めた。南海トラ

フ海域で発生する中規

模以上の地震について

は、３次元地震波構造

に基づく CMT 解析を

実行する環境を整備

し、自動処理化に向け

 

・これまでの研究成果である

3 次元地震波速度構造に基づ

く研究成果が着実に進展し

た。特に、南海トラフ沿いの

地震の正確な震源メカニズム

自動推定や地震発生層下限の

解明は地震長期評価の礎とな

る重要な情報である。S-netを

用いて日本海溝域周辺のスロ

ー地震活動を新たに検知する

とともに、観測と数値シミュ

レーション技術の双方からの

アプローチにより、まだ不明

な点が大きいスロー地震の理

解が確実に進捗している。ま

た多様な地震活動等を新たに

構築された地殻活動総合モニ

タリングシステムを通じて、

わかりやすく可視化した形で

モニタリングし、情報公開を

行った。 
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た検討に着手した。ま

た、中小地震のモーメ

ントを推定する技術の

開発を継続し、予備的

な結果を得た。余震域

の拡がりと本震のマグ

ニチュードの関係性に

ついて、両者間のスケ

ーリングを調査すると

ともに、本震による歪

みエネルギー変化と対

比した。構築を進めて

いる日本列島地震情報

基盤データベースを構

成する多機能地震カタ

ログについて、海域の

下の３次元地震波速度

構造の高精度な推定を

行い、結果を防災科研

Hi-net のウェブサイト

から公開した。３次元

地震波速度構造を用い

て再決定した震源カタ

ログを構築するととも

に、このデータに基づ

いて日本海沿岸や東北

地方、中央構造線沿い

での地震発生層の下限

（D90）の分布を調査し

た。フィリピン海プレ

ートを対象としたレシ

ーバ関数解析により、

四国東部下の海洋モホ

面の傾斜方向の推定を

行うとともに、東海地

方や四国東部地方にお

けるフィリピン海プレ

ート上面形状モデルを

構築した。日向灘から

四国までの範囲を対象
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に、プレート境界浅部

を含めたスロー地震活

動を再現するための数

値シミュレーション技

術の開発を進めた。以

上で得られた成果を、

地震調査委員会等の各

種委員会に現況評価資

料として提供するとと

もに、所内の総合防災

情報センターとの協働

により情報公開した。 

 

●巨大地震発生メカニ

ズム研究 

 

・南海トラフ巨大地震

を引き起こす応力の蓄

積状況を明らかにする

ため、海陸の測地デー

タからプレート境界の

すべり欠損分布モデル

を作成し Web 上で公開

した。このすべり欠損

モデルは他機関の研究

でも使用され、さらな

る成果が出ている。こ

のすべり欠損分布を基

に推定した応力分布を

入力として巨大地震の

破壊シミュレーション

を実施し、基本シナリ

オを作成した。さらに、

複雑な連動破壊を考え

る応用シナリオ作成に

向け、歪みエネルギー

と破壊連動性の関連を

理論的に調査し誌上発

表した。巨大地震によ

る地震波・津波の連成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・南海トラフの応力分布やそ

れに基づいた南海トラフ大地

震の基本シナリオの作成、そ

の理論背景に関する研究は、

当初予定通り順調に進んでい

る。応力分布の基となる基礎

データの公開を開始し、その

結果が他機関に利用された。 

 

・今後の内陸部をターゲット

としたシナリオ作成に向け、

歪みエネルギー量と内陸地

震・本震余震活動との関係に

ついての研究成果が先行して

得られ、当初計画より早く進

展した。 

 

・大型摩擦実験に基づく摩擦

法則構築に必要なデータ蓄積

及び解析も着実に進んでお

り、大地震の断層破壊エネル

ギーのスケーリングの研究も

順調に進み、これらの成果も
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シミュレーション手法

を開発し、南海トラフ

巨大地震発生による津

波浸水・模擬記録を合

成した。さらに、内陸の

大地震シナリオ作成に

向け、熊本地震本震に

よる剪断歪みエネルギ

ーの増減が余震活動に

影響を与えていること

を論文誌上で発表し

た。内陸の応力分布推

定に資するため、防災

科研の比較的浅部の観

測井コア試料にコア変

形法を適用し、原位置

地殻応力測定手法とし

ての有効性を評価し

た。断層運動を制御す

る速度-状態依存摩擦構

成則パラメタの断層長

に対する依存性を確認

するため、防災科研が

所有する大型振動台を

利用してメートルスケ

ールのガウジ摩擦実験

を実施した。メートル

スケール岩石摩擦実験

のデータ解析結果に基

づき、断層面に沿って

伝播するレイリー波の

群速度をモニターする

ことで断層面の破損状

態を把握できる可能性

を示し、誌上発表した。

防災科研が所有する長

大岩石摩擦試験機を用

いて 4m 長岩石試料の

摩擦実験を実施し、局

所的な載荷速度が前震

順調に誌上発表された。 

 

・AGU 2019 Fall Meeting 等

の国際学会・国際研究集会で

の 3 件の招待講演、日本地球

惑星連合令和元年大会での招

待講演、災害の軽減に貢献す

るための地震火山観測研究計

画成果報告シンポジウムでの

講演依頼、Annual Review of 

Earth and Planetary 

Sciences 誌（IF9.2）からの依

頼原稿など、本プロジェクト

の研究成果が世界的に注目を

浴びている。 
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の発生条件及び規模に

影響を与えていること

を明らかにした。断層

破壊メカニズムの解明

のため、全世界で発生

した M7 以上の大地震

を対象とし、震源破壊

過程モデルから断層破

壊エネルギーの定量的

な推定を行い、断層す

べりとの間のスケーリ

ング則を推定した。さ

ら に SWIFT-

TSUNAMI システムに

より、アジア・中南米地

域で発生した M6 以上

の地震を対象とした地

震メカニズム推定及び

M7 以上の地震を対象

とした津波シミュレー

ションを行い、結果を

Web で公開した。 

 

②火山災害の観測・

予測研究 

 

基盤的火山観測網

と各種リモートセ

ンシング技術やモ

ニタリング技術等

を活用して火山災

害過程の把握や予

測に関する研究開

発及び火山災害の

軽減につながるリ

スクコミュニケー

ションの在り方に

関する研究を実施

し、新たな火山防

災・減災対策の実現

を目指す。また、大

②火山災害の観測

予測研究 

 

平成 26 年の御嶽山

の噴火災害は、水蒸

気噴火予測の困難

さや事前に適切な

情報提供ができな

かったことなどに

より戦後最悪の火

山災害となった。本

噴火災害により、火

山防災対策推進の

仕組み、火山監視・

観測体制、火山防災

情報の伝達、適切な

避難方策、火山防災

教育や知識の普及、

②火山災害の観測

予測研究 

 

・運用を開始した

JVDN システム（火

山観測データ一元

化システム）等のデ

ータも活用し、前回

の噴火から 32 年経

過し噴火が懸念さ

れる伊豆大島を主

な対象として、火山

体の地下構造，地下

のマグマの活動を

捉える技術開発を

進める。 

・地上設置型レーダ

ー干渉計観測デー

 ②火山災害の観測予測

研究 

 

●多項目観測データに

よる火山現象・災害過

程の把握のための研究 

 

・阿蘇山の活動評価に

おいて、V-net 及び臨時

観測点において、阿蘇

山の噴火に前駆するマ

グマ溜まりの膨張を高

精度に捉えることに成

功した。また、防災科研

V-net と気象庁の地震

計データを利用し、阿

蘇山の火山性地震の震

源を ASL 法により自動

②火山災害の観測予測研究 

 

 

 

 

 

・V-net データ解析による火

山噴火機構の解明、地上設置

型レーダー干渉計観測システ

ムや ARTS-SE、火山灰可搬型

分析装置、火山シミュレーシ

ョンなどの技術開発を着実に

進めた。また、次世代火山研

究推進事業において、将来の

火山研究・火山防災の重要な

プラットフォームとなること

が期待される火山観測データ

一元化共有システム（JVDN

②火山災害の観測予測研究 

 

＜評価すべき実績＞ 

・火山災害の観測・予測研究の成果については、顕著な成果が生まれていると認めら

れ、特に次世代火山研究推進事業において火山観測データ一元化共有システム

（JVDN システム）を整備し、大学・気象庁・研究機関のデータや解析手法の共有に

よる火山研究及び火山防災の共通プラットフォームを構築、運用を開始したことは

大きな成果であり高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・観測・モデリング研究とリスクコミュニケーション研究との連携も意識して、進め

ていただきたい。 

・火山災害リスクの大きさによって観測対象火山を重要度または危険度を分類する

ことがあってもいいのではないかと感じる。火山災害リスク評価を進める際この観

点は重要になってくるものと思われる。 

・火山研究者は人数が限られており、本プロジェクトの目的にも記されている火山災

害軽減のための「観測」「予測」「対策」の課題解決を図る事を踏まえると、対象とな

る火山の選定は慎重に検討されたい。 
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学・研究機関との連

携等も含め、研究実

施体制の強化・充実

を図る。 

火山研究体制の強

化と火山専門家の

育成など、火山防災

対策に関する様々

な課題が明らかに

なった。火山災害に

よる被害の軽減を

図るため、上記課題

の解決を目指し以

下の研究開発に取

り組む。 

基盤的火山観測網、

火山ガス・地殻変

動・温度の把握を目

的としたリモート

センシング技術等

による多項目の火

山観測データを活

用し、多様な火山現

象のメカニズムの

解明や火山災害過

程を把握するため

の研究開発を進め

る。 

また、事象系統樹

は、地域住民、地方

公共団体や政府が、

噴火災害の恐れの

ある噴火活動に対

して、その火山活動

や噴火現象の推移

の全体像を把握し、

適切な判断をする

基本となるもので、

社会的に重要であ

る。この事象系統樹

による推移予測技

術の開発、実験的・

数値的手法による

多様な火山現象を

タ自動処理システ

ムへの大気遅延誤

差軽減手法の組み

込みを行う。 

・SAR 干渉法にお

ける降灰による干

渉性劣化を精密に

抽出するため、平常

時の干渉性の時間

変化モデルを構築

する技術開発を進

める。 

・ARTS-SE のデー

タの処理手法の開

発（火成岩の赤外分

光放射率計測）を行

うとともに、望遠画

像分光装置（赤外

域）装置のセンサ部

開発を行う。 

・伊豆大島を対象と

して、物質科学分

析･実験から噴火過

程をモデル化する。 

・対象火山での火山

泥流の評価手法を

開発する。 

・マグマシステム内

進化過程シミュレ

ーションマスター

モデル開発に着手

する。 

・ステークホルダー

間におけるニーズ

や適切なアプロー

チの仕方を明確に

するため、引き続き

火山専門家と非専

門家を対象とした

ヒアリング調査・ア

で決定する手法をサー

バに組み込み、運用を

開始した。伊豆大島の

活動評価では、地震計

アレイデータの解析か

ら微弱な歪変化に伴う

速度構造の変化を検出

する技術を開発した。

また、伊豆大島や阿蘇

山を含む10火山に対し

て、地震波の散乱・内部

減衰の値を雑微動の相

互相関関数を用いて推

定する手法を適用し、

非火山地域に比べ 2 桁

程度大きいことを明ら

かにした。令和元年８

月に浅間山で発生した

水蒸気噴火に対応し

た。さらに、火山活動の

評価に資する手法とし

て、状態遷移図の概念

を作成した。さらに、次

世代火山研究推進事業

において火山観測デー

タ一元化共有システム

（JVDN システム）を

整備し、大学・気象庁・

研究機関のデータや解

析手法の共有による火

山研究及び火山防災の

共通プラットフォーム

を構築、運用を開始し

た。 

 

●火山リモートセンシ

ング技術の開発研究 

 

・衛星 SAR 解析では、

2016 年熊本地震後の長

システム）の構築を行い、大

学・気象庁・研究機関などの

連携による研究基盤の提供を

開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次世代火山研究推進事業と

の有効な連携により、観測・

・国難災害となりうる富士山噴火による降灰に関する研究が進むことを望んでいる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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再現する物理モデ

ルの構築などによ

り、火山活動及び火

山災害の推移を予

測する技術開発を

実施する。さらに、

水蒸気噴火の先行

現象の研究等に資

するため、火口付近

を含む火山体周辺

において火山観測

網を補完する機動

的な調査観測を行

うほか、噴火様式の

変化を早期に捉え

るため、遠隔で火山

ガスや火山灰等の

分析を行うモニタ

リング技術を開発

する。 

災害リスク情報に

関する研究と連携

し、火山活動と火山

災害に関する空間

的・時間的情報を一

元化し、火山防災に

関わる住民・国・地

方公共団体・研究機

関が迅速に共有・利

活用できるシステ

ムを開発する。ま

た、火山専門家の知

見を社会に効果的

に伝える手法の開

発等、火山災害によ

る被害の軽減につ

なげるためのリス

クコミュニケーシ

ョンの在り方に関

する研究を実施す

ンケート調査を実

施する。 

・前年度の実態調査

で明らかになった

各自治体における

防災訓練や研修・教

育に関する現状を

踏まえ、効果的な防

災訓練や研修を実

施するためのコン

テンツ（テキストや

教育資料等）の作成

に着手する。 

・火山災害・火山防

災に係るテキスト

の作成に向け、前年

度収集した情報を

基に決められた方

向性に沿って、内容

の詳細を決定する。

また本テキストの

作成に当たっては、

非専門家からのニ

ーズも反映させる。 

・降灰によるPC（機

器）への影響評価実

験を実施する。 

期的影響評価を実施し

た。震源断層および阿

蘇山付近の地点におけ

るスラントレンジの時

間変化を対数関数＋線

形関数によるフィッテ

ィングを行い、地震後 1

年まではおおよそ対数

関数に沿っているが、

その後線形的な変動が

あることを把握した。

光学センサの開発で

は、ARTS-SE カメラ型

センサ（STIC）のデー

タ処理手法に基づき、

SfM/MVS 処理により

地形図（UTM 座標）に

重畳可能なオルソ補正

画像の作成手法、多角

度連続観測による火山

地帯の熱源の計測高精

度化を実現）した。ま

た、STIC のセンサ技術

を応用したポータブル

な 画 像 分 光 装 置 (G-

STIC)を開発（赤外域）

した。G-STIC の開発で

は、多眼カメラで構成

されるマルチバンド型

の赤外カメラの開発を

行い、非冷却型赤外カ

メラによる SO2 ガスの

可視化を実現するマル

チバンドカメラのセン

サ部とこれらを利用し

た 3 台のマルチバンド

カメラの同期観測シス

テ ム を 構 築 し 、 約

0.5ppmv の精度で SO2

予測・対策を一体的に学術・

実用の両面から発展させる取

組を予定通り実施した。 

 

 

・今後これらの要素技術を総

括し、火山活動評価のための

ツールとして状態遷移図を提

案するとともに、それに伴う

火山災害評価および対策提案

に資する事象系統樹の開発を

進める方向性を明示した。 
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る。国内の火山研究

の活性化と成果の

社会実装を推進す

るため、大学・研究

機関・火山防災協議

会等との連携を強

化し、研究実施体制

の強化・充実を図る 

ガスを可視化するシス

テムを実現した。 

 

●噴火・災害ポテンシ

ャル評価のためのモデ

リング研究 

 

・火山灰自動採取・可搬

型 分 析 装 置 開 発

(VOLCAT)において、

VOLCAT2 号機につい

て桜島でのテスト観測

を行い、1 号機の改良も

合わせて行った。自動

火山灰分類システムで

は、阿蘇山 2014 年およ

び 2016 に発生した噴

火の際の火山灰を採集

し、ディープラーニン

グにより本質物・類質

異質岩片・斜長石の 5種

類の構成物の割合を自

動的に把握し、マグマ

性・非マグマ性を即時

に判定する技術の有効

性を確認した。阿蘇山

2014-2016 年噴火粗粒

火砕物の分析を実施

し、2016 年 10 月 8 日

噴火では、少なくとも

粗粒なマグマ片が放出

された証拠は得られて

いないこと、2015 年秋

以降、大き目な噴火に

おけるマグマの関与の

程度は次第に減少して

いるように見えること

を把握した。室内実験

では、伊豆大島 1986 年

B1溶岩についてマグマ
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の粘性試験を実施し、

非定常状態の粘性変化

を明らかにした。数値

シミュレーションの開

発では、溶岩流シミュ

レーションの高速化を

行い、富士山溶岩流の

河口湖・山中湖流下に

よる水冷効果の定量化

を行った。また、歪速度

一定条件下での泥流レ

オロジー実験の結果を

流動モデルに組み込み

評価を行った。減圧結

晶化作用と噴火分岐の

関係を整理し、マグマ

システム内進化過程シ

ミュレーション開発に

着手した。 

 

●火山災害軽減のため

のリスクコミュニケー

ションに関する研究 

 

・那須岳火山防災協議

会における防災訓練及

び座学研修を実施し

た。また、次年度実施の

那須岳における登山者

動向把握実験につい

て、企画と調整を行っ

た。また、那須町と連携

し中学生向けのアウト

リーチ活動を実施し

た。過去の噴火災害発

生時の Twitter の利用

状況を調査し、Twitter

による防災科研火山防

災研究部門からの情報

発信と情報収集に関す
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る検討を行った。PC を

対象とした降灰影響評

価実験を実施した。令

和元年 11 月に「火山災

害軽減のための方策に

関する国際ワークショ

ップ 2019」を，火山噴

火の危機管理をテーマ

として東京都内で開催

し，米国，コロンビア，

インドネシアを含む国

内外の火山専門家や

国・地方自治体の火山

防災関係者，合計103名

が参加して意見交換を

行った。そこでは，日本

は諸外国に比べ，火山

噴火ハザード評価やリ

スク評価の取組が不十

分であることなどを共

有した。 

この他、令和元年の

Journal Disaster 

Research 4 号と 5 号に

次世代人材育成火山プ

ロジェクト特集を企画

した。 

 

 

（２）社会基盤の強

靱性の向上を目指

した研究開発の推

進 

 

南海トラフ巨大地

震や首都直下地震

等が懸念されてお

り、社会基盤の強靭

性向上と事業継続

能力の強化による

地震災害の軽減に

（２）社会基盤の強

靱性の向上を目指

した研究開発の推

進 

 

今後発生が懸念さ

れている南海トラ

フ巨大地震や首都

直下地震等、巨大地

震災害に対する我

が国におけるレジ

リエンス向上に貢

（２）社会基盤の強

靱性の向上を目指

した研究開発の推

進 

 

・地震減災技術の高

度化と社会基盤の

強靭化に資する研

究では、昨年度実施

した中層RC試験体

のＥ－ディフェン

ス実験のデータ解

（２）社会基盤の

強靱性の向上を目

指した研究開発の

推進 

 

○安全・安心な社

会の実現に向け

て、国の施策や計

画等において国が

取り組むべき課題

の解決につながる

（２）社会基盤の強靱

性の向上を目指した研

究開発の推進 

 

実大三次元震動破壊実

験施設等研究基盤を活

用した地震減災研究 

 

 

 

 

 

（２）社会基盤の強靱性の向

上を目指した研究開発の推進 

 

補助評定：（Ａ） 

 

<補助評定に至った理由> 

・研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な施設利活用の業

（２）社会基盤の強靱性の向上を目指した研究開発の推進 

 

 

補助評定：（Ａ） 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
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向けた対策の推進

が急務である。 

 Ｅ－ディフェン

スを活用して、構造

物の耐震性能評価

に加え構造物の応

答制御や機能維持

等を対象とした大

規模・最先端な震動

実験を実施し、実験

データの取得・蓄

積・解析とその公

開・提供を通じて、

地震減災技術の高

度化と社会基盤の

強靭化に貢献する。

また、耐震性能評価

への活用のため、構

造物の耐震シミュ

レーションを行う

数値震動台の高度

化を実施する。さら

に、これらの研究の

基盤となるＥ－デ

ィフェンスの機能

の高度化等に取り

組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

献するため、Ｅ－デ

ィフェンス等研究

基盤を活用して、地

震被害の再現や構

造物等の耐震性・対

策技術を実証及び

評価する実験を実

施することにより、

地震減災技術の高

度化と社会基盤の

強靭化に資する研

究及びシミュレー

ション技術を活用

した耐震性評価に

関する研究を行う。 

地震減災技術の高

度化と社会基盤の

強靭化に資する研

究では、Ｅ－ディフ

ェンスを活用した

大規模・最先端な震

動実験により、実験

データの取得・蓄

積・解析を実施す

る。具体的には、構

造物等の耐震性評

価、応答制御、機能

維持システム等の

課題や社会基盤を

構成する構造物、地

盤等の地震時挙動

解明に関する課題

に重点的に取り組

み、地震時の破壊や

被害に至る過程の

再現、対策技術の適

用性・有効性等を実

証する。 

シミュレーション

技術を活用した耐

析を行い次世代高

耐震技術に関する

情報を整理すると

ともに、機能維持シ

ステムに関する課

題、社会基盤構造物

に関する課題、次世

代免震技術に関す

る課題について取

り組む。また、Ｅ－

ディフェンス等実

験施設の活用によ

る構造物等の耐震

性実証・評価実験を

継続的に実施する

ための標準的手法

構築に関する検討

と、映像を含む実験

データを防災・減災

意識の啓発、教育等

に活用することも

意識した、情報プロ

ダクツの作成に取

り組む。さらに、文

部科学省から委託

された「首都圏を中

心としたレジリエ

ンス総合力向上プ

ロジェクト」におけ

る非構造部材を含

む構造物の崩壊余

裕度に関するデー

タ収集・整備に関す

る鉄筋コンクリー

ト構造建物の実験

を実施する。また、

振動制御手法や土

構造物に関わる共

同研究を推進する。

これらの推進では、

研究開発が推進さ

れているか。 

 

《評価指標》 

・社会基盤の強靱

性の向上を目指し

た研究開発の成果 

・成果の社会実装

に向けた取組の進

捗 

《モニタリング指

標》 

・論文数・口頭発表

件数等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「地震減災技術の高

度化と社会基盤の強靭

化に資する研究」では

住居等の損壊による屋

外への長期間の退避、

建替え・補修の経済的

な負担等を低減するた

めの耐震・免震研究、施

設・土木構造物・重要施

設の配管等の機能を維

持するための研究、地

震による構造物の挙動

を把握するためのセン

シング技術の研究に関

する、技術開発・高度

化・実証・評価を実験施

設やシミュレーション

を活用し進めた。 

 

・次世代高耐震技術に

関する研究では、平成

27年度と平成30年度に

実施した中層ＲＣ試験

体の実験データを比較

務運営の下で「研究開発成果

の最大化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成果の創

出の期待等が認められるた

め、（Ａ）評定とする。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「社会基盤の強靱性の向上

を目指した研究開発の推進」

として、大規模実験施設及び

研究成果が着実に利活用され

国内外における社会基盤の強

靭性の向上に寄与した以下の

実績は、顕著な成果として高

く評価できる。 

 

・「地震減災技術の高度化と

社会基盤の強靭化に資する研

究」では、巨大地震に対する

構造物等の挙動解明、被害低

減、機能維持を目指し、民間

企業、大学等、関係機関と連

携し、研究開発を着実に進め、

E-ディフェンスなどの施設利

活用による実証・評価された

成果を創出した。 

 

・新技術の開発・検証に加え、

成果の規格・指針類への反映、

自治体施策への反映に向けた

検討など、社会実装に向けた

取組を着実に進めた。 

 

・建築学会から発刊される規

準図書の改訂において、10 層

ＲＣ実験でのデータの解析を

進め、設計方法と実験での性

能の内容を含めた記載につい

て、令和元年度は学会内の査

読が通り、令和２年度末に刊

＜評価すべき実績＞ 

・E-ディフェンスと大型耐震実験施設の共用を促進し、効果的・効率的な運用を行

い、次世代高耐震技術に関する研究の推進を通じて着実に成果を蓄積していること

は評価できる。 

・令和元年度の共用回数が、E ディフェンスでは４件、大型耐震実験施設で６件と高

い稼働率を上げている。特筆すべきはこの世界最大の加振施設で平成 18 年４月より

無事故記録が継続していることを非常に高く評価できる。 

・エネルギー施設の配管系の耐震評価手法の合理化・高度化を目的とした事例規格作

成活動において、防災科研の過去の実験データを活用して作成された耐震設計手法

が、日本機械学会より事例規格として発表されたことは評価できる。これにより、今

後のエネルギー施設の配管系の耐震評価の合理化・高度化への貢献となり、現場での

スタンダードとして実際の設計で貢献することとなったことは素晴らしい成果であ

る。 

・蛇籠道路擁壁の耐震強化に関する共同実験研究を行った成果を用い、ネパールにお

いて、耐震強化蛇籠擁壁の試験及びモニタリングを行うとともに、現地技術者のスキ

ルアップに貢献したこと、熊本城を復旧するための石垣補強技術の耐震性評価のた

めの実証実験を実施し、復旧に効果的な対策工法の技術提案に貢献したこと、次世代

免震技術に関する研究では、小型家屋クラスの試験体の３次元免震、巨大地震のイン

フラを止めない指標とされる震度 4 以下への低減に成功したことにより、家屋や文

化財に適用できる見通しを得たことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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 震性評価に関する

研究では、Ｅ－ディ

フェンスで実施し

た実験を再現する

シミュレーション

技術（数値震動台）

の性能向上や利便

性向上等に関する

研究開発等を行い、

耐震性評価への活

用を目指す。 

これらの研究は、関

係機関との連携・協

働体制の下で推進

し、Ｅ－ディフェン

スで実施した実験

から得られるデー

タ・映像について

は、公開することに

より、我が国全体の

地震減災に関する

研究開発振興と防

災意識啓発に貢献

する。また、「戦略的

イノベーション創

造 プ ロ グ ラ ム

（SIP）」等の一環と

して、Ｅ－ディフェ

ンスを活用した実

験研究を関係機関

と共同で実施する。 

関係機関と連携し

た体制を構築する

とともに、実験施設

等の研究資源を有

効に活用する。 

・シミュレーション

技術を活用した耐

震性評価に関する

研究では、数値震動

台等シミュレーシ

ョン技術の性能向

上のため、構造材料

の繰り返し損傷モ

デルや重要機器や

耐震家具シミュレ

ーションの高度化

を実施する。あわせ

て、建物の総合的耐

震性評価に向けて

構造室内連成解析

のためのインター

フェース開発を行

うとともに、利便性

向上のため、試用版

プリ処理ソフトの

高度化およびポス

ト処理を含めた一

貫解析システム開

発のためのデータ

構造等を設計する。

また、シミュレーシ

ョン活用のため、産

学官でのエネルギ

ー施設の耐震性評

価のためのシミュ

レーションの共同

開発を進める。さら

に、仮想地震被害体

験のためのシミュ

レーションによる

も含めて取り纏め、日

本建築学会と世界地震

工学会議への投稿論文

とした。更に、設計技術

の高度化と各国の建築

基準に照らした国際的

な展開を見据えて、令

和元年９月10日から12

日に、米国 UC バークレ

ーで、米国、トルコ、イ

タリア、ニュージーラ

ンド、スロベニア、台

湾、韓国、中国の 8か国

からの研究者による国

際ワークショップを開

催し、今後の耐震工学

の研究推進にて協調す

ることとした。 

 

・機能維持システムに

関する課題では、体育

館やホール等の大空間

構造の機能維持対策と

被害評価に関する研究

を進めた。体育館の縮

小模型を用いた振動台

実験を大型耐震実験施

設で行い、中小地震に

よる揺れから損傷を検

知する技術を開発する

為のデータを取得し

た。令和２年度に国際

会議や建築学会のセミ

ナーで、成果を公表す

る予定である。加えて、

体育館で典型的に生じ

る地震被害を低減する

為のエネルギー吸収装

置の性能確認試験を、

大型耐震実験施設で行

行の目途が立った。成果が設

計者を含む社会の現場で使わ

れ、地震対応力の高い建物の

建設に貢献することとなっ

た。 
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データ生成として

複数階の室内被害

のVR映像生成を実

施する。 

った。今後、熊本地震で

被害を受けた体育館の

被害再現実験を行う予

定である。 

 

・社会基盤構造物に関

する課題では、地盤と

エネルギー施設の配管

系に対する研究を進め

た。地盤の液状化被害

に関する基礎的な研究

では、平成 29 年度に実

施した遠心載荷実験を

補完・補強するための

遠心載荷実験を行い、

地盤の排水条件が地盤

の液状化に及ぼす影響

解明を進めた。また、平

成 30年度に実施した液

状化時における表層地

盤への水の浸透実験の

結果を取りまとめ、水

の浸透により、液状化

する可能性がある地盤

が拡大する可能性を示

した。これらの試験デ

ータ及び引き続き実施

予定のＥ－ディフェン

ス実験データを調査

法・対策法の検証など

に活用できるデータベ

ースとしてまとめる。 

 

・エネルギー施設の配

管系の耐震評価手法の

合理化・高度化を目的

とした研究において

は、防災科研で実施し

た過去実験のデータを

活用して作成した弾塑

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・エネルギー施設の配管系に

ついて、防災科研で実施した

過去実験のデータを活用して

作成した耐震設計手法を日本

機械学会が事例規格として発

刊したことは、今後のエネル

ギー施設の配管系の耐震評価
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性時刻歴振動応答解析

に基づく耐震設計手法

を日本機械学会の事例

規格として発刊した。

また、事例規格の汎用

性を高めるために今後

検討すべき課題の抽出

を行った。 

 

・次世代免震技術に関

する研究では、街区免

震による地震災害ゼロ

区域の実現を目指し、

支持荷重 10t の浮揚式

３次元免震システムを

開発し，Ｅ－ディフェ

ンス加振実験を行っ

た。免震装置は良好に

機能し，兵庫県南部地

震（JR 鷹取波）等の巨

大地震の揺れを震度 4

以下に低減した。これ

により小型の家屋や文

化財に適用できる見通

しを得た。今後さらな

る大容量化を検討中

で，数年内にＥ－ディ

フェンスで最大級の RC

建物試験体800tへの適

用を予定している。 

 

●Ｅ－ディフェンスと

大型耐震実験施設の活

用による、耐震性実証・

評価実験を継続的に実

施するための標準的手

法構築として、信頼性

と利便性の高い、構造

物地震応答の無線計測

システムの開発を民間

の合理化・高度化への貢献と

なり、現場ではスタンダード

として実際の設計で貢献する

こととなった。 

 

 

 

 

 

 

・次世代免震技術に関する研

究では、小型家屋クラスの試

験体を３次元免震し，巨大地

震を、インフラを止めない指

標とされる震度 4 以下に低減

し、家屋や文化財に適用でき

る見通しを得た。これは実用

に向けた技術成果として評価

できる。技術的にも、一般的

な水平免震装置では到達でき

ない結果である。 
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企業と共同で進めた。

令和元年度は、無線通

信の安定化を主目的と

した計測システムの高

度化を行った。また、シ

ステムの実用化に向け

て、制御用ソフトウェ

アを開発した。 

 

・実験データの防災・減

災意識の啓発、教育等

への活用に向けて、Ｅ

－ディフェンス実験で

新たに木造耐震・免震

住宅それぞれの室内被

害の様相を取得した。

実験映像による VR体験

システムについては、

開発に着手以降、防災

訓練・イベント等に展

示し、13 歳以上の体験

者が 2,000 人となった。

また、NHK放送技研協力

のもと、クイズ形式の

VRコンテンツと13歳未

満の子供向けの単眼 VR

ゴーグルを作成し、科

学技術館をはじめとす

るイベント等への展示

により、家具固定など

の防災意識の向上に貢

献した。 

 

●「首都圏を中心とし

たレジリエンス総合力

向上プロジェクト」に

おける非構造部材を含

む構造物の崩壊余裕度

に関するデータ収集・

整備の課題において
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は、非構造部材を含む 3

層 RC災害拠点建物の機

能を検証するため、委

託先の東京大学などと

協働で、Ｅ－ディフェ

ンスを活用した震動台

実験を実施し、目的と

したデータを取得し

た。 

 

●振動制御手法や土木

構造物に関わる以下の

共同研究を推進すると

ともに、実験施設等の

研究資源を有効に活用

する方策を検討した。 

 

・振動制御手法の共同

研究として、「巨大地震

に対する創生型居住環

境のレジリエンス研究

の国際コミュニティを

担う人材育成」（科学技

術人材育成費補助金

（国際的な活躍が期待

できる研究者の育成））

の一環として、「振動制

御構造の性能評価のた

めのセミアクティブ免

震構造の振動台実験」

を神戸大学（南カリフ

ォルニア大学・コネチ

カット大学も参加）と

ともに実施した。地震

災害に対してより効率

的で回復力の高いレジ

リエント構造を実現す

る技術として振動制御

構造を用いたセミアク

ティブ免震構造の研究
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を推進しており、Ｅ－

ディフェンスを用いた

実大規模のセミアクテ

ィブ免震構造の実証実

験を行った。ここでの

結果として、通常の耐

震構造物が受ける応答

の 1/3 以 下 で あ る

200gal 以下の応答を実

現し、かつ通常の免震

構造物の応答変位の半

分程度まで減少でき

た。これらよりレジリ

エンス構造の実現のた

めの基礎技術および知

見を得た。 

 

・土木構造物について、

低廉で迅速な盛土の耐

震補強工法の研究開発

が喫緊の課題となって

おり、平成 28-29 年度

に、大型耐震実験施設

において土のうを用い

た提案技術に関する実

大規模実験を行い、地

震減災実験研究部門が

有する二つの大型施設

を有効活用しノウハウ

を積み重ね、令和元年

度は、兵庫県との共同

研究において、土のう

構造体を用いた道路盛

土の耐震補強工法に関

する効果検証実験をＥ

－ディフェンスを活用

し実施した。この一連

の実験で得た耐震補強

工法の研究開発成果

は、令和２年秋に開催
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予定であるWSにおいて

公表するとともに、兵

庫県所管の関連団体等

の委員会で利活用方法

を議論し、行政の施策

へ反映させる予定であ

る。 

 

・大型耐震実験施設に

おいて、平成 28 年熊本

地震により被災した熊

本城を対象とする石垣

補強技術の耐震性評価

に関する実験を共同研

究で実施した。本実験

を通じた効果的な対策

工法の検証結果を用い

た技術提案を行い、熊

本城の復旧に役立てる

とともに、石垣の耐震

補強方法・崩壊対策の

先駆けとして、全国的

に観光資源の保護に役

立てていく予定であ

る。 

 

・大型耐震実験施設の

顧客拡大と利活用促進

策の一環で、降雨と地

震の複合作用に関する

実験手法の検討を始め

た。当該施設上で実施

可能な散水装置を作製

し、中規模サイズの擁

壁モデルとため池モデ

ルを用いた降雨と地震

の繰り返し作用に関す

る実験を行った。取得

した基礎データから、

実験手法として成立す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方の文化遺産保護への取

組として、大型耐震実験施設

を用いて、熊本城を復旧する

ための石垣補強技術の耐震性

評価のための実証実験を実施

し、復旧に効果的な対策工法

の技術提案に貢献した。 
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ることができる可能性

を得た。今後、検証を継

続し、様々なユーザー

の要求に応えられるよ

う整備をしていく予定

である。 

 

・ 2015 年（平成 27 年）

ネパール・ゴルカ地震

における被害調査以

来、平成 28 年度から２

カ年にかけて大型耐震

実験施設による蛇籠道

路擁壁の耐震強化に関

する実験研究を共同研

究で行って来た。その

成果を用い、ネパール

現地に耐震強化蛇籠擁

壁の試験施工及びモニ

タリングを行った。ま

た、これら一連の研究

成果をとりまとめ現地

で説明会を行った。同

時に、JICA 事業の一環

で、現地技術者を対象

とする設計・施工ガイ

ドラインを作成し、現

地行政関係者に配布し

て現地行政担当者と技

術者のスキルアップに

貢献した。 

 

 

●「シミュレーション

技術を活用した耐震性

評価に関する研究」の

業務実績は以下の通り

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ネパールにおける蛇籠擁壁

の耐震化については、これま

で、蛇籠自体の研究事例がな

いところから、蛇籠擁壁の耐

震性の検証、設計手法の提案

まで行い、現地の現場で試験

施工及びモニタリングを実施

した。これら一連の活動は、

ネパール行政から、JICA の事

業ともに実施した現地技術者

のスキルアップへの貢献も含

め評価され、研究成果が国際

的に貢献し、今後の事業者等

による技術の国際的な展開に

寄与した。  
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・数値震動台の性能向

上のため、これまで十

分に確立されていない

クラック発生後の繰返

し挙動を表現できるよ

うに、独自にモデル化

したコンクリート材料

の三次元構成則を数値

震動台に実装して有限

要素法モデルに対し

て、多軸応力下の様々

な載荷履歴で適切に挙

動することを確認し

た。コンクリートの圧

縮破壊のモデル化につ

いては、角形コンクリ

ート充填鋼管柱の繰り

返し曲げせん断挙動の

有限要素解析をとりま

とめて査読論文に掲載

された。 

 

・室内耐震化のための

重要機器の解析技術の

高度化について、サー

バーラックを対象と

し、ねじ締結の緩みを

考慮したねじの劣化モ

デルを導入した地震応

答解析の結果をとりま

とめた査読論文とし

た。これは、第 32回計

算 力 学 講 演 会

(CMD2019)優秀講演表

彰を受賞した。 

 

・建物の総合的耐震性

評価に向けて、建物の

挙動が居室内の家具等

に伝播し応答する、構

・「シミュレーション技術を

活用した耐震性評価に関する

研究」では、重要施設の耐震

性評価シミュレーションに必

須となる機能の開発を遅滞な

く進めた。また、新たなモデ

ル化技術の開発に取り組むな

ど数値震動台等シミュレーシ

ョン技術の性能向上のための

研究開発を着実に進めた。 
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造室内連成解析のイン

ターフェース開発を推

進した。 

 

・構造室内連成解析の

インターフェースを活

用し、10層 RC 建物実験

の再現解析結果を用い

た室内被害シミュレー

ションを実施し、各階

での家具の挙動の違い

を評価すると共に、三

次元映像を生成した。 

 

・民間会社、大学と共同

で、重要施設の耐震性

評価シミュレーション

（E-FrontISTR）の開発

を進めた。この開発で

は、これまでの数値震

動台のプログラム開発

経験や E-ディフェンス

実験の再現解析による

妥当性確認のノウハウ

等が活用された。令和

２年度は、重要施設の

耐震性評価シミュレー

ションに必須となる機

能の開発を完了し、令

和 ３ 年 度 は E-

FrontISTR を販売開始

するための検証を予定

している。 

 

・メッシュ生成用プリ

処理モジュールの開発

では、一貫解析システ

ム構築を見据えたデー

タ構造の設計を進める

とともに、鉄骨造建物
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で一般的に見られる複

雑なディテールについ

てもメッシュが問題無

く生成できるよう機能

を拡充した。拡充した

機能を用いて鉄骨造建

物のメッシュ生成と解

析を行い，実際の設計

業務で一般的に行われ

る解析手法との比較を

行った。通常の設計で

対象としない大変形領

域で、損傷個所に差が

みられた。今後重要と

なる大変形領域での性

能評価への活用が期待

される。 

 

 

（３）災害リスクの

低減に向けた基盤

的研究開発の推進 

 

 

災害リスクの低減

に向けて、観測・予

測研究及びハザー

ド評価研究と一体

で、災害の未然防

止、被害の拡大防止

から復旧・復興まで

を見据えた研究開

発を推進する。 

 

① 気象災害の軽

減に関する研究 

地球温暖化による

気候変動の影響等

に伴う竜巻、短時間

強雨、強い台風、局

地的豪雪等の増加

（３）災害リスクの

低減に向けた基盤

的研究開発の推進 

 

 

①気象災害の軽減

に関する研究 

 

(a)マルチセンシン

グに基づく水災害

予測技術に関する

研究 

 

 豪雨・突風・降雹・

落雷等激しい気象

や都市の浸水を引

き起こす積乱雲の

予測精度は依然と

して低い。また防災

情報を提供するタ

イミングの難しさ

等により、毎年のよ

（３）災害リスクの

低減に向けた基盤

的研究開発の推進 

 

 

①気象災害の軽減

に関する研究 

 

(a)マルチセンシン

グに基づく水災害

予測技術の開発 

 

 

・雲レーダ、ドップ

ラーライダー、マイ

クロ波放射計等の

観測機器を運用し、

プロダクトの一部

についてリアルタ

イムの情報公開を

行うとともに、積乱

雲の早期検知技術

（３）災害リスク

の低減に向けた基

盤的研究開発の推

進 

 

①気象災害の軽減

に関する研究 

 

○安全・安心な社

会の実現に向け

て、国の施策や計

画等において国が

取り組むべき課題

の解決につながる

研究開発が推進さ

れているか。 

 

《評価指標》 

・気象災害の軽減

に関する研究開発

の成果 

（３）災害リスクの低

減に向けた基盤的研究

開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）災害リスクの低減に向

けた基盤的研究開発の推進 

 

補助評定：（Ａ） 

<補助評定に至った理由> 

・研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の活

動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が

認められるため、（Ａ）評定と

する。 

 

（Ａ評定の根拠） 

○「災害リスクの低減に向け

た基盤的研究開発の推進」と

して、基盤的研究開発を推進

するとともに社会実装に向け

（３）災害リスクの低減に向けた基盤的研究開発の推進 

 

 

補助評定：（Ａ） 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

 

①気象災害の軽減に関する研究 

(a)マルチセンシングに基づく水災害予測技術の開発 

 

＜評価すべき実績＞ 

・近年多発している、局地的豪雨、土砂災害に対応した観測機器を整備するととも

に、そのデータを解析することで、我が国の防災・減災に資しており、特に多大な被

害がもたらされた令和元年に起きた台風などの際に、これまでの研究成果を生かし

た情報発信ができたことは高く評価できる。 

・「雲レーダを用いたリアルタイム積乱雲表示システム」など新たに５つの気象災害

予測システムが構築されたことは、研究開発の成果として高く評価できる。 

・全国市長会を通じて「リアルタイム洪水・土砂災害リスク情報マップβ版」の試験
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による風水害、土砂

災害、雪氷災害等の

気象災害を軽減す

るため、先端的なマ

ルチセンシング技

術と数値シミュレ

ーション技術を活

用した短時間のゲ

リラ豪雨等の予測

技術開発やハザー

ド評価技術等の研

究開発を実施し、ス

テークホルダーと

協働した取組を通

じて成果の社会実

装を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うに被害を伴う土

砂災害が発生して

いる。さらに気候変

動に伴う巨大台風

の発生と、それに伴

う高潮等の災害が

懸念されている。一

方、防災現場におい

ては、確率的な予測

情報の活用方法が

確立していないな

ど、情報が十分に利

活用されていない。

このような状況を

改善するため、以下

の研究開発に取り

組む。 

雲レーダ、ドップラ

ーライダー及びマ

イクロ波放射計等

を活用した積乱雲

等大気擾乱の早期

検知技術の開発、X

バンド MP レーダ

を活用した雹及び

融解層の検知技術

の高度化、並びに雷

の早期検知可能性

の検討を行う。ま

た、データ同化手法

等を活用した１時

間先までのゲリラ

豪雨の予測技術及

び市町村単位で竜

巻警戒情報を作成

する技術の開発、豪

雨によって発生す

る浸水を確率的に

予測するモデルの

開発とその実証試

の開発を進める。ま

た X バンド MP レ

ーダを活用した雹

及び融解層の検知

技術の高度化・検証

を進めるとともに、

雷の早期検知可能

性を検証する。さら

にドップラーライ

ダー及びマイクロ

波放射計等のデー

タ同化技術の高度

化を図る。 

・豪雨によって発生

する浸水を確率的

に予測するモデル、

およびリアルタイ

ムで雨量の再現確

率を把握する技術

の開発を進める。ま

た豪雨災害の土砂

移動分布図の作成

を進めるとともに、

土石流危険度表示

システムのリアル

タイム化を行う。 

・大型降雨実験施設

を活用して、斜面の

圧力変動や雨水浸

透を監視する技術

の高度化を進める

とともに、地方自治

体の協力のもと、地

盤情報やセンシン

グ技術により斜面

崩壊危険度を評価

する手法の高度化

を図る。 

・高潮による浸水被

害の避難方策の検

・成果の社会実装

に向けた取組の進

捗 

《モニタリング指

標》 

・論文数・口頭発表

件数等 

 

 

 

 

①気象災害の軽減に関

する研究 

(a)マルチセンシングに

基づく水災害予測技術

の開発 

 

・雲レーダのリアルタ

イムノイズ除去技術、

およびレーダエコーの

発達指標を開発し、そ

れらを応用したリアル

タイム積乱雲表示シス

テムが完成した。また

ＸバンドＭＰレーダ、

ドップラーライダー、

マイクロ波放射計等の

データを同化した１

km メッシュ風向・風速

情報を、クライシス・レ

スポンス・サイトを通

じてリアルタイム公開

した。ＸバンドＭＰレ

ーダを用いた融解層検

知技術、降雹域のリア

ルタイム情報作成技術

を開発するとともに、

「ひょう害データベー

ス」を作成した。さらに

民間企業との協働によ

り雷危険度予測システ

ムのプロトタイプが構

築された。 

 

 

・リアルタイムで雨量

の再現確率を表示する

た積極的な取組を進めた以下

の実績は、顕著な成果として

高く評価できる。 

 

①気象災害の軽減に関する研

究 

 (a)マルチセンシングに基づ

く水災害予測技術の開発 

 

・以下のような、これまでに

なかった新しい情報を提供シ

ステムが、５つも構築された。 

①雲レーダを用いたリアルタ

イム積乱雲表示システム 

②１km メッシュのリアルタ

イム風向風速表示システム 

③ＸバンドＭＰレーダを用い

た降雹域推定システム 

④リアルタイムで雨量の再現

確率を表示するシステム 

⑤土石流の危険度を表示する

システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上記に加えて、「雷危険度予

測システム」「体験型高潮浸水

利用を呼びかけ、９市が利用開始したこと、東京消防庁、南足柄市への情報提供を通

じた研究開発、千葉県富津市での土砂災害避難訓練への協力、民間企業との雷予測モ

デルの共同開発等を進めたことは、成果の社会実装を進める取組として高く評価で

きる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・リアルタイム雨量予測および土石流の危険度予測の技術は、豪雨被害が激甚化して

いる背景において極めて重要な技術であり、早くの実用化と横展開（Nation-wide の

システムへの拡充）に期待する。 

・５つの新しい情報提供システムは現段階では、各々個別のシステムであり、また防

災科研以外の機関で開発あるいは運用しているシステム等と組み合わせるなど横断

的なマルチセンシングの実現と、社会の多分野で活用可能な情報の提供につながっ

ていくことを大いに期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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験、過去の土石流等

の履歴解析に基づ

く土石流危険度評

価手法の開発を行

う。 

大型降雨実験施設

を活用して、斜面崩

壊の危険域を絞り

込む手法の開発を

行うとともに、斜面

の変動を監視する

手法の高度化とリ

アルタイムで斜面

崩壊危険度を評価

するシステムの開

発を進める。 

高潮による浸水被

害の避難方策の検

討に役立てること

を目指して、台風時

等における波、流

れ、土粒子輸送等の

観測と台風による

潮位変動や浸水情

報等の予測システ

ムの性能向上を図

るとともに、将来起

こり得る気象災害

を把握するため、台

風災害を含む気象

データベースの高

度化や気候変動等

に伴う海面水温の

変動等が激しい気

象の発生に及ぼす

影響の解明を進め

る。 

なお豪雨、竜巻、浸

水予測技術の開発

と実証実験の一部

討に役立てるべく、

台風時等における

波、流れ、土粒子輸

送等の観測を行う

とともに、沿岸災害

予測モデルの高度

化を図る。また、台

風災害を含む気象

データベースを更

新するとともに、気

候変動等に伴う海

面水温の変動等が

激しい気象の発生

に及ぼす影響の解

明を進める。さら

に、浸水等による道

路の危険度を把握

する技術の開発を

行う。 

・水蒸気情報の同化

手法の高度化を図

り、数時間先までの

線状降水帯の発達

予測技術の開発を

進める。 

・過去の線状降水帯

を引き起こした雨

量情報の統計解析

と地域毎の災害履

歴情報を結びつけ

るデータベースの

構築に着手する。 

 

システムを構築し、台

風第19号の大雨につい

てその結果を公表し

た。また確率的に危険

度が高いと評価された

流域の浸水域を計算す

るための、氾濫モデル

の高度化が図られた。

山形沖地震や台風第 19

号の土砂移動分布図の

作成を行い、現地調査

による検証を行った。

広島県を対象とした土

石流危険度表示システ

ムのリアルタイム化が

図られた。 

 

・大型降雨実験施設を

活用した実験により、

「ジョイント型マルチ

センサー」により地下

水位と表面の変位を監

視することで、斜面崩

壊を早期予測する手法

を開発した。また南足

柄市をフィールドとし

たセンサーの試験運用

を行い、防災担当者に

情報を提供した。さら

に住宅メーカーとの共

同研究により、耐水型

住宅の性能評価実験を

実施した。 

 

・高解像度の高潮浸水

予測モデルの開発を行

い、その成果を普及す

るため、バーチャルリ

アリティを活用した

「体験型高潮浸水シミ

シミュレータ」「地下水位と表

面の変位監視による斜面崩壊

危険度評価」など、成果を普

及するシステムが着実に開発

されている。 
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は、社会実装に向け

た取り組みの一環

として、「戦略的イ

ノベーション創造

プログラム（SIP）」

において府省・分野

横断的に行う。 

 

ュレータ」を構築した。

また西表島の湾内の

波、流れ等の観測や海

底の土粒子の分析を実

施し、検証のためのデ

ータを取得した。さら

に台風災害データベー

スを活用し、令和元年

に日本に接近した12個

の台風について、台風

接近前に「類似した経

路をもつ過去の台風」

による降水量や被害状

況を公表し、啓発を図

った。 

 

・大きな被害をもたら

した台風第19号につい

ては、レーダ等を用い

た大雨と強風の解析結

果や災害調査結果等を

速やかに公表するとと

もに、海面水温が台風

発達に及ぼした影響を

解析した。 

 

・浸水等による道路の

危険度を把握するた

め、車載カメラの画像

から浸水域を判別する

手法の開発に取り組ん

だ。 

 

・成果の社会実装を進

めるため、東京消防庁、

南足柄市への情報提供

を通じた研究開発、千

葉県富津市での土砂災

害避難訓練への協力、

民間企業との雷予測モ
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デルの共同開発等を進

めた。さらに市町村と

の連携を深めるため、

全国市長会を通じて

「リアルタイム洪水・

土砂災害リスク情報マ

ップβ版」の試験利用

を呼びかけた。また連

携大学院制度を活用し

た人材育成、高等学校

等における防災教育を

行った。 

 

・「SIP 第２期」で導入

する最新の水蒸気観測

のデータ同化手法を開

発し、降雨予測の精度

を向上させ、最大積算

雨量の計算法で特許を

出願し、さらに、過去の

雨量情報の統計解析に

より、得られた予測雨

量を再現期間に変換す

る機能を開発した。 

 

 (b)多様化する雪氷

災害の危険度把握

と面的予測の融合

研究 

 

平成 26 年豪雪によ

る甲信越地方での

記録的大雪に伴う

交通障害等、近年、

豪雪地帯以外で発

生する突発的な雪

の災害に対する社

会の脆弱性が課題

となっている。この

ため、豪雪地帯以外

も対象とした、空間

(b)多様化する雪氷

災害の危険度把握

と面的予測の融合

研究 

 

・地上降雪粒子観測

と多相降水レーダ

ーの偏波パラメー

タを用いた降雪特

性算出アルゴリズ

ムの開発に着手す

る。都市雪害に対応

するため、現業レー

ダーから面的な降

雪量を把握するた

めのシステムを構

 (b)多様化する雪氷災害

の危険度把握と面的予

測の融合研究 

 

・多相降水レーダーの

偏波パラメータを用い

た降雪特性の算出アル

ゴリズムに関して、降

雪の粒子判別に特に重

要な偏波パラメータで

ある Zdr の誤差除去に

ついて検討を行い、複

数の補正手法を候補と

して選出した。さらに

都市雪害に対応するこ

とを目的として、現業

(b)多様化する雪氷災害の危

険度把握と面的予測の融合研

究 

 

・降雪や積雪に関するレーダ

ーやセンサーを用いた現況把

握技術開発、及び各種雪氷災

害発生予測技術の研究開発

が、積雪地域のみならず首都

圏も対象として着実に進めら

れるとともに、GIS を用いた

情報の統合化が進展した。 

 

 

 

 

(b)多様化する雪氷災害の危険度把握と面的予測の融合研究 

 

＜評価すべき実績＞ 

・雪氷災害発生対策予測技術の対象を積雪地域のみならず首都圏も含めて着実に進

めたことは高く評価できる。 

・屋根雪おろしの必要性の目安とする事のできる積雪重量分布情報の「雪おろシグナ

ル」の運用を、前年度までの新潟県、山形県、富山県に加え秋田県にも自治体の協力

のもと拡大したこと、気象台との連携、民間企業との協力を深め社会実装につながる

努力をしたことは高く評価できる。 

・北海根室地方において自治体と連携した吹雪予測の取組が科学技術分野の文部科

学大臣表彰科学技術賞（開発部門）を受賞したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・自治体と連携した吹雪予測研究が高く評価されたことは重要であり、実用化と予測

システム運用までのロードマップを早く作成し、社会実装を実現してほしい。 

・年度計画目標は「･･･の検討」など活動内容ではなくアウトプットで表現した方が
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規模や時間スケー

ル（数時間～数週

間）の異なる様々な

雪氷災害にも対応

可能な対策技術の

研究開発に取り組

む。また、地震、火

山等の他の災害と

複合して起こる雪

氷災害や温暖化に

伴い極端化する雪

氷災害に関する研

究を行う。 

具体的には、雪氷災

害危険度の現況把

握技術と特定の範

囲を数キロメッシ

ュで予測する面的

予測技術を開発し、

それらを融合する

ことで様々な規模

や時間スケールの

雪氷災害にも幅広

く活用可能なリア

ルタイムハザード

マップ作成技術を

確立する。雪氷災害

危険度の現況把握

技術の開発におい

ては、降雪監視レー

ダと地上降雪粒子

観測ネットワーク

の観測とを組み合

わせ、精度の高い降

雪量及び降雪種の

面的推定手法を確

立し、豪雪地帯以外

の気象観測レーダ

による正確な降雪

量の推定を可能に

築する。また、雲物

理モデルを用いた

地上での詳細降雪

粒子特性（密度、

SSA、含水率など）

の推定手法を開発

し、降雪結晶起因の

雪崩危険度の現況

把握手法を高度化

する。マルチセンシ

ングデータと気象

モデル・気象レーダ

ーデータなどとの

統合化技術を改良

し、降積雪特性の面

的な推定値の高精

度化を進める。ま

た、雪氷災害危険度

の検知技術につい

てより高精度化・堅

牢化を目指した開

発を進める。都市域

雪氷災害状況把握

のための観測を広

域化する。 

・雪氷災害リアルタ

イムハザードマッ

プ作成システム（統

合化 ver.）のプロト

タイプの試験運用

（実証実験）を実施

する。試験運用対象

地として、豪雪地帯

だけでなく、都市域

など非雪国におけ

る突発的な都市雪

害も想定し、地域を

選定する。その他、

JPCZ に起因する豪

雪災害の予測精度

レーダーから面的な降

雪量を把握するために

必要な降雪粒子特性を

常時測定する観測点の

整備を首都圏において

進めるとともに、レー

ダーと地上観測データ

をリアルタイムに組み

合わせてデータ処理が

できるシステム開発を

進めた。 

 

・降雪起因の雪崩の要

因となりうる低温型雪

結晶を伴う降雪事例に

おいて、気象予測モデ

ルから低温型雪結晶に

よる降雪の可能性を推

定する手法を検討する

ために、現業の雲解像

気象予測モデルによる

気象要素の鉛直分布と

地上降雪粒子観測およ

び降雪結晶形の比較を

行った。 

 

・降積雪・雪氷災害の検

知に関する技術開発に

関して、スノーゾンデ

による積雪含水状態計

測の要素技術の開発、

地震計を用いた雪崩検

知のための現地観測、

着雪センサーの検証観

測を進めた。また、

JPCZ（日本海寒帯気団

収束帯）に起因する豪

雪災害に関して、衛星

データやAIを用いた雪

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価しやすくなる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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する技術の開発に

つなげるほか、雪氷

防災実験棟を用い

た都市圏の豪雪災

害の想定等も含め

た実験を行う。 

今後増加が予想さ

れる極端気象に伴

う雪氷災害につい

て、その発生機構の

解明、融雪地すべり

や地震誘発雪崩な

どの雪氷現象と他

の自然現象との複

合災害に関する発

生機構の解明につ

いても取り組む。こ

れらの成果の社会

還元として、地方公

共団体や道路管理

業者等のステーク

ホルダーへ予測情

報を試験的に提供

し、実際に利活用し

てもらうとともに

フィードバックを

得ることで社会実

装試験を行う。 

 

向上に向けて、多種

多様な実測データ

を収集し、それらと

の比較検証に基づ

きシステムを改良

する。 

・試験運用等を通じ

た社会からの要求

事項の把握並びに

検証結果の研究へ

のフィードバック

を継続するととも

に、研究成果の社会

還元に向けて、地方

気象台や気象研究

所との連携を深め

る。 

・道路雪氷予測モデ

ルの社会実装実験

を引き続き行うと

ともに、滑走路雪氷

予測モデルを現地

（千歳空港を想定）

の検証、改良も進め

る。さらに各種の画

像データから AI を

用いて道路雪氷状

況を把握する技術

開発を行う。また、

総合雪氷防災シミ

ュレーションにむ

けた雪氷災害シナ

リオ作成に着手す

る。 

 

 

氷災害の現況把握技術

の開発を進めた。 

 

・雪氷防災研究部門の

観測点における降雪・

気象データをクラウド

でリアルタイムに確認

できるシステムの開発

を進めるとともに、気

象モデル・気象レーダ

による降雪の面的分布

を GIS 上で表示するた

めのシステムを構築し

た。さらに雪氷災害リ

アルタイムハザードマ

ップ作成システムの高

精度化を進めるととも

に、観測情報と予測情

報の GIS を用いた統合

化を進めた。 

 

・平成 30 年度に引き続

き北海道北根室地方、

山形県、新潟県などの

豪雪地帯で発生する雪

氷災害を対象として雪

氷災害発生予測システ

ムの試験運用を実施す

るとともに、低気圧通

過時に発生するタイプ

の表層雪崩の危険度予

測については、南岸低

気圧で降雪となる太平

洋側も含む全国を対象

に実施した。さらに首

都圏で発生する着雪に

関しては面的予測に加

えて、特定の構造物を

対象に高度別予測の試

験運用も実施した。 
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・試験運用を通じた社

会からのニーズの把

握、及びその研究への

フィードバックを継続

して進めた。北海道根

室地方において自治体

と連携した吹雪予測の

取組については、平成

31 年度科学技術分野の

文部科学大臣表彰科学

技術賞（開発部門）を受

賞した。 

 

・屋根雪おろしの必要

性の目安とする事ので

きる積雪重量分布情報

の「雪おろシグナル」の

運用を、前年度までの

新潟県、山形県、富山県

に加え秋田県にも自治

体の協力のもと拡大し

た。認知度が上がった

効果として今冬の少雪

傾向を確認することに

も利用された。また、研

究成果の社会還元の促

進の一環として、新潟

地方気象台、仙台管区

気象台、気象研究所と

ともに研究集会を開き

連携を深めた。 

 

・道路雪氷予測モデル

や滑走路雪氷予測モデ

ルの精度向上に向け

て、路面温度の実測値

を用いて検証を行い、

雪の少ない地域でも精

度良く路面温度が予測

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・積雪地域で多発する雪下ろ

し関連事故の防止につながる

「雪おろシグナル」の対象地

域の拡大や、科学技術分野の

文部科学大臣表彰科学技術賞

（開発部門）を受賞した吹雪

予測の試験運用は自治体と連

携して地域の雪氷災害の軽

減・防止に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・路面凍結予測を含む道路雪

氷予測の研究は、公共交通機

関や民間企業等と連携して実

施され、実用化が期待される。 

 

 

・研究成果の社会還元として

気象台等との連携を深めたこ
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できるように改良し

た。また、路面凍結予測

に対するニーズに対応

するため、モデルで路

面のぬれ状態を判別し

て路面温度低下時にお

ける路面凍結の有無が

判定可能となるように

改良した。その際に、公

共交通機関と連携協定

を結び、提供された凍

結等の路面状態を解析

して精度良い凍結路面

予測を可能にした。こ

れらの改良を進めると

ともに、民間企業等と

連携した社会実装実験

を行った。その結果、社

会実装に向けたシステ

ムの改良点及び冬期道

路の安全管理に対する

システムの有効性が確

認できた。また、道路雪

氷状況を把握するため

の、各種画像データや

AI 等を用いた技術開発

を行った。さらに、雪氷

災害シナリオ作成に着

手した。 

 

とに加え、自治体や民間企業

と連携の上で雪氷災害発生予

測システムの社会実装に向け

た試験運用を実施するなど、

総合的な雪氷災害の軽減・防

止の取組が進められた。 

 

② 自然災害ハザ

ード・リスク評価と

情報の利活用に関

する研究 

 

少子高齢化や人口

減少、都市の人口集

中等の急激な社会

構造の変化に対し、

自然災害の未然防

②自然災害ハザー

ド・リスク評価と情

報の利活用に関す

る研究 

 

(a)自然災害ハザー

ド・リスク評価に関

する研究 

 

②自然災害ハザー

ド・リスク評価と情

報の利活用に関す

る研究 

 

(a)自然災害ハザー

ド・リスク評価に関

する研究 

 

 

②自然災害ハザー

ド・リスク評価と

情報の利活用に関

する研究 

 

○安全・安心な社

会の実現に向け

て、国の施策や計

画等において国が

取り組むべき課題

②自然災害ハザード・

リスク評価と情報の利

活用に関する研究 

(a)自然災害ハザード・

リスク評価に関する研

究 

 

・地震ハザード評価に

ついては、発生頻度が

比較的低い「震源断層

②自然災害ハザード・リスク

評価と情報の利活用に関する

研究 

(a)自然災害ハザード・リスク

評価に関する研究 

 

 

・全体として地震・津波を統

合したハザード・リスク情報

ステーションの開発に向けた

②自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究 

 

(a)自然災害ハザード・リスク評価に関する研究 

 

＜評価すべき実績＞ 

・地震のハザード・リスク情報ステーションをはじめとする災害リスク情報のプラッ

トフォームが充実し、社会での活用が進みつつあることは高く評価できる。 

・高度・高密度な観測網の充実とあわせて、災害をリアルタイムで予測しようという

技術の進展が見られ、特にリアルタイム地震被害推定情報活用技術の社会実装が進

みつつあることは高く評価できる。 
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止策を強化するた

めに、地震・津波災

害等のハザード・リ

スク評価手法の高

度化やリスクマネ

ジメント手法の研

究開発を実施する。

また、災害時の被害

拡大防止及び復旧・

復興のため、被害状

況の推定及び把握

技術の開発や災害

対策支援技術の研

究開発を行い、社会

実装を目指す。さら

に、行政、民間、住

民といった社会を

構成するステーク

ホルダーと協働し

て、災害リスク情報

の共有及び利活用

技術の開発や災害

リスク低減のため

の制度設計に資す

る研究及び対策技

術の研究開発を推

進する。 

都市への経済、イン

フラ、人口等の集積

は、都市の災害リス

クを増大させてお

り、首都直下地震や

南海トラフ地震へ

の備えは、我が国の

都市のレジリエン

スを高める上で喫

緊の課題の一つで

ある。しかし、国内

の地理的条件や社

会経済構造の違い

により、地域によっ

て災害に対するリ

スク認識には違い

がある。このため、

都市が潜在的に有

する災害リスクを

共通のリスク指標

で総合的に評価し

た上で、社会の各セ

クター（国、地方公

共団体、地域コミュ

ニティ、民間企業

等）が適切な災害対

策を実施できる社

会の実現に向け、地

震や津波をはじめ

とした各種自然災

害のハザード・リス

ク評価に関する研

究を行う。 

具体的には、地震及

び津波ハザード評

価手法の高度化の

ため、不確実さを考

慮した低頻度な事

象まで評価できる

手法開発や、予測精

・全国を対象とした

地震ハザード評価

手法の高度化のた

め、地震活動モデル

の改良や不確実を

考慮したハザード

評価手法や海溝軸

まで破壊が達する

海溝型巨大地震及

び内陸活断層地震

における震源断層

近傍を対象とした

強震動予測手法等

の研究開発を実施

する。ハザード評価

のための基盤情報

として、地下構造等

の地盤情報の整備

やモデル化手法の

標準化の検討を進

めるとともに、国の

活断層基本図（仮

称）の作成に資する

ため、活断層の詳細

位置に関する調査

検討を実施する。地

震リスク評価手法

の高度化のため、間

接被害を含む経済

被害モデル等の開

発を進める。モデル

地域を対象とした

地震ハザード・リス

ク評価手法を高度

化する。これらの検

討を踏まえた地震

のハザード・リスク

情報ステーション

の開発を行い、情報

の解決につながる

研究開発が推進さ

れているか。 

 

《評価指標》 

・自然災害ハザー

ド・リスク評価と

情報の利活用に関

する研究開発の成

果 

・成果の社会実装

に向けた取組の進

捗 

《モニタリング指

標》 

・論文数・口頭発表

件数等 

をあらかじめ特定しに

くい地震」に関して、平

成30年北海道胆振東部

地震に基づく地域区分

の追加や変更、2011 年

東北地方太平洋沖地震

後の余震活動を考慮し

たモデルへの改良を行

った。また、地震本部よ

り公表された長期評価

および津波評価を踏ま

え、南海トラフ地震お

よび日本海溝沿いの地

震について多様性・不

確実性を考慮したモデ

ルの改良を行った。こ

れらの改良を取り入れ

た 2020 年起点の地震

動予測地図を作成し、

地震調査研究推進本部

より公表予定となっ

た。J-SHIS について、

独自に作成した令和元

年起点の確率論的地震

動予測地図を公開する

とともに、市区町村別

のハザード情報、応答

スペクトルのハザード

評価結果表示の拡張、

ならびに 2020 年起点

の地震動予測地図公開

の準備に着手した。破

壊が海溝軸に達する海

溝型巨大地震を対象と

した強震動予測のため

のスケーリング則を導

出しその検証に着手し

た。活断層で発生する

地震における震源断層

ごく近傍を対象とした

基盤の構築が進み、南海トラ

フ地震による津波ハザード評

価が地震本部から初めて公

表、その詳細な情報が津波ハ

ザードステーション（ J-

THIS）から情報提供可能にな

り、全国を対象とした地震リ

スク評価の試算結果が J-

SHIS Map R から一般に公開

されるに至った。今後は、こ

れら基盤システムを発展さ

せ、かつ総合的に取り組める

よう体制を整えることでマル

チハザード・リスク評価に向

けた研究の加速が期待され

る。 

 

 

・地震活動モデル等の改良を

行った防災科研独自の令和元

年起点の確率論的地震動予測

地図が予定通り J-SHIS より

公開され、地震発生の多様性、

不確実性を考慮したモデルに

よる 2020 年起点の評価結果

が地震本部より公表予定とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後の取組とされているが、強震動統一データベース構築に関しては、社会的なニ

ーズが非常に高く、今後の研究成果が大きく期待される。 

・新しい確率論的津波ハザードマップは、津波の危険を一般に伝えるための貴重な情

報プロダクツである。地震と津波の研究コミュニティにおいて、このような情報（マ

ップ）の必要性は長年認識されてきており、重要な新しい貢献である。これらの情報

を提供する際には、情報を適切に一般人に伝えるため、その種類と形式について慎重

に検討する必要がある。 

・マルチハザードリスク評価は、「研究の結果このようなマルチハザードのリスク評

価が可能になった」ではなく、「このような対策を行うためにこのようなマルチハザ

ードのリスク評価が必要である」という、エンドユーザーのニーズを十分に捉えると

ころから始める必要があると考える。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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度向上のための震

源及び波源モデル

等の研究を行うこ

とにより、地震調査

研究推進本部が進

めている全国地震

動予測地図、及び全

国を対象とした津

波ハザード評価の

高度化に貢献する。

復旧・復興に至る各

セクターの適切な

災害対応を支援す

るため、全国概観版

や地域詳細版の地

震及び津波のリス

ク評価手法の研究

開発を行うととも

に、各セクターの課

題解決を目指した

リスクマネジメン

ト手法の研究開発

を行う。また、ハザ

ード・リスク評価の

基盤情報として、詳

細な地形モデル、構

造物や人口等の社

会基盤データベー

スの構築を行うと

ともに、海陸統合し

た地下構造等の地

盤情報や活断層情

報の整備を行う。 

さらに、風水害や土

砂災害等の各種自

然災害のハザード・

リスク評価の研究

開発を他の研究課

題と連携しマルチ

ハザード・リスク評

の試験提供を進め

る。 

・全国を対象とした

津波ハザード評価

手法の高度化及び

評価に必要な基盤

情報の整備を進め

つつ、全国を対象と

した津波ハザード

評価を踏まえた人

的被害の予測手法

を検討し、津波リス

ク評価を進める。こ

れらの検討を踏ま

えた津波のハザー

ド・リスク情報ステ

ーションの開発を

行い、情報の試験公

開を行う。モデル地

域を対象とした津

波ハザード評価手

法の開発を進める。 

・各種自然災害のハ

ザード・リスク評価

の研究開発の連携

によるマルチハザ

ード・リスク評価手

法の研究開発、およ

び過去の経験から

将来のリスクを予

測することを目指

した自然災害事例

マップの高度化を

行う。地震及び津

波、斜面、風水害ハ

ザード・リスクを対

象とした共通のリ

スク指標の開発を

進め、モデル地域で

の手法の適用を行

変位を含む強震動予測

手法確立に向けて、詳

細な地表断層の位置形

状を考慮した震源モデ

ル化手法を開発した。

さらに、地震ハザード

評価の高度化に加え日

本の強震動データのさ

らなる利活用促進に必

要な、K-NET、KiK-net

データによる「強震動

統一データベース（仮

称）」を試作するととも

に、ワークショップ「強

震動統一データベース

の構築と活用」を開催

し、データベースの今

後の拡張の方向性につ

いて意見集約を行っ

た。 

 

・「戦略的イノベーショ

ン 創 造 プ ロ グ ラ ム

（SIP）」ならびに地震

本部による過去の調査

研究の成果を活用し、

関東・東海・熊本県・近

畿地方（中央構造線断

層帯付近）の深部地盤

モデルを改良した。国

の活断層基本図（仮称）

の作成および地震本部

の活断層の地域評価に

資するため、北海道地

方の一部に関して、主

要 活 断 層 帯 以 外 で

M6.8 以上の地震を発

生させる可能性のある

活断層に対する判断根

拠と位置精度の明確な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「戦略的イノベーション創

造プログラム（SIP）」による

研究等と連携し、全国を概観

するリアルタイム地震被害推

定システムを安定的に運用

し、被害地震において情報提

供できた。 
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価手法の研究開発

を行うとともに、過

去の経験から将来

のリスクを予測す

ることを目指した

自然災害事例マッ

プを高度化する。 

また、リアルタイム

被害推定及び被害

の状況把握技術開

発を行うとともに、

ハザード・リスク評

価、発災時の被害推

定や被害状況把握

等のシミュレーシ

ョン技術の研究開

発を総合的に行う

ことができるプラ

ットフォームを構

築する。 

研究成果の社会実

装を目指し、「戦略

的イノベーション

創 造 プ ロ グ ラ ム

（SIP）」等の取組や

関係機関と連携し

たハザード・リスク

評価の地域展開、仙

台防災枠組や国際

NPO 法 人 GEM

（ Global 

Earthquake 

Model）等と連携に

よる国際展開を行

う。 

 

う。全国の過去の自

然災害事例情報を、

Web 地図等に相互

連携可能な形態で

データベースに整

備するとともに、事

例情報の粗密や精

度に関する地域差

の解消および地理

的情報の追加等に

よるデータベース

の高度化を行い、情

報の本格的な提供

を検討する。 

・リアルタイム被害

推定及び被害状況

把握のため、全国を

概観するリアルタ

イム地震被害推定

システムの利便性

向上のための機能

強化を図り、SIP4D

やコンソーシアム

と連携する。センサ

ーネットワークデ

ータや、画像センシ

ング技術および計

測技術等を用いた

災害情報収集技術、

状況把握技術の開

発を行い、リアルタ

イム被害推定・状況

把握プロトタイプ

の開発を進める。地

震ハザード・リスク

評価を主たる対象

として、要素技術の

調査等、シミュレー

ション技術の研究

開発を総合的に行

詳細位置判読結果を作

成し、日本全国を網羅

した。 

 

・全国を対象とした地

震ハザード評価を踏ま

えた地震リスク評価で

は、「SIP 第 2 期」と連

携し、直接的・間接的経

済被害評価のためのメ

ッシュ別民間企業資本

ストックモデルの構築

を行った。このモデル

を用い、平成 30 年大阪

府北部地震、令和元年

山形県沖の地震、九州

北部地方の大雨浸水、

台風第19号による浸水

の曝露資本ストックの

試算を行った。 

・地震のハザード・リス

ク情報ステーションの

開発では、全国を対象

とした地震リスク情報

の公開システムを J-

SHIS Map R として一

般に公開するとともに

プレス発表を行った。 

 

・全国を概観した津波

ハザード評価では、地

震本部の南海トラフ沿

いの大地震に伴う津波

ハザード評価に向け、

津波レシピに基づく数

千の波源断層モデルの

設定、津波遡上伝播計

算、津波ハザード評価

結果を取りまとめ、地

震本部より「南海トラ

 

 

 

 

・ハザード情報に基づくリス

ク評価を実施し、それらの成

果を、全国を対象とした地震

リスク情報の公開システム

「J-SHIS Map R」として一般

に公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・津波レシピに基づいた南海

トラフ沿いの地震による広域

のハザード評価を実施し、令

和元年度に地震本部より日本

初の公表となった。 
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うことができるプ

ラットフォームの

プロトタイプ開発

を行う。 

・「戦略的イノベー

ション創造プログ

ラム（SIP）」での取

組等を踏まえ、災害

リスク情報の利活

用に関する研究プ

ロジェクトや大学

等と連携を進め、地

震や津波を含めた

各種自然災害ハザ

ード・リスク評価の

地域への展開を進

める。地域での利活

用を支援・促進する

ための研究会を実

施する。産業界等へ

の研究成果の展開

を図るコンソーシ

アム等と連携する。

地域の大学等と連

携し、防災力強化推

進ナショナルセン

ターの立ち上げを

検討する。仙台防災

枠組や国際 NPO 法

人 GEM との連携

を推進するととも

に、地域拡大を図

り、アジア・環太平

洋地域での研究交

流をさらに進める。 

・「SIP 第 2 期」と

連携しながら、産業

連関表等を利用し

た、曝露対象物の機

能低下を考慮した

フ沿いで発生する大地

震の確率論的津波評

価」として 2020 年１月

に公表された。また、ア

ウターライズ地震を対

象としたスケーリング

則の構築に着手した。 

 

・「津波ハザード･リス

ク情報の高度利用に関

する委員会」の活動を

継続し、その活動の中

で意見を頂き開発を進

めてきた津波ハザード

ステーション（J-THIS）

が「南海トラフ沿いで

発生する大地震の確率

論的津波評価」を 2020

年２月に Web 公開し、

運用を開始した。 

 

・モデル地域を対象と

した津波ハザード評価

については、大都市圏

としてゼロメートル地

帯を抱える伊勢湾沿岸

地域を選定し、最大波

源断層モデルを用いた

遡上を含めた水位時系

列変化を試算し、計算

時間等の検討を進め

た。 

 

・リスクマネジメント

に資する共通リスク指

標として、損失額ベー

スの被害予測手法の導

入、南海トラフの津波

ハザード評価の導入等

を行うことで改良し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「津波ハザード・リスク情報

の高度利用に関する委員会」

を継続し、その活動の中で意

見を頂き開発を進めてきた津

波ハザードステーション（J-

THIS）を一般に公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リスクマネジメントに資す

る共通リスク指標を改良で

き、査読誌に掲載されたこと

は今後の経済リスクへの展開

が期待できる。 
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経済被害予測手法

を構築し、広域概観

版経済被害予測シ

ステムの開発に着

手する。 

成果は査読誌に掲載さ

れた。地すべりリスク

評価では、大規模地震

による地すべりや崩壊

の潜在的危険地域を示

した全国的な斜面崩壊

危険地域分布図の作成

に向けて、山地斜面に

おける地質・地形によ

る地震動増幅効果につ

いて研究を進めた。山

地に設置された KiK-

net 観測情報を分析す

ることによって、山地

斜面の地震動増幅特性

は地盤の深さ・硬さに

加えて地形の曲率など

に影響されることを示

した。さらに、奈良県内

の尾根地形の複数箇所

で地震動臨時観測を行

い、地形条件により地

震波の波形や振幅など

が異なることを明らか

にした。雪氷災害に関

しては、雪害記事の収

集を進め、雪害データ

ベースを強化した。 

 

・マルチハザードリス

ク評価手法の研究開発

については、他部門の

研究員を交えた「マル

チハザードリスク準備

会」を開催し、地震、津

波、火山噴火、地すべ

り、地盤災害、高潮、洪

水、暴風のハザードリ

スク評価に関する情報

収集・整理および研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マルチハザードリスク評価

に向け、所内での「準備会」、

外部の学識者を交えた「研究

会」、民間の実務者を対象とし

た「検討会」という組織的な

体制を整えており、今後の研

究の加速が期待できる。 

・自然災害事例マップにおい

て他機関と連携して歴史的災

害データベースを公開した。 
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方針の整理と計画の策

定を行った。九州地域

を対象に過去数万年間

に発生した地震および

火山噴火の発生場所、

規模、年代、影響範囲等

を整理し、可視化可能

なイベントカタログを

試作した。学識者から

なる「マルチハザード

リスク研究会」を立ち

上げリスク評価の社会

実装に関する議論を行

った。民間の実務者を

対象とした「マルチハ

ザードリスク検討会」

を立ち上げ、防災科研

のハザードリスク情報

の利活用や、マルチハ

ザードリスク評価にお

ける防災科研の役割に

関する意見交換を行っ

た。 

 

・自然災害事例マップ

の高度化では、データ

ベースの相互利用の一

環として、REST API を

活用し、REST API を

利用し、国立情報学研

究所と連携し「歴史的

災害データベース」を

公開した。これにより

災害現象の観測資料や

発生当時の自治体範囲

の閲覧が可能となっ

た。「災害記念碑デジタ

ルアーカイブマップ」

を構築し、災害年表マ

ップと連携し、詳細な
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災害発生地域の津波被

害や発生地点の地理的

情報を表示可能にし

た。事例情報の時間的

な粗密を解消するため

に、進行中の災害の資

料と更新手法を検討

し、令和元年は 1022 レ

コードの災害事例を追

加した。この取組によ

り、被害情報が自動的

に集まり、収録される

仕組みが必要であるこ

とが明らかになった。 

 

・リアルタイム被害推

定及び被害状況把握の

研究開発では、「戦略的

イノベーション創造プ

ログラム（SIP）」と連携

し、発災直後の災害対

応の意思決定を支援す

ることを目的とした地

震動を対象とした全国

を概観するリアルタイ

ム被害推定・状況把握

システムの安定的運用

を図り、令和元年６月

山形県沖の地震等にお

いて推定情報を SIP4D

やコンソーシアムに提

供した。さらにシステ

ムの改良に向け被害状

況把握の技術開発で

は、北海道胆振東部地

震における航空写真を

用いて教師画像データ

セットを構築し、平成

30 年度構築した機械学

習モデルを用いた検証

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リアルタイム地震被害推定

情報の社会実装に向けて、ハ

ザード・リスク実験コンソー

シアムと協働で、30 機関を対

象とした実験配信を実施し、

これらの試みは全国紙 1 面で

も取り上げられ、社会的関心

を伺うことできた。 
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を行った。また、山形県

沖の地震における衛星

画像を用いて被害抽出

を行い、現地調査や自

治体から収集した被害

認定調査結果との比較

を行った。また、災害直

後におけるドローンで

の災害情報収集および

状況把握技術について

平成30年度までに要素

技術の実証が終了し、

本年度は、社会実装を

目指した取組として、

広島県神石高原町と防

災科研を含む 8 組織の

コンソーシアムによ

り、同町の町民担い手

による災害時のドロー

ン運航および物資配送

の実証を目的とした地

産地防プロジェクトを

実施した。これにより、

ドローンが大規模災害

時の効率的な情報収集

インフラとして機能す

るための道筋をつけ

た。令和元年台風第 19

号の通過直後ヘリコプ

ターにより栃木県から

東京湾にかけて浸水域

の撮影を行い、広域で

の浸水域調査の基礎資

料を得た。更に、大型集

客施設の防犯カメラ映

像の解析による被害状

況把握手法開発に資す

る連携協定を締結し、

当該施設を有する企業

において、訓練用被害
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推定情報を51万人の従

業員が参加する防災訓

練に活用した。 

 

・ハザード・リスク評価

のためのシミュレーシ

ョン・プラットフォー

ムについて、「マルチハ

ザードリスク準備会」

において地震、津波、火

山噴火、地すべり、地盤

災害、高潮、洪水、暴風

のハザードリスク評価

手法について調査する

とともに、高潮ハザー

ド評価のための手法検

討を行い、伊勢湾周辺

を対象地域として高潮

ハザードを試算した。 

 

・研究成果の地域や産

業等への展開のため、

ハザード・リスク情報

に関する検討会を継続

し、約 30 機関を対象と

したリアルタム地震被

害推定情報の実験配信

を実施しつつ、各機関

の利活用方法やニーズ

ついて調査・検討を行

い、課題の抽出を行っ

た。これらの取組は全

国紙 1 面での新聞報道

もされ、社会的関心が

高いことが確認でき

た。利用形態としては

自社の防災対策、BCP

への活用が多くを占め

るが、顧客へのサービ

スとしての情報利用や
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将来の防災ビジネスを

見越した製品・技術開

発を指向している機関

もあった。今後の活動

に関しては、これまで

被害推定情報を試験的

に活用してきた機関の

ほとんどが引き続き今

後の活用に対しても意

欲的であることが明ら

かとなった。また、リア

ルタイム被害推定およ

びリモートセンシング

情報を用いた災害査定

の迅速化について民間

損害保険会社と共同研

究を行い、熊本地震お

よび大阪府北部地震に

おける損害査定データ

を収集し、分析を行っ

た。 

 

・国際展開としては、地

震ハザード・リスク評

価研究の国際 NPO 法

人 GEM の Governing 

Board メンバーとして

GEM第2期の活動を継

続して実施した。韓国、

ブータンの地震ハザー

ド・リスク評価の取組

を支援した。令和元年

11 月に「日本・台湾・

ニュージーランドの地

震ハザード評価」に関

する研究交流会を北海

道洞爺湖町で主催し

た。この交流会では

USGS、GEM の地震ハ

ザード研究の責任者と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際展開に関しては、GEM

の活動を継続すると共に、ア

ジア地域での研究交流を実施

したことで国際的な研究者間

の協力関係が強化され、研究

の幅が広がった。 
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日本側の専門家の招待

講演を含む 24 の講演、

26 のポスター発表およ

び 5 つのグループに分

かれてのディスカッシ

ョンを行い、会議後の

巡検に長万部活断層、

胆振地震現場視察を含

め約 80 人が参加した。

また、台湾集集地震 20

周年に台湾地震評価モ

デル TEM に招待され、

研究発表を行った。ま

た、外部資金と連携し、

フィリピン、タイ、イン

ドネシア、ベトナムと

協力し、無人機災害情

報収集システムの開発

を行った。 

 

 (b)自然災害情報の

利活用に基づく災

害対策に関する研

究 

 

東日本大震災や平

成 27 年９月の関

東・東北豪雨等で

は、社会を構成する

各セクター（国、自

治体、地域コミュニ

ティ、民間企業等）

間での情報共有が

十分でなく、情報不

足による対応の遅

れ等、災害対応や復

旧・復興において多

くの課題を残した。

また、地方公共団体

における人口減少

等により、平時から

(b)自然災害情報の

利活用に基づく災

害対策に関する研

究 

 

・総合防災情報セン

タ ー が 運 用 す る

SIP4D を活用し、各

種ハザード・リスク

情報や災害情報か

ら予防力・対応力の

向上に資する防災

情報プロダクツを

生成する動的処理

技術を開発する。特

に、各種災害種別を

横断的に取り扱い、

かつ、情報の精度や

更新頻度を考慮し

た統合技術を開発

する。さらに、近年

 (b)自然災害情報の利活

用に基づく災害対策に

関する研究 

 

・SIP4D で共有される

情報の NIED-CRS ・

ISUT-SITE への自動化

連携機能の開発を進め

た。具体的には、水・土

砂防災研究部門が解析

した「地上風推定」を

NIED-CRS ・ ISUT-

SITE に自動掲載し、10

分間隔でリアルタイム

に発信する機能を開発

した。これを東日本台

風のNIED-CRSに実装

し、房総半島台風によ

る倒木被害を踏まえた

各機関の予防に資する

(b)自然災害情報の利活用に

基づく災害対策に関する研究 

 

 

・SIP4D を中軸として、他部

門や他組織で開発された技術

やシステムを連結し、総合的

かつ新たな情報プロダクツを

生成・共有・利活用する技術

に関する研究開発は着実に進

展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)自然災害情報の利活用に基づく災害対策に関する研究 

 

＜評価すべき実績＞ 

・SIP と連携してレーダ衛星を用い、令和元年台風第 19 号における浸水エリアを抽

出し、詳細な建物データから自治体単位での浸水建物数を推定して防災科研クライ

シスレスポンスサイト（ NIED CRS ）で公開するなど、災害現場と密に関わりあい

ながら情報利活用の実装・効果の検証をしている点は評価できる。 

・これまで独立して研究開発が進んでいた自然災害予測・対策の研究が統合されつつ

あり、その成果の一部が災害対応の局面において SIP4D を通じて集約されつつある

ことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・防災分野でこれまでにも多くの研究が重ねられ、情報システムが開発されていて

も、いまだに被害の全容把握や、情報の見える化・共有化が極めて困難な状況は以前

と変わりない。今後も積極的な研究開発と成果実装が大きく期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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の事前対策を行う

社会的リソース自

体が不足しており、

社会におけるレジ

リエンスの低下が

懸念されている。 

このような状況を

改善するためには、

現在のレジリエン

スの状態を評価す

るとともに、各種災

害情報を各セクタ

ー間で共有・利活用

することで連携・協

働し、予防力・対応

力・回復力を総合的

に強化する災害対

策・技術を社会全体

に浸透させること

が必要である。 

そのために、各種災

害に対する効果的

な災害対応及び復

旧復興のプロセス

を解明し、事前対策

の実施状況からそ

の評価を実施可能

な手法を開発する。

これにより、レジリ

エンスの状態に応

じた防災上の課題

発見や各種災害対

策・技術の導入効果

の検証を可能とす

る。 

また、災害種別毎に

開発されたリスク

コミュニケーショ

ン手法やリスクマ

ネジメント手法に

多発する豪雨災害

に着目し、豪雨災害

シナリオを効果的

に可視化する技術

の開発に着手する。

これらの技術を反

映可能なものから

SIP4D や NIED-

CRS 等へ適用し、日

ごろの防災活動や

防災訓練、実災害対

応を通じて評価と

機能向上を行うと

ともに、標準災害情

報 プ ロ ダ ク ツ

（SDIP: Standard 

Disaster 

Information 

Products）やその作

成に関する標準作

業 手 順 （ SOP: 

Standard 

Operation 

Procedure）の構築

を進める。 

・地域の防災対策実

施状況を可視化す

るモニタリング技

術について、これに

基づき自ら行動を

起こせるよう、自治

体等との協働を通

じて改良する。ま

た、各地に存在する

対策事例や災害時

の対応事例、教訓等

を全国的に活用で

きるよう、効果的に

集約・データベース

化する技術を開発

情報プロダクツとして

発信した。 

 

・「SIP 第 2 期」と連携

し、災害発生直後の広

域な被災状況を把握

し、行政での災害対応

における意思決定を支

援するために、台風第

19 号において、東日本

を広域に観測したレー

ダ衛星 Sentinel-1 を用

いて、浸水エリアを抽

出し、詳細な建物デー

タによる空間演算およ

び空間集計処理を実施

して浸水建物数を推定

し、情報プロダクツと

して利活用できるよ

う、地図と自治体単位

の被害推定結果（集計

表データ）を NIED-

CRS で公開し、利活用

に供した。 

 

・「SIP 第 2 期」および

他の外部資金プロジェ

クトと連携し、各種災

害情報とSNS発信情報

の統合処理の研究開発

を進めた。具体的には、

SIP4D と Emergrid（高

度自然言語処理プラッ

トフォーム）との連携

機 能 を 開 発 し 、

Emergrid から提供さ

れるSNS情報の解析結

果を可視化し、各種災

害情報と重畳処理する

機能を開発した。これ

 

 

・SIPと連携して台風第 19号

においてレーダ衛星を用いて

浸水エリアを抽出し、詳細な

建物データから自治体単位で

浸水建物数を推定して防災科

研クライシスレスポンスサイ

ト（NIED-CRS）で公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



115 

 

ついて、横断的・共

通的観点から、予防

力・対応力・回復力

を総合的に強化す

る手法として統合

化・高度化するとと

もに、災害リスクガ

バナンス手法を確

立する。 

さらに、社会実装を

担う行政や企業等

と連携して、各種手

法を各セクターが

実行するための標

準作業手順（SOP: 

Standard 

Operating 

Procedure）と、各種

災害情報の共有・利

活用を実現するシ

ステムの標準仕様

を確立する。これに

より、効果的な災害

対策・技術を社会全

体に普及・浸透・定

着させ、社会全体の

レジリエンスの継

続に繋げる。 

これらの社会実装

の促進及び防災行

政への貢献のため、

仙台防災枠組みや

学界（大学、研究機

関、学協会等）、「戦

略的イノベーショ

ン創造プログラム

（SIP）」等の取組と

連携の下、所内外の

研究開発成果を一

元的にネットワー

する。さらに、これ

らの情報に加え、

SIP4D を介して共

有される各種災害

情報や豪雨災害シ

ナリオ等を活用し、

避難対策や地区防

災計画等、多様な主

体が参加し、自然災

害を横断的・総合的

に取り扱い、平時か

ら災害時までのシ

ームレスな対策の

検討と実践を可能

にする防災対策実

践手法の開発を進

める。 

について、台風第１９

号時のデータをもとに

検証した結果、長野県

（千曲川流域）や福島

県（阿武隈川流域）で

は、実際に越氾濫が発

生したエリアと、SNS

で浸水等の状況が報告

されたエリアが整合す

ることが確認できた。

このため、こうした情

報をモニタリングする

ことで、よりリアルタ

イムかつ精緻な状況を

把握することができる

可能性を明らかとし

た。また、今後の課題と

して、これを発展させ、

災害が発生している最

中にこれらの解析結果

をもとに状況認識や意

思決定ができるよう、

解析データの異常検知

を発出できる機能の必

要性を抽出した。 

 

・各種災害種別を横断

的に取り扱い、かつ、情

報の精度や更新頻度を

考慮した統合技術の開

発として、地域特性情

報（自然特性・社会特

性・災害の危険性）の改

良を進めた。具体的に

は、自治体別に自然特

性と社会特性の有無を

判定するだけでなく、

該当する特性の割合を

国土数値情報などのデ

ータをもとに算出し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害対策の現場と協働しな

がら研究開発を行っており、

研究開発成果がすぐに現場で

活用された。 
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ク化し、社会におけ

る各セクターが予

防・対応・回復それ

ぞれの目的に活用

できる「統合化防災

科学技術情報プラ

ットフォーム」を構

築・運用する。 

グラフによる可視化機

能に改良した。また、精

度や更新頻度が低いデ

ータに関しては、主た

るデータと他のデータ

とを統合した処理を行

うことで改良した。例

えば、災害の危険性に

関して 3 段階でしか評

価できていなかった豪

雪を、観測点ごとの最

深積雪のデータをもと

に面的に内挿した上で

自治体別の最大値を算

出し、5 段階評価に精度

を高めた。また、津波・

高潮に関しては微地形

区分図の判別精度を考

慮し、海岸線からの距

離を考慮することによ

り内陸部における誤判

定が発生しないよう改

良した。 

 

・近年多発する豪雨災

害に着目し、豪雨災害

シナリオを効果的に可

視化する技術の開発に

着手した。具体的には、

洪水・土砂災害発生危

険度の高まりを示すハ

ザード情報の「実効雨

量」と人口集中地区や

浸水想定区域、土砂災

害警戒区域などの「社

会の脆弱性」を示す情

報をもとに、リスク評

価の第一段階として、

リアルタイム性を重視

し曝露量・脆弱性が高

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実効雨量の情報やSNSの情

報など、大量かつリアルタイ

ム性の高い情報の自動処理技

術が強化されており、防災科

研でなければできない情報プ

ロダクツの生成が期待でき

る。 
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いとされる範囲のハザ

ード情報を切り抜く動

的処理技術を開発し

た。これを実災害時に

検証し、例えば令和元

年８月下旬の前線にと

もなう大雨では、実際

に浸水被害等が発生し

た佐賀県・福岡県にお

いて、従来の実効雨量

に基づく広域的な発生

危険度表示に比べ、災

害発生危険性のある都

市の優先的検出や浸水

被害範囲の面積規模を

把握することが可能と

なった。また、今後の課

題として、ハザードお

よび社会の脆弱性が共

に変動することを考慮

し、各種情報プロダク

ツの最短更新時間を考

慮した時空間のデータ

累積、および時空間で

の変化を定量的に解析

し変動量や変化率を算

出する解析処理を行う

技術開発の必要性を明

らかとした。 

 

・前述の技術を「リアル

タイム洪水・土砂災害

リスク情報マップ（β

版）」として Web 上に実

装し、自治体等におけ

るヒアリングを通じた

情報プロダクツの有効

性や情報提供インタフ

ェースの検証を開始し

た。自治体からはリア

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・豪雨災害シナリオを効果的

に可視化する技術の開発に着

手し、「リアルタイム洪水・土

砂災害リスク情報マップ（β

版）」を構築して、自治体等に

おける有効性等の検証により

課題を抽出するため、全国市

長会を通じて利用を呼びかけ

た。 
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ルタイム情報だけでな

く、事前避難や広域避

難を想定した数時間～

数十時間先の予測情報

も含めたハザード・リ

スクの情報プロダクツ

に対するニーズが明ら

かとなった。また、災害

対応を行う自治体の防

災担当者等が対応中に

自ら情報を取得するこ

とが難しいため、洪水・

土砂災害発生の危険性

が高まっている等のト

リガーをもとに情報発

信が自動で行われるよ

う、自治体等の単位で

の洪水・土砂災害発生

の高まりを覚知し通知

する機能が必要との課

題が抽出された。 

 

・災害時に共有すべき

標準災害情報プロダク

ツ （ SDIP: Standard 

Disaster Information 

Products）やその作成

に関する標準作業手順

（ SOP: Standard 

Operation Procedure）

の構築について、平成

30 年度までに実施した

訓練や災害対応等の実

践を通じて、現地で収

集されるデータを用い

た情報プロダクツの生

成手順を、集約・統合・

共有・活用の観点で構

造化した。この構造化

を踏まえ、情報プロダ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自然現象が社会に影響を及

ぼすことで自然災害になると

いうことを意識し、自然観測

データだけでなく、社会の脆

弱性に関するデータを融合

し、新たな情報プロダクツ生

成に積極的に取り組んだ。 
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クツ生成に必要な入力

情報の品質を確保する

ために、属性項目や入

力規則等を共通化した

テンプレートを試作し

た。特に、先行事例とし

て、災害時に都道府県

から集約が必要な「避

難所」「災害廃棄物仮置

場」「有床病院」「物資拠

点」の 4 つの情報項目

をテンプレート化し、

「ISUT 様式」として全

国の都道府県に配布し

た。このテンプレート

は、実際の災害で情報

集約に活用され、これ

らの対応を踏まえ、情

報プロダクツを迅速に

生成する作業者のため

の標準作業手順（SOP）

を試作した。 

 

・この SDIP および

SOP を、政府、地方自

治体、自衛隊等が主催

する訓練及び実災害対

応に適用し、評価・検証

した。具体例として、長

野県では、県が集約す

る避難所情報を SIP4D

を介して共有・活用す

る訓練を台風第１９号

の災害前に実施した。

そのため、実際の災害

対応では、避難所情報

の共有について、調整

の時間を要することな

く、ISUT 到着の当日に

実現した。また、訓練に
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おいて、空中写真と建

物情報を組み合わせた

被害把握を実施したこ

とから、災害時にも浸

水域と建物情報を用い

た被害把握のニーズが

発災当日に発生するな

ど、訓練による効果が

確認された。これらを

踏まえ、さらに SDIP お

よびSOPの構築を進め

た。 

 

・災害現場では、SDIP

に含まれない情報への

ニーズが突発的に発生

することから、これに

対する汎用的なテンプ

レートの検討と実践を

進めた。具体的には、令

和元年房総半島台風に

おいて、倒木処理の遅

延が停電復旧の阻害要

因となり、電力事業者

や通信事業者の個別対

応では対処が困難な事

態に陥った。そこで、関

係省庁と事業者が復旧

に必要な倒木箇所の把

握を行い、自衛隊が倒

木の処理を行うという

協働体制が組まれ、そ

の中で、各機関の情報

を一元的に集約・共有

することが求められ

た。そこで、倒木発生箇

所と対応の進捗状況を

収集するための入力テ

ンプレートを提案し、

電力・通信各社・自衛
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隊・県がそれぞれテン

プレートに入力、その

情報を統合した「倒木

対応状況図」を作成し、

関係機関に共有した。

その結果、倒木処理を

行う機関と、停電復旧

を行う機関との状況認

識が統一され、それを

踏まえた効率的な倒木

処理による長期停電の

復旧作業を実施に寄与

した。この経験を踏ま

え、突発的情報ニーズ

に対応する汎用テンプ

レートを改良するとと

もに、これを SIP4D に

アップロードするため

の汎用的データフォー

マットとして「ユニバ

ーサルデータセット」

の仕様を策定した。 

 

 

・内閣府（防災担当）よ

り「アメリカにおける

FEMA 等政府の防災体

制についての調査業

務」を受託し、米国連邦

危機管理庁（FEMA）第

9 地方支部、カリフォル

ニア州危機管理局、サ

ンフランシスコ市危機

管理局等への現地調査

を内閣府と共同で実施

するとともに、災害対

応に関する標準作業手

順（SOP）ならびに情報

共有・利活用に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・政府や自治体の災害対応か

ら、避難行動要支援者対策、

防災教育、地域コミュニティ

による地区防災計画まで、幅

広いステークホルダーを対象

とした研究を行い、具体的な

成果も生んだ。 
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米国の事例について収

集を行った。 

 

・防災対策実施状況を

可視化するモニタリン

グ技術として、過年度

まで災害対策基本法及

び防災基本計画をもと

に設計してきた「自治

体防災対策チェックリ

スト」（試行版）につい

て、平成 30 年度のモデ

ル自治体の利用結果を

もとに改良し、自治体

防災担当を対象にした

体験会形式の意見交換

会によって、防災対策

項目と可視化結果の効

果検証を行った。その

結果、本手法は、国が推

奨している防災対策実

践状況の確認には有効

であるが、対策項目数

（278）が多いためチェ

ックの負担を軽減する

必要性があることを確

認した。また、可視化結

果からは、自地域の防

災対策の強み・弱みを

他自治体と比較し相対

的に把握できるため、

防災対策に関する予算

請求や内外への進捗説

明などの根拠資料とし

て有効であるが、地域

状況に応じて遂行すべ

き対策の優先度を示す

必要があることが窺え

た。これを受け、平成 30

年度のモデル自治体の

 

 

 

・技術だけでなく、ガバナン

ス、標準作業手順、訓練、実災

害対応の全てを研究開発対象

としており、そのそれぞれで

成果を上げた。 
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利用結果のデータを用

いたクラスター分析よ

り、対策項目間の相関

係数が高い項目同士を

グループ化し、183 の代

表項目（必須チェック

項目）と 95 の補完項目

（選択チェック項目）

に分類した。そして、全

国の 1,363 の基礎自治

体（台風第 19 号の被害

のあった一部の自治体

を除く）を対象に「チェ

ックリスト」の配信に

よるモニタリングを実

施した。その結果、平成

30 年 度 の 37 ％

（498/1360、西日本豪

雨の被害のあった一部

の自治体を除く）の利

用 に 対 し 、 46 ％

（621/1363）まで利用

自治体が増加した。ま

た、可視化技術につい

ては、ユーザーが自治

体間で比較する項目を

自由に設定できるよ

う、地域の自然特性や

社会特性に関するデー

タと、チェックリスト

による対策実態に関す

るデータを 1 つずつ選

択することで、それぞ

れを軸とした散布図を

生成する技術を開発し

た。 

 

・各地に存在する対策

事例や災害時の対応事

例、教訓等を全国的に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自然災害情報の利活用に基

づく災害対策に関する研究

は、第４期中長期計画に基づ

き実施する外部有識者による
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活用できるよう、効果

的に集約・データベー

ス化する技術を開発し

た。具体的には、平成 30

年度までに収集した災

害統計や被害統計、防

災白書等から、災害種

別、名称、発生期間、激

甚災害指定有無、災害

救助法・被災者生活再

建支援法の適用事例等

を抽出し、「災害統計・

法適用データベース」

（災害事例 230 件、法

適用事例 3,040 件、被害

統計 4,053 件）として構

築した。これに対し、災

害種別、災害名称、発生

期間等の情報を基に、

自然災害情報室の「災

害事例データベース」

と照合し、災害 ID を付

与した。 

 

・災害時の避難行動要

支援者の対策に必要な

情報として、要配慮者

に関する政府基幹統計

（国勢調査、人口動態

調査、患者調査、国民生

活基礎調査、慢性透析

患者に関する集計、ガ

スメディキーナ等）、厚

生労働統計（衛生行政

報告例、福祉行政報告

例、介護保険事業状況

報告、病床機能報告、医

師・歯科医師・薬剤師調

査、地域保健・健康増進

事業報告、介護サービ

研究開発課題外部評価（中間

評価）において全プロジェク

ト中唯一のＳ評価を受け、「防

災情報の効果的な生成・流通・

利活用技術に関する研究」と

「災害過程の科学的解明と効

果的な災害対応策に関する研

究」に拡張することで、次年

度から研究開発をさらに加速

化していく道筋を得た。 
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ス施設・事業所調査等）

を収集した。そして、こ

れらの都道府県、2 次医

療圏、指定都市、中核

市、市区町村など異な

る地域単位で集計され

ている統計データか

ら、高齢者、身体障害

者、知的障害者、難病患

者、要介護認定者、その

他の患者などの要配慮

者情報と、病院、診療

所、保健所、保健センタ

ー、医師、歯科医師、薬

剤師、看護師、保健師、

民生委員などの支援リ

ソース数を抽出し、全

国 250m メッシュモデ

ルを構築した。この活

用モデルとして、緊急

地震速報（気象庁防災

情報 XML）をトリガー

に、J-RISQ の面的震度

分布（250m メッシュ推

計）を利用し、市町村

別、年齢別、症状別など

の要配慮者暴露人口の

自動推計と地図化を可

能にした。 

 

・防災教育における情

報の利活用手法を検討

するために、防災教育

実践事例を 84 件（宮城

県・仙台市小学校長会

が発行した「絆 そして

未来へ」より 62 件、徳

島県教育委員会より 6

件、防災教育チャレン

ジプラン「最終報告書」
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より 16 件）収集すると

ともに、宮城県及び徳

島県の教育委員会をモ

デルに、小中学校の防

災教育担当教員育成の

ための各種防災教育研

修会（平成 30 年度文科

省成果報告会、宮城県

安全担当主幹教諭研修

会、徳島県防災教育研

修会及び学校防災人材

育成講座、宮城教育大

学学校教育教職研修

等）を実施した。 

 

・発生頻度の高い豪雨

災害に焦点を当てた豪

雨災害シナリオの作成

に着手した。具体的に

は、豪雨災害の被災地

である茨城県常総市

（H27 関東北部豪雨）

及び愛媛県宇和島市

（H30 西日本豪雨）を

モデル地域に、発災 72

時間前から発災後に至

るまで、SIP4D を介し

て共有されている実行

雨量に関する情報、河

川水位情報、浸水危険

性情報などをもとにし

た地域の災害状況と、

避難情報、災害対応情

報の発信状況、各主体

別の対応状況を時系列

で整理した豪雨シナリ

オを作成した。そして、

この豪雨シナリオをも

とに、過年度に開発し

た「被災経験の集約・活
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用手法」の「地震災害

編」に加えて「豪雨災害

編」を構築し、自然災害

を横断的・総合的に取

り扱う防災対策実践手

法として組み合わせ

た。これにより、地域コ

ミュニティが自らが被

災経験を時系列で整理

し、被災経験をもとに、

地域の災害特性（地震、

豪雨）に応じて地域防

災上の課題抽出と災害

時の対策の検討を通じ

た地区防災計画の作成

が可能になった。さら

に、両地域を対象に、本

手法を用いた実証実験

を通じて効果検証を行

った結果、各地域の地

域コミュニティの被災

経験を、地域の災害状

況（地震、豪雨）に応じ

て時系列で「現状」「対

応」「課題」「教訓」に抽

出・整理できるように

なり、より具体的な対

策を選択し、明示的な

地区防災計画を作成す

ることが可能になっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和元年度は平成 30 年度

に上回る規模の災害が発生し

たが、積極的に現場に入り、

所全体の研究活動を牽引する

とともに、所のプレゼンス向

上にも寄与した。 

 

 

４．その他参考情報 

本項目の予算額と決算額の大きな乖離（１０％以上）の主因は、事業の繰り越しのためである。 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 柔軟かつ効率的なマネジメント体制の確立：（１）研究組織及び事業の見直し、（２）内部統制、（３）研究開発等に係る評価の実施 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和２年度行政事業レビュー番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

           

           

           

           

           

           

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 １．柔軟かつ効率的

なマネジメント体

制の確立 

 

１．柔軟かつ効率的

なマネジメント体

制の確立 

 

１．柔軟かつ効率的

なマネジメント体

制の確立 

 

１．柔軟かつ効率的な

マネジメント体制の

確立 

 

１．柔軟かつ効率的なマ

ネジメント体制の確立 

 

１．柔軟かつ効率的なマネ

ジメント体制の確立 

 

自己評定：Ａ 

 

<評定に至った理由> 

研究所の目的・業務、中長期

目標等に照らし、研究所の

活動による成果、取組等に

ついて諸事情を踏まえて総

合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運

営の下で「研究開発成果の

最大化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められる

ため、評定をＡとする。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上

回る成果が得られていると認められているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・補助評定の評価を総合的に判断した結果、評定をＡとする。 

 

・理事長のリーダーシップのもと、新たな業務や業務の発展に伴う多種多様な

業務について全所を挙げて機動的に対応するためにマネジメント体制の見直

しを積極的に行っていることに加え、防災科研のブランディング化のための議

論の場を設け、その結果を実現する取組や、内部統制機能の強化・効率化など

に取り組んでいることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 
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（Ａ評定の根拠） 

○「柔軟かつ効率的なマネ

ジメント体制の確立」とし

て、職員個々及び所全体と

しての研究開発能力及び経

営管理能力の強化を図った

以下の実績は、顕著な成果

として高く評価できる。 

・理事長リーダーシップ発

揮の要として、新たに法務・

コンプライアンス室を設置

し、公正、透明性、リスク管

理を重視した組織・体制と

し、総合的な「統制環境」整

備を実施した。具体的には、

勤怠システム、財務会計シ

ステム及び業務支援システ

ムの導入・改修による組織・

職員の行動及びその成果の

「見える化」を図ったほか、

これに加え、理事長と各職

員、職員相互のコミュニケ

ーションの促進を図り、勤

務環境改善や実行予算の戦

略的配分等により統制環境

の強化を行った。また、これ

をベースに、経費の「見える

化」やコンプライアンスガ

イドブックの作成、標準作

業手順書（SOP）の作成・更

新、研究記録保存管理実施

要領の作成等により統制活

動を実施した。研究所の基

盤の一つとである内部統制

基盤を ICT 化と併せ強化し

た。 

・このほか、組織体制として

中長期目標の達成に向けて

業務を遂行するに当たり、

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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今後、新たな業務や業務の

発展に伴う多種多様な業務

に全所的連携で機動的に対

応するため、「マルチハザー

ドリスク評価研究部門」、

「防災情報研究部門」、「南

海トラフ海底地震津波観測

網整備推進本部」を新設し

た。 

・職員の意欲に根ざした取

組として、自らの使命や課

題を所全体で議論・共有す

ることで各分野に亘る有意

義な活動の展開を図るた

め、平成 30 年度開始した国

難災害を乗り越えるために

防災科研が担うべき役割等

についてのブランディング

活動を拡大し、「統合レポー

ト」の作成やトップ 10 研究

の選出等を行うとともに、

長期構想の中間取りまとめ

の作成や「知の統合」を目指

した活動を他機関と連携し

て推進した。 

 

 (１)研究組織及び

事業の見直し 

 

理事長のリーダー

シップの下、防災科

学技術の中核的機

関として、様々な自

然災害に関して基

礎研究から社会実

装まで総合的な取

組に対応するため、

評価を踏まえて職

員の配置の見直し

(１)研究組織及び

事業の見直し 

 

理事長のリーダー

シップの下、「研究

開発成果の最大化」

に向けて、研究開発

能力及び経営管理

能力の強化に取り

組む。 

経営に関する戦略

立案、環境整備、業

務体制、危機管理な

(１)研究組織及び

事業の見直し 

 

理事長のリーダー

シップの下、「研究

開発成果の最大化」

に向けて、研究開発

能力及び経営管理

能力の強化に取り

組む。 

経営に関する戦略

立案、環境整備、業

務体制、危機管理な

(１)研究組織及び事

業の見直し 

 

＜評価の視点＞ 

【体制の観点】 

○法人の長のマネジ

メントをサポートす

る仕組み、体制等が適

切であるか 

・経営企画体制の強

化、統合的・分野横断

的に研究開発を行う

研究体制の再編を推

（１）研究組織及び事業

の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)研究組織及び事業の見

直し 

 

自己評定：(Ａ) 

 

<自己評定に至った理由> 

・研究所の活動により、中長

期計画における所期の目標

を上回る成果が得られてい

ると認められるため、(Ａ)

評定とする。 

 

（(Ａ)評定の根拠） 

評定 （Ａ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上

回る成果が得られていると認められているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・多様な専門分野の職員が各々の研究を理解し合い、全所的に意識を共有し活

動を発展させることを目的として「マルチハザードリスク評価研究部門」、「防

災情報研究部門」、「南海トラフ海底地震津波観測網整備推進本部」が新設され、

その成果が表れ始めている点が極めて高く評価される。また、職員による 10

のワーキンググループにより、国難災害を乗り越えるために防災科研が担うべ

き役割等について議論する場を設け、その結果を実現している取組も同様に高

く評価される。これらの様々な取組が、研究組織や事業の見直し、発展に極め
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に取り組むととも

に、クロスアポイン

トメント制度等を

活用し、総合的・分

野横断的な組織編

成を行う。また、研

究開発成果の最大

化に向けて、戦略立

案を行う企画機能、

研究推進・支援体制

等を強化し、柔軟か

つ効率的なマネジ

メント体制を確立

する。 

「独立行政法人改

革等に関する基本

的な方針」（平成 25

年 12月 24日閣議決

定）に基づき、現在、

南海トラフ海域に

おいて国立研究開

発法人海洋研究開

発機構（以下「海洋

機構」という。）が整

備 を 進 め て い る

DONET について、そ

の整備が終了した

際には、同システム

の移管を受けるこ

とを踏まえ、海洋機

構との連携を含め

た管理運営体制を

整備し、海底地震・

津波観測網の一元

的な管理運営を行

う。 

どをより一層効率

的・効果的に行うた

め、企画機能、研究

推進・支援を一体で

行う企画部を新設

し、企画機能を強化

する。柔軟かつ効率

的なマネジメント

を行うため、理事長

直属で防災科研の

研究開発を総括す

る、もしくは特命事

項を担当する審議

役を設置し、理事、

企画部、審議役が緊

密に連携すること

により理事長を支

え、防災科研のマネ

ジメントを遂行す

る体制を構築する。 

プロジェクトにつ

いて、様々な自然災

害に関して基礎研

究から社会実装に

至るまでの総合的

な取組に対応し、統

合的・分野横断的に

研究開発を行うこ

とができるよう、研

究体制を再編する

とともに、各プロジ

ェクトの業務に係

る権限と責任につ

いて、規程等により

明確に定める。具体

的には、研究分野間

の協働、交流、情報

交換が円滑に行わ

れるようにするた

め、研究者の所属部

どをより一層効率

的・効果的に行うた

め、企画機能、研究

推進・支援を一体で

行う企画部を運営

し、企画機能を引き

続き強化する。ま

た、柔軟かつ効率的

なマネジメントを

行うため、理事長直

属で防災科研の研

究開発を総括する、

もしくは特命 

19 

事項を担当する審

議役、理事、企画部

が緊密に連携する

ことにより理事長

を支え、防災科研の

マネジメントを遂

行する体制を構築

し運営する。 

プロジェクトにつ

いて、様々な自然災

害に関して基礎研

究から社会実装に

至るまでの総合的

な取組に対応し、統

合的・分野横断的に

研究開発を行うこ

とができるよう、研

究体制を再編する

とともに、各プロジ

ェクトの業務に係

る権限と責任につ

いて、規程等により

明確に定める。具体

的には、研究分野間

の協働、交流、情報

交換が円滑に行わ

進することができた

か。 

・理事長のリーダーシ

ップの下での業務の

継続的改善、権限と責

任を明確にした組織

運営、国・関係機関と

役割分担を考慮した

研究開発を行ったか。 

 

【長としての資質の

観点】 

○リーダーシップが

発揮されているか 

・法人の長がリーダー

シップを発揮できる

環境は整備され、実質

的に機能しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・理事長のリーダーシッ

プの下、「研究開発成果の

最大化」に向けて、研究

開発能力及び経営管理能

力の強化に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

・特に令和元年度は、職

員の意欲に根差して自ら

の使命や課題を所全体で

議論することにより所の

役割への認識や価値観を

共有し広く社会に伝える

ことにより防災科研の組

織ブランドを確立する取

組（ブランディング）を

平成 30 年度に引き続き

実施し、職員個々及び所

全体としての研究開発能

力及び所の経営管理能力

の強化を図った。また、

南海トラフ地震等大規模

自然災害によって引き起

こされる国難災害への対

策を我が国が乗り越える

べき喫緊の課題と捉えて

全所的に取り組むべく、

「長期構想」の検討を進

○「研究組織及び事業の見

直し」として、職員個々及び

所全体としての研究開発能

力及び経営管理能力の強化

を図った以下の実績は、顕

著な成果として高く評価で

きる。 

 

・理事長のリーダーシップ

の下、「研究開発成果の最大

化」に向けて、研究開発能力

及び経営管理能力の強化に

取り組んだ。職員の意欲に

根差した取組を開始し、自

らの使命や課題を所全体で

議論・共有することで、各分

野に渡る有意義な活動の展

開を図った。 

 

・職員の意欲に根ざした取

組として、自らの使命や課

題を所全体で議論・共有す

ることで各分野に亘る有意

義な活動の展開を図るた

め、国難災害を乗り越える

ために防災科研が担うべき

役割等についてのブランデ

ィング活動を平成 30年度に

引き続き実施し、「統合レポ

ート」の作成やトップ 10 研

究の選出等を行うととも

に、長期構想の中間取りま

とめの作成や「知の統合」を

目指した活動を他機関と連

携して推進するなど、職員

個々及び所全体としての研

究開発能力及び経営管理能

力の強化を図った。 

 

 

て大きな役割を果たしていると考えられる。 

・「統合レポート」の作成やトップ 10 研究の選出等を行うとともに、長期構

想の中間取りまとめの作成や「知の統合」を目指した活動を他機関と連携して

推進したことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・新設された「法務・コンプライアンス室」の今後の活躍を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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署自体は専門分野

別に編成する一方、

重点的に進めるべ

き研究開発課題や

防災科研全体とし

て取り組むべき事

項については、専門

分野別の部署を横

断するプロジェク

トセンターを設置

できる柔軟な研究

開発体制を整備す

る。その際、効率的、

効果的な業務運営

を図る観点から、職

員の配置の見直し

を行うとともに、ク

ロスアポイントメ

ント制度、併任制度

等の活用による外

部の第一線の研究

者の登用や他の研

究機関との連携を

通じて、多様な人材

の確保と研究力の

向上を図り、防災科

学技術研究の中核

研究機関として最

適な研究推進体制

が構築できるよう

な組織運営を行う。 

また、経営諮問会議

等の開催により、外

部からの客観的・専

門的かつ幅広い視

点での助言・提言を

得ることで、現行事

業運営の課題を把

握し、その解決を図

る。また、事業運営

れるようにするた

め、研究者の所属部

署自体は専門分野

別に編成する一方、

重点的に進めるべ

き研究開発課題や

防災科研全体とし

て取り組むべき事

項については、専門

分野別の部署を横

断するプロジェク

トセンターを設置

できる柔軟な研究

開発体制を整備す

る。その際、効率的、

効果的な業務運営

を図る観点から、職

員の配置の見直し

を行うとともに、ク

ロスアポイントメ

ント制度、併任制度

等の活用による外

部の第一線の研究

者の登用や他の研

究機関との連携を

通じて、多様な人材

の確保と研究力の

向上を図り、防災科

学技術研究の中核

研究機関として最

適な研究推進体制

が構築できるよう

な組織運営を行う。 

また、経営諮問会議

等の開催により、外

部からの客観的・専

門的かつ幅広い視

点での助言・提言を

得ることで、現行事

業運営の課題を把

め、その成果を基に「中

間まとめ」として取りま

とめるとともに、解決に

必要な様々な分野の「知

の統合」を目指した活動

を他機関と連携して推進

することにより、研究開

発能力の強化を図った。 

 

・ブランディングに関す

る取組として、様々な部

門・部署の職員が参画す

るワーキンググループを

中心とした企画・運営に

より、理事長と職員一人

ひとりとの意見交換、研

究系職員を対象とした成

果発表会におけるポスタ

ー発表及び来場者の投票

によるトップ 10 研究の

選出、所内ワークショッ

プの開催、財務情報と非

財務情報をまとめた「統

合レポート」の作成等に

より、組織ブランドを強

化する活動に取り組ん

だ。 

 

・「知の統合」に関して、

日本学術会議「第 24 期学

術の大型施設計画・大規

模研究計画に関するマス

タープラン」の重点大型

研究計画としての継続が

認められた。また、防災

科研を事務局とし、土木

研究所ユネスコ後援機関

水災害・リスクマネジメ

ン ト 国 際 セ ン タ ー

（ICHARM）、東京大学地震

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災減災連携研究ハブで

の活動等我が国の研究機関

を主導した知の統合に関す

る取組を実施し、国難災害

に対するレジリエンス向上

に寄与した。 
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の効率性、透明性の

確保に努める。 

「研究開発成果の

最大化」に向けて、

他の機関との連携

や外部資金の獲得・

管理等の多様化・複

雑化する研究推進

業務に対応するた

めに、人員の拡充・

再配置を含めた体

制の強化を図る。 

「独立行政法人改

革等に関する基本

的な方針」（平成 25

年 12 月閣議決定）

に基づくDONETの移

管に対応するため、

国立研究開発法人

海洋研究開発機構

との間でクロスア

ポイントメント制

度等を利用した連

携を進め、DONET、S-

net、陸域の基盤的

地震観測網の一元

的な管理運営体制

を構築する。 

握し、その解決を図

る。また、事業運営

の効率性、透明性の

確保に努める。 

「研究開発成果の

最大化」に向けて、

他の機関との連携

や外部資金の獲得・

管理等の多様化・複

雑化する研究推進

業務に対応するた

めに、人員の拡充・

再配置を含めた体

制の強化を図る。 

「独立行政法人改

革等に関する基本

的な方針」（平成 25

年 12 月閣議決定）

に基づくDONETの移

管に対応するため、

国立研究開発法人

海洋研究開発機構

との間でクロスア

ポイントメント制

度等を利用した連

携を進め、DONET、S-

net、陸域の基盤的

地震観測網の一元

的な管理運営体制

を進める。 

研究所、京都大学防災研

究所等 15 機関で防災減

災連携研究ハブを構成

し、令和元年度は全体会

合 2 回及びタスクフォー

ス会合 10 回の開催、科研

費・学術変革領域への応

募など、国内での知の統

合を目指した活動を推進

した。このハブを活用し

た「災害リスク低減に向

けた Nation's Synthesis

の実現」について、文部

科学省「学術研究の大型

プロジェクトの推進に関

する基本構想－ロードマ

ップ 2020」策定に係る審

査に必要な手続きを行っ

た。 

 

・経営に関する戦略立

案、環境整備、業務体制、

危機管理などをより一層

効率的・効果的に行うた

め、企画機能、研究推進・

支援を一体で行う企画部

を設置し、企画機能を強

化している。柔軟かつ効

率的なマネジメントを行

うため、理事長直属で特

命事項を担当する審議役

を 4 配置し、理事、企画

部、審議役が連携して理

事長を支える体制を整備

している。 

 

・組織体制については、

中長期目標の達成に向け

て業務を遂行するにあた

り、今後、新たな業務や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・組織体制については、中長

期目標の達成に向けて業務

を遂行するにあたり、今後、

新たな業務や業務の発展に
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業務の発展に伴う多種多

様な業務に対応するた

め、「マルチハザードリス

ク評価研究部門」、「防災

情報研究部門」、「南海ト

ラフ海底地震津波観測網

整備推進本部」及び「法

務・コンプライアンス室」

を新設した。 

 

・第 4 期中長期計画の研

究開発を推進するための

制度として、プロジェク

ト（8プロジェクト）を設

置し、基礎研究部門に研

究部門長、センターにセ

ンター長、プロジェクト

に研究統括を置き各業務

に係る権限と責任を明確

化するとともに、クロス

アポイントメント制度の

活用等により多様な人材

の確保と研究力の向上を

図っている。 

 

・防災科研の業務運営に

関する重要事項等につい

て、助言及び提言を受け

るため毎年経営諮問会議

を開催しており、平成 30

年度は３月に開催を予定

していたところであった

が、COVID-19 の影響で翌

年度に延期することとな

った。 

 

・防災科研の経営に係る

重要事項等について議論

する拡大役員会議及び役

員会議を開催しており、

伴う多種多様な業務に対応

するため、「マルチハザード

リスク評価研究部門」、「防

災情報研究部門」、「南海ト

ラフ海底地震津波観測網整

備推進本部」及び「法務・コ

ンプライアンス室」を新設

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災科研の経営に係る重

要事項等について議論する

拡大役員会議及び役員会議

を開催しており、事業運営

の効率性、透明性の確保に

努めた。 
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事業運営の効率性、透明

性の確保に努めた。 

 

・「研究開発成果の最大

化」に向けて、他の機関

との連携や外部資金の獲

得・管理等の多様化・複

雑化する研究推進業務に

対応するために、社会連

携課と研究推進課を設置

している。 

 

・「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」

（平成 25 年 12 月閣議決

定）に基づく地震・津波

観測監視システム DONET

の移管に対応するため、

国立研究開発法人海洋研

究開発機構との間でクロ

スアポイントメント制度

等を利用した連携を進

め、DONET、日本海溝海底

地震津波観測網 S-net、

陸域の基盤的地震観測網

からなる陸海統合地震津

波火山観測網 MOWLAS の

一元的な管理運営体制を

構築している。 
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 (２)内部統制 

 

理事長によるマネ

ジメント強化に向

け、理事長の指示が

全役職員に伝達さ

れる仕組みやリス

ク管理等を含む内

部統制システムを

整備・運用し、PDCA

サイクルによる継

続的な業務改善を

行う。また、内部統

制が有効に機能し

ていることを内部

監査等によりモニ

(２)内部統制 

 

「独立行政法人の

業務の適正を確保

するための体制等

の整備について」

（平成26年11月28

日総管査第 322 号。

総務省行政管理局

長通知）等を踏ま

え、理事長のリーダ

ーシップの下、 業

務に係る戦略を策

定し、PDCA サイクル

に基づき、その継続

的改善を推進する。

(２)内部統制 

 

「独立行政法人の

業務の適正を確保

するための体制等

の整備について」

（平成26年11月28

日総管査第 322 号。

総務省行政管理局

長通知）等を踏ま

え、理事長のリーダ

ーシップの下、 業

務に係る戦略を策

定し、PDCA サイクル

に基づき、その継続

的改善を推進する。

(２)内部統制 

 

＜評価の視点＞ 

【体制の観点】 

○法人の長のマネジ

メントをサポートす

る仕組み、体制等が適

切であるか 

・理事長のリーダーシ

ップの下での業務の

継続的改善、権限と責

任を明確にした組織

運営を行ったか。 

・監事監査において、

法人の長のマネジメ

ントについて留意し

（２）内部統制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)内部統制 

自己評定：（Ａ） 

 

<自己評定に至った理由> 

研究所の活動により、中長

期計画における所期の目標

を上回る成果が得られてい

るため、（Ａ）評定とする。 

 

（（Ａ）評定の根拠） 

○「内部統制」として、職員

個々及び所全体としての研

究開発能力及び経営管理能

力の強化を図った以下の実

績は、顕著な成果として高

く評価できる。 

評定 （Ａ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上

回る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・令和元年度は、新設の法務・コンプライアンス室をはじめ、所内一体となっ

て①ブランディングの推進を通じたビジョンの構築と共有、②勤怠管理システ

ムや財務会計システム、業務支援システムの導入、 IR 統合レポート作成など

による組織及び個人の行動、成果の「見える化」、③働き方改革に伴う、職員に

とって魅力ある職場環境及び研究環境の整備、④組織が直面するリスクの抽

出、対応のための標準業務手順書（ SOP ）の整備、モニタリングの強化に取

り組んだことは高く評価できる。 

・モニタリングの一環として内部監査及び監事監査を実施し、理事長等へ業務

運営に資する助言を提示したこと、それに基づき、適正な人材確保に向けて対

策等を新たに始めたことは評価できる。 

令和元年度組織図 
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タリングするとと

もに、監事を補佐す

る体制の整備を行

い、監事による監査

機能を充実する。 

その際、国の政策と

の関係、他機関との

連携強化の取組、研

究の成果が活用さ

れるまでの道筋等

を明らかにする。 

中長期目標の達成

を阻害するリスク

を把握し、組織とし

て取り組むべき重

要なリスクの把握

と対応を行う。この

ため、経営諮問会議

等の開催により、外

部からの客観的・専

門的かつ幅広い視

点での助言・提言を

得ることで、現行事

業運営の課題を把

握し、その解決を図

る。また、事業運営

の効率性、透明性の

確保に努めるとと

もに、法令遵守等、

内部統制の実効性

を高めるため、所内

のイントラネット

等を活用し理事長

による運営方針等

の周知を行うなど、

日頃より職員の意

識醸成を行う等の

取組を継続する。 

監事による監査機

能を充実するため

に、監査室を設置す

るとともに内部監

査等により内部統

制が有効に機能し

ていることをモニ

その際、国の政策と

の関係、他機関との

連携強化の取組、研

究の成果が活用さ

れるまでの道筋等

を明らかにする。 

中長期目標の達成

を阻害するリスク

を把握し、組織とし

て取り組むべき重

要なリスクの把握

と対応を行う。この

ため、経営諮問会議

等の開催により、外

部からの客観的・専

門的かつ幅広い視

点での助言・提言を

得ることで、現 

20 

行事業運営の課題

を把握し、その解決

を図る。また、事業

運営の効率性、透明

性の確保に努める

とともに、法令遵守

等、内部統制の実効

性を高めるため、所

内のイントラネッ

ト等を活用し理事

長による運営方針

等の周知を行うな

ど、日頃より職員の

意識醸成を行う等

の取組を継続する。 

監事による監査機

能を充実するため

に、監査室を設置す

るとともに内部監

査等により内部統

制が有効に機能し

ているか。 

・監事監査において把

握した改善点等につ

いて、必要に応じ、法

人の長、関係役員に対

し報告しているか。そ

の改善事項に対する

その後の対応状況は

適切か。 

 

【長としての資質の

観点】 

○リーダーシップが

発揮されているか 

・法人の長がリーダー

シップを発揮できる

環境は整備され、実質

的に機能しているか。 

・法人の長は、組織に

とって重要な情報等

について適時的確に

把握するとともに、法

人のミッション等を

役職員に周知徹底し

ているか。 

・法人の長は、法人の

規模や業種等の特性

を考慮した上で、法人

のミッション達成を

阻害する課題（リス

ク）のうち、組織全体

として取り組むべき

重要なリスクの把握・

対応を行っているか。 

・法人の長は、内部統

制の現状を的確に把

握した上で、リスクを

洗い出し、その対応計

画を作成・実行してい

るか。 

 

・防災科研では、中長期

計画に基づき、理事長の

強力なリーダーシップの

下、職員が一丸となって

各部門・各部署の垣根を

超えた連携を図り、業務

に取り組むことができる

体制構築を実施してい

る。 

 令和元年度は、新設の

法務・コンプライアンス

室をはじめ、所内一体と

なって以下の通り取り組

んだ。 

 

①ブランディングの推進

を通じたビジョンの構築

と共有、②勤怠管理シス

テムや財務会計システ

ム、業務支援システムの

導入、IR 統合レポート作

成などによる組織及び個

人の行動、成果の「見え

る化」、③働き方改革に伴

う、職員にとって魅力あ

る職場環境及び研究環境

の整備、④組織が直面す

るリスクの抽出、対応の

ための標準業務手順書

（SOP）の整備、モニタ

リングの強化 

 

 

 

・2035年度のターゲット

イヤーとする長期構想の

策定作業を進め、令和元

年５月に中間報告をまと

めた。また、ブランディ

 

「研究成果の最大化」に向

けて、所員が一丸となって

業務に取り組むことができ

るよう、その基盤となる内

部統制活動の強化を、理事

長のリーダーシップの下、

「見える化」をキーワード

としながら、強力に押しす

すめた。 

 

 

 

 

 

 

・全所員を巻き込んだブラ

ンディング活動を推進し、

ＩＲ統合レポートを作成す

るなど、防災科研のアイデ

ンティティ、現状、ビジョ

ン、計画、将来生み出す価値

を明確に定義した。これは

職員の公共的機関に従事す

る者としての価値観、使命

感を共有し、同時に社会（ス

テークホルダー）との関係

を深めるための基礎を作り

に寄与した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リスク管理については、リスク管理計画表の作成と更新、リスクが顕在化し

た場合の対応体制と手順等を定めるリスク管理基本計画を新たに作成すると

ともに、リスク管理計画表を大幅に見直し、実施状況のモニタリングが可能と

なるよう形式を改め、リスク管理の「見える化」に大きく貢献したことは大き

な成果である。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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タリングし、適正、

効果的かつ効率的

な業務運営に資す

る助言を理事長等

に提示する。また、

職員を対象とした

内部統制に関する

研修を実施するな

ど、職員の意識醸成

教育及び意識向上

を積極的に進める。 

ていることをモニ

タリングし、適正、

効果的かつ効率的

な業務運営に資す

る助言を理事長等

に提示する。また、

職員を対象とした

内部統制に関する

研修を実施するな

ど、職員の意識醸成

教育及び意識向上

を積極的に進める。 

 ングの推進として、理事

長のリーダーシップの

下、所内ワークショップ

も行いながら IR 統合レ

ポートを作成した。（概要

版令和２年２月完成）こ

れは防災科研のアイデン

ティティ、現状、ビジョ

ン、計画、将来生み出す

価値を説明し所内外の理

解を得ることを目的とし

たものであり、これらの

活動を通じ防災科研のビ

ジョン及び活動成果の

「見える化」と共有を推

進した。 

 

・職員と理事長とのコミ

ュニケーションの場を設

け、研究者が進めている

研究の概要、今後の展望

や方向性、各部門の業務

運営上の課題等について

意見交換を行うなど、所

内からの情報と意見の吸

い上げ、所の運営の改善

に繋げている。 

 

 

・業務支援システムの運

用を開始し、勤務中のみ

ならず出張先においても

所内の連絡やスケジュー

ルの把握、上長の指示な

どを行えるシステムを構

築し。所員の業務の「見

える化」を推進した。さ

らに財務会計システムの

改修を行い、システムに

アクセスした日の前日時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・部署を単位として、職員と

理事長との意見交換を実施

し、理事長の考えを全職員

に伝え、また職員一人ひと

りの状況を把握し問題点と

改善方向を探る取組を実施

した。 

 

 

 

 

 

・効率的効果的な業務遂行

には、迅速に意思決定し、所

内に直ちに伝達しスピード

感をもって実行していくこ

とが重要であり、そのため

には迅速かつ正確な所内か

らの情報収集が必要であ

る。このための基礎として、

業務支援システムの導入、

勤怠管理システムの導入、

財務会計システムの改修、
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点での執行状況を迅速に

把握することができるよ

うになり、予算の執行状

況の「見える化」が可能

となったことにより、予

算執行率 95％に向けた

予算管理に大きく貢献し

た。予算に関しても、基

本方針の明確化、重要事

項をあらかじめ示しての

プライオリティ付けの配

分など、予算配分の「戦

略化、見える化」を強力

に推し進めた。 

 また、外部向けホーム

ページを刷新し、研究者

個人の研究内容及び研究

成果について HP で公表

することにより、防災科

研の活動概要、行動及び

成果を分かりやすい形で

広く示せるようにし、活

動の「見える化」を促進

した。 

 

・国の働き方改革の方針

に沿って、勤怠管理シス

テムを令和元年 10 月に

導入し、出退勤や労働時

間管理、休暇等の申請・

承認、長時間労働へのア

ラートなどリアルタイム

に一括管理できるように

なり、職員のスケジュー

ル等の「見える化」を可

能とした業務支援システ

ムの導入と相まって、適

切な勤務環境の基礎を構

築することを可能とし

た。 

外部ホームぺージの改修な

どを通じ、防災科研の活動

と成果の「見える化」を進め

た。「見える化」は予算執行

やスケジュール管理のみな

らず予算の戦略的配分など

所の運営にも導入され始め

ているところであり、大き

な成果が期待される。 
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・リスク管理について

は、リスク管理計画表の

作成と更新、リスクが顕

在化した場合の対応体制

と手順等を定めるリスク

管理基本計画を新たに作

成するとともに、各部署

のリスク推進担当者と中

心に研究現場における固

有リスクの調査を行いリ

スク管理計画表を大幅に

見直した。またリスク対

応策に関し、これまでに

実施した措置と当該年度

の実施計画に分けて記述

するようにし、実施状況

のモニタリングが可能と

なるよう形式を改めた。 

 研究現場の調査で人的

要因に関連する２種のリ

スク（人材確保リスク、

業務負荷の増大による健

康被害、業務停滞に係る

リスク）が強く懸念され

ていることが判明したた

め、この２つのリスクを

令和元年度の重点項目と

して取り上げ、キャリア

パス制度対応措置を講じ

た。業務効率化及びリス

ク発生予防等に重要な標

準業務手順書（SOP）に

関しても、全所的な取組

を一層促すため、SOP の

作成状況のフォローアッ

プを毎年度行うこととし

責任部局を決定した。さ

らに、起こり得るコンプ

ライアンス違反に関し、

 

・リスク管理に関し、リスク

管理計画表を大幅に見直

し、モニタリング可能な形

式に自らの判断で改めたこ

とは高く評価される。リス

ク管理は、PDCA サイクル

を回し、一歩一歩改善を図

っていくことが必要であ

り、そのためにはモニタリ

ングによる問題点の抽出が

欠かせない。これを可能と

したことはリスク管理の

「見える化」に大きく貢献

するものである。また見直

しに当たっては全部署のリ

スク管理推進担当者が関与

しており、所内全体にリス

ク管理意識を涵養する上で

も効果的であった。 

また、研究現場の調査を踏

まえ、研究者からの懸念が

大きい人的要因リスクを令

和元年度の重点事項と定

め、迅速に対応措置を決定

した。 
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どう行動すべきか、役職

員の手引きとなるような

コンプライアンスガイド

ブックを作成し、全職員

に配布した。 

 (３)研究開発等に

係る評価の実施 

 

「独立行政法人の

評価に関する指針」

（平成 26 年９月２

日総務大臣決定、平

成27年５月25日改

定）等に基づき、研

究開発の特性等を

踏まえて防災科研

の自己評価等を実

施し、その結果を研

究計画や資源配分

に反映させ、研究開

発成果の最大化及

び適正、効果的かつ

効率的な業務運営

を図る。また、研究

開発課題について

は外部有識者によ

る評価を実施し、そ

の結果を踏まえて

研究開発を進める。 

 なお、評価に当た

っては、それぞれの

目標に応じて別に

定める評価軸及び

関連指標等を基本

として評価する。 

(３)研究開発等に

係る評価の実施 

 

「独立行政法人の

評価に関する指針」

（平成 26 年９月総

務大臣決定、平成 27

年５月改定）等に基

づき、研究開発の特

性等を踏まえて国

の施策との整合性、

社会的ニーズ、研究

マネジメント、アウ

トカム等の視点か

ら自己評価等を実

施し、各事業の計

画・進捗・成果等の

妥当性を評価する。

その評価結果は研

究計画、予算・人材

等の資源配分に反

映させ、「研究開発

成果の最大化」並び

に適正、効果的かつ

効率的な業務運営

を図る。 

また、研究開発課題

については外部有

識者による評価を

効果的・効率的に実

施し、その結果を踏

(３)研究開発等に

係る評価の実施 

 

「独立行政法人の

評価に関する指針」

（平成 26 年９月総

務大臣決定、平成 27

年５月改定、平成 31

年 3 月 12 日改定）

等に基づき、研究開

発の特性等を踏ま

えて国の施策との

整合性、社会的ニー

ズ、研究マネジメン

ト、アウトカム等の

視点から自己評価

等を実施し、各事業

の計画・進捗・成果

等の妥当性を評価

する。その評価結果

は研究計画、予算・

人材等の資源配分

に反映させ、「研究

開発成果の最大化」

並びに適正、効果的

かつ効率的な業務

運営を図る。 

また、研究開発課題

については外部有

識者による評価を

効果的・効率的に実

(３)研究開発等に係

る評価の実施 

 

＜評価の視点＞ 

【体制の観点】 

○法人の長のマネジ

メントをサポートす

る仕組み、体制等が適

切であるか 

・理事長のリーダーシ

ップの下での業務の

継続的改善、外部から

の意見や社会におけ

る活用を考慮した研

究評価を行ったか。 

 

【長としての資質の

観点】 

○リーダーシップが

発揮されているか 

・法人の長がリーダー

シップを発揮できる

環境は整備され、実質

的に機能しているか。 

・中長期目標・計画の

未達成項目（業務）に

ついての未達成要因

の把握・分析・対応等

に着目しているか。 

（３）研究開発等に係る

評価の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部有識者を含め研究

開発の特性等を踏まえて

国の施策との整合性、社

会的ニーズ、研究マネジ

メント、アウトカム等の

視点から、第４期中長期

計画に基づき、研究計画

を策定したところであ

り、併せて予算・人材等

の資源配分にも反映さ

せ、「研究開発成果の最大

化」及び適正、効果的か

つ効率的な業務運営を図

った。 

 

(３)研究開発等に係る評価

の実施 

 

自己評定：(Ｂ) 

 

<自己評定に至った理由> 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、(Ｂ)評定とす

る。 

 

（(Ｂ)評定の根拠） 

○以下の実績により、中長

期計画における所期の目標

を達成した。 

 

・第４期中長期計画策定の

検討において、外部有識者

を含めた検討委員会にて評

価検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・第４期中長期計画策定の検討において、外部有識者を含めた検討委員会にて

評価検討を行った。施設の共用については各部署で外部有識者を含めた委員会

において検討を行った。所全体として、自己評価に関し、評価委員会で毎年評

価を実施している。以上、所期の目標を達成している。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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まえて研究開発を

進める。 

なお、評価業務に当

たっては、評価作業

の負担の軽減に目

指し、効率的な運営

を行う。 

施し、その結果を踏

まえて研究開発を

進める。 

なお、評価業務に当

たっては、評価作業

の負担の軽減に目

指し、効率的な運営

を行う。 

 

・第４期中長期計画に基

づき実施する研究開発課

題について外部有識者に

よる研究開発課題外部評

価（中間評価）を実施し、

令和２年３月に中間評価

報告書を公表した。中間

評価の実施を通じて、中

長期計画に対する進捗状

況を確認するとともに、

今後の研究開発の進め方

等への有益なアドバイス

を得ることができた。今

後、効率的・効果的研究

開発への活用を図る。 

 

・年度計画に基づく業務

の実施状況を踏まえた今

後の計画については、研

究統括・センター長等か

らヒアリングを行って確

認するとともに、共用施

設の利用計画の策定につ

いては、関係機関や外部

有識者を含めた運用委員

会又は利用委員会での審

議の結果、決定している。

これらの業務の実施状況

については、前述のヒア

リングのほか、研究職員

及び事務職員の業績評価

などを通じて適宜把握を

行うとともに、毎年の評

価委員会で評価してい

る。 

 

・第４期では、年度計画に基

づく業務の実施状況を踏ま

えヒアリングにより今後の

計画を確認するとともに、

施設の共用については各部

署で外部有識者を含めた委

員会において検討を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・所全体として、自己評価に

関し、評価委員会で毎年評

価を実施している。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 業務の効率化：（１）経費の合理化・効率化、（２）人件費の合理化・効率化、（３）契約状況の点検・見直し、（４）電子化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和２年度行政事業レビュー番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

一般管理費（千円）  199,000 193,000 219,000 250,000 287,000     

  効率化（％） 

毎年度平均で

前年度比３％

以上 

 3.0％ △5.3％ △8.2％ △5.3％ 

    

業務経費（千円）  7,472,000 5,659,000 5,939,000 8,521,000 9,985,000     

  効率化（％） 

毎年度平均で

前年度比１％

以上 

 24.3％ 9.7％ △8.0％ △10.3％ 

    

           

           

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ２．業務の効率化 ２．業務の効率化   ２．業務の効率化 ２．業務の効率化 

 

自己評定：Ｂ 

 

<評定に至った理由> 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、評定をＢとす

る。 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・補助評定の評価を総合的に判断した結果、評定をＢとする。 

 

・予算執行、人件費管理、契約行為等を適切に管理するための基準が明確であ

り、適切に執行されていると認められる。また、業務の効率化の見直しを積極

的に行っている。以上より、年度目標を達成しているものと認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
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― 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 

 

 

 (１)経費の合理化・

効率化 

 

防災科研は、管理部

門の組織の見直し、

調達の合理化、効率

的な運営体制の確

保等に引き続き取

り組むことにより、

経費の合理化・効率

化を図る。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、法人運営

を行う上で各種法

令等の定めにより

発生する義務的経

費等の特殊要因経

費を除き、平成27年

度を基準として、一

般管理費（租税公課

を除く。）について

は毎年度平均で前

年度比３％以上、業

務経費は毎年度平

均で前年度比１％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るものや拡充され

る分は翌年度から

効率化を図ること

とする。ただし、人

(１)経費の合理化・

効率化 

 

防災科研は、管理部

門の組織の見直し、

調達の合理化、効率

的な運営体制の確

保等に引き続き取

り組むことにより、

経費の合理化・効率

化を図る。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、法人運営

を行う上で各種法

令等の定めにより

発生する義務的経

費等の特殊要因経

費を除き、平成27年

度を基準として、一

般管理費（租税公課

を除く。）について

は毎年度平均で前

年度比３％以上、業

務経費は毎年度平

均で前年度比１％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るものや拡充され

る分は翌年度から

効率化を図ること

とする。ただし、人

(１)経費の合理化・

効率化 

 

防災科研は、管理部

門の組織の見直し、

調達の合理化、効率

的な運営体制の確

保等に引き続き取

り組むことにより、

経費の合理化・効率

化を図る。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、法人運営

を行う上で各種法

令等の定めにより

発生する義務的経

費等の特殊要因経

費を除き、平成27年

度を基準として、一

般管理費（租税公課

を除く。）について

は毎年度平均で前

年度比 3％以上、業

務経費は毎年度平

均で前年度比１％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るものや拡充され

る分は翌年度から

効率化を図ること

とする。ただし、人

(１)経費の合理化・効

率化 

 

＜主な定量的指標＞ 

・一般管理費の効率化

（ 数値目標：毎年度

平均で前年度比３％

以上） 

・業務経費の効率化

（ 数値目標：毎年度

平均で前年度比１％

以上） 

 

＜その他の指標＞ 

・ 「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基

本方針」への取組 

（１）経費の合理化・効

率化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般管理費削減の取組

としては、つくば市近郊

にある独立行政法人及び

大学とで共同調達を継続

し、経費の削減に取組、

また引き続きパソコン類

のリユース、リサイクル

により、産業廃棄物の廃

棄処分費用の削減を実施

した。業務経費の効率化

の取組としては、役務等

の契約の複数年化を引き

続き検討し、経費の削減

を図った。 

 

・令和元年度において

は、業務支援システムを

導入し、職員全体のスケ

ジュールを網羅的に閲覧

(１)経費の合理化・効率化 

 

自己評定：(Ｂ) 

 

<自己評定に至った理由> 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、(Ｂ)評定とす

る。 

 

（(Ｂ)評定の根拠） 

○以下の実績により、中長

期計画における所期の目標

を達成した。 

 

・経費の合理化については、

他機関との共同調達の実

施、パソコン類 のリユー

ス・リサイクルによる産業

廃棄物処分費用の削減、役

務契約の複数年化による経

費の削減などの努力が続け

られている。 

 

 

 

 

 

 

 

・令和元年度については、業

務支援システムを構築し情

報の集約化を実施できた。

また勤怠管理システムを導

評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・計画通り進捗しているものと理解する。 

・経費の削減の努力が継続している。 

・一般管理費の効率化については平成 28 年度から令和元年度までの年平均が

3.6％となり目標が達成された。（数値目標：毎年度平均で前年度比３％以上） 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

中長期目標の設定において一般管理費の合理化目標は毎年３％となっている

が、現実問題として毎年続けていくのは難しいかもしれない。 
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件費の効率化につ

いては、次項に基づ

いて取り組む。 

なお、経費の合理

化・効率化を進める

に当たっては、研究

開発成果の最大化

との整合にも留意

する。 

件費の効率化につ

いては、次項に基づ

いて取り組む。 

なお、経費の合理

化・効率化を進める

に当たっては、「研

究開発成果の最大

化」との整合にも留

意する。 

 

件費の効率化につ

いては、次項に基づ

いて取り組む。 

なお、経費の合理

化・効率化を進める

に当たっては、「研

究開発成果の最大

化」との整合にも留

意する。 

できるようにし、会議室

等の施設予約機能や、所

内掲示版機能などを集約

し一元化を図ったことに

より、業務効率化を実施

した。 

 

・また、所内の予算執行

状況をひと目で把握する

ことができるよう財務会

計システムの改修を実施

し、予算執行の透明化や

各部署における予算執行

管理の合理化・効率化を

図った。 

 

・さらに、勤怠管理シス

テムを導入したことによ

り、これまでの複数人に

よる確認作業などが不要

となり、すべての職員の

労働時間、時間外労働時

間、年次休暇の取得状況

等がリアルタイムで管理

可能となるなどの業務効

率化を図った。特に、月

末の勤怠確認における集

計作業は、自動化される

こととなり、大幅な作業

時間の短縮を実現した。

そのほか、平成 30 年度に

引き続き、効率的に研修

を受講できるよう、e ラ

ーニングによる研修を実

施した。  

 

・なお、これまでに各種

実験施設や観測機器の運

用及び維持管理、観測デ

ータ収集、スーパーコン

入し、労務管理状況を客観

的に把握し大幅な業務効率

化を図ったことは評価でき

る。なお、引き続き eラーニ

ングシステムにより効率的

な研修受講を可能とした。 
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ピュータの運用など、可

能な限り民間委託やアウ

トソーシングの活用を図

っているところである

が、業務の効率化が研究

開発能力を損なうことな

く、継続的な維持・向上

に繋がるものとなるよう

十分に配慮している。 

 

・「一般管理費」及び「業

務経費」は、新規に追加

されるもの及び拡充分、

人件費(有期雇用職員人

件費は除く)、公租公課及

び特殊要因経費を控除し

た額は、それぞれ 241 百

万円及び 7,532 百万円と

なり効率化目標の 3％及

び 1％を達成している 

 

 (２)人件費の合理

化・効率化 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準を十分配慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方に

ついて厳しく検証

したうえで、防災科

研の業務の特殊性

を踏まえた適正な

水準を維持すると

ともに、検証結果や

取組状況を公表す

るものとする。ま

た、適切な人材の確

保のために必要に

(２)人件費の合理

化・効率化 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準を十分配慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方に

ついて厳しく検証

したうえで、防災科

研の業務の特殊性

を踏まえた適正な

水準を維持すると

ともに、検証結果や

取組状況を公表す

るものとする。ま

た、適切な人材の確

保のために必要に

(２)人件費の合理

化・効率化 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準を十分配慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方に

ついて厳しく検証

したうえで、防災科

研の業務の特殊性

を踏まえた適正な

水準を維持すると

ともに、検証結果や

取組状況を公表す

るものとする。ま

た、適切な人材の確

保のために必要に

(２)人件費の合理化・

効率化 

 

＜評価の視点＞ 

【総人件費改革への

対応】 

・取組開始からの経過

年数に応じ取組が順

調か。また、法人の取

組は適切か。 

 

【給与水準】 

・給与水準の高い理由

及び講ずる措置（法人

の設定する目標水準

を含む）が、国民に対

して納得の得られる

ものとなっているか。 

（２）人件費の合理化・

効率化 

 

・定員及び人件費削減の

基本方針に基づき、引き

続き事務部門及び研究部

門の計画的な人員の配置

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）給与水準の適切性  

(２)人件費の合理化・効率

化 

 

自己評定：(Ｂ) 

 

<自己評定に至った理由> 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、(Ｂ)評定とす

る。 

 

（(Ｂ)評定の根拠） 

○以下の実績により、中長

期計画における所期の目標

を達成した。 

 

 

・防災科研の俸給表は事務

評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・計画通り進捗しているものと理解する。 

・給与水準は外部から見て適切なレベルであり、国家公務員と比較して適切な

水準となっている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

人件費の比較対象が国家公務員のそれとなっているが、法人評価の観点では、

特に顕著な研究成果を創出した研究者には、その成果に見合う、比較対象を超

える報酬があっても良いように思う。 
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応じて弾力的な給

与を設定できるも

のとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

応じて弾力的な給

与を設定できるも

のとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

応じて弾力的な給

与を設定できるも

のとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

・法人の給与水準自体

が社会的な理解の得

られる水準となって

いるか。 

・国の財政支出割合の

大きい法人及び累積

欠損金のある法人に

ついて、国の財政支出

規模や累積欠損の状

況を踏まえた給与水

準の適切性に関して

検証されているか。 

 

【諸手当・法定外福利 

費】 

・法人の福利厚生費に

ついて、法人の事務・

事業の公共性、業務運

営の効率性及び国民

の信頼確保の観点か

ら、必要な見直しが行

われているか。 

 

・防災科研の俸給表は事

務系職、研究職ともに国

家公務員と同じ俸給表を

適用しており、給与基準

は国家公務員の給与に準

拠している。令和元年度

における国家公務員と比

較した給与水準は、以下

のとおり適切な給与水準

であった。 

 

１）ラスパイレス指数 

 令和元年度の防災科研

の国家公務員に対するラ

スパイレス指数は、下記

のとおりであった。 

   事務系職員：103.5 

年齢・地域・学歴勘案 

104.5 

   研究職員： 99.2 

年齢・地域・学歴勘案  

98.3 

 

２）国家公務員に比して

指数が高い理由 

①事務系職員 

・当研究所は、給与水準

公表対象職員が 24 人と

少ない上に、52 才～59才

までの年齢区分該当者の

管理職の比率が高いため

当該年齢区分の指数が高

くなっており、全体の指

数を引き上げている。 

 

②研究職員 

・防災科研は、防災科学

技術における国内唯一の

総合研究機関であり、研

究分野は多岐に渡る。そ

系職、研究職ともに国家公

務員と同じものを適用して

おり、また役員報酬も国家

公務員指定職俸給表と同様

の範囲で支給されている。

これにより、職員の給与水

準及び役員報酬は適切なレ

ベルに保たれており、また、

これらの数値についてはホ

ームページで適切に公表が

なされている。 

 

・令和元年度は、人事院勧告

に準じて改正を行ってい

る。 
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れぞれの研究分野ごとに

優れた専門的知識を有す

る博士課程修了者を選考

により採用することとし

ているが、当研究所の給

与水準は国家公務員の給

与に準じたものであり、

おおむね適切と考える。 

 

３）講ずる措置 

・人事院勧告を踏まえた

給与基準の見直しを行う

とともに、引き続き退職

者の補填については可能

な限り若返りを図るなど

計画的に人事管理を行っ

ていく。 

 

４）国と支給割合等が異

なる手当 

・国家公務員と同様の規

程となっている。 

  

（２）役員報酬の適切性 

・理事長の報酬は、事務

次官給与の範囲内で支給

している。 

 

（３）給与水準の公表    

・役員報酬及び職員給与

水準についてはホームペ

ージにて公表している。  

 

（４）給与体系の見直し 

・国家公務員の給与に準

じ、令和元年度の人事院

勧告に準じた俸給表及び

勤勉手当の見直しを行っ

た。 
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 (３)契約状況の点

検・見直し 

 

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

５月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組

を着実に実施する

こととし、契約の公

正性、透明性の確保

等を推進し、業務運

営の効率化を図る。 

また、共同調達につ

いては、茨城県内の

複数機関が参画し

ている協議会等を

通じて、参画機関と

引き続き検討を行

い拡充に努める。 

(３)契約状況の点

検・見直し 

 

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

５月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、防

災科研の締結する

契約については、原

則として一般競争

入札などによるこ

ととし、公正性、透

明性を確保しつつ、

厳格に手続きを行

う。 

 また、一般競争入

札などにより契約

を締結する場合で

あっても、真に透明

性、競争性が確保さ

れているか、厳格に

点検・検証を行い、

過度な入札条件の

禁止、応札者に分か

りやすい仕様書の

作成、公告期間の十

分な確保などを行

う。これらの取組を

通じて経費の削減

に取り組む。さら

に、調達等合理化計

画の実施状況を含

む入札及び契約の

適正な実施につい

ては、契約監視委員

会の点検などを受

け、その結果をホー

ムページにて公表

(３)契約状況の点

検・見直し 

 

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

5 月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、防

災科研の締結する

契約については、原

則として一般競争

入札などによるこ

ととし、公正性、透

明性を確保しつつ、

厳格に手続きを行

う。 

また、一般競争入札

などにより契約を

締結する場合であ

っても、真に透明

性、競争性が確保さ

れているか、厳格に

点検・検証を行い、

過度な入札条件の

禁止、応札者に分か

りやすい仕様書の

作成、公告期間の十

分な確保などを行

う。これらの取組を

通じて経費の削減

に取り組む。さら

に、調達等合理化計

画の実施状況を含

む入札及び契約の

適正な実施につい

ては、契約監視委員

会の点検などを受

け、その結果をホー

ムページにて公表

(３)契約状況の点検・

見直し 

 

＜評価の視点＞ 

【調達等合理化計画

に基づく取組の実施】 

・「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進について」

（平成27年５月25日

総務大臣決定）を踏ま

え、①調達の現状と要

因の分析、②重点的に

取り組む分野、③調達

に関するガバナンス

の徹底、④自己評価の

実施、⑤推進体制を盛

り込んだ調達等合理

化計画を策定等し、防

災科研の締結する契

約については、原則と

して一般競争入札な

どによることとし、公

正性、透明性を確保し

つつ、厳格に手続きを

行う。 

（３）契約状況の点検・

見直し 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・６月に策定・公表した

「調達等合理化計画」に

沿って、防災科研の締結

する契約については、原

則として一般競争入札な

どによることとし、公正

性、透明性を確保しつつ、

厳格に手続きを行った。 

 

・①調達の現状と要因の

分析として、当該年度に

おける防災科研の調達の

全体像を把握するため、

競争入札等、企画競争・

公募、競争性のない随意

契約といった契約種別毎

の契約件数及び金額や一

者応札・応募の状況を取

りまとめ、前年度と比較

するなどして現状分析を

実施した。 

 

・②重点的に取り組む分

野として、研究業務分野

(３)契約状況の点検・見直

し 

 

自己評定：(Ｂ) 

 

<自己評定に至った理由> 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、(Ｂ)評定とす

る。 

 

（(Ｂ)評定の根拠） 

○以下の実績により、中長

期計画における所期の目標

を達成した。 

 

・６月に策定・公表した「調

達等合理化計画」に沿って、

公正性、透明性を確保しつ

つ、厳格に契約手続を行っ

た。当該計画の実施状況を

含む入札及び契約の適正な

実施については、契約監視

委員会による外部点検など

を受け、その結果をホーム

ページにて公表した。 

 

 

・以上のように、調達等合理

化計画の策定等を行うとと

もに、同計画に沿った取組

を実施した。 

評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・令和元年６月に策定・公表した「調達等合理化計画」に沿って、公正性、透

明性を確保しつつ、厳格に契約手続を行った。当該計画の実施状況を含む入札

及び契約の適正な実施については、契約監視委員会による外部点検などを受

け、その結果をホームページにて公表した。以上の結果、契約の競争性、透明

性については確保されていると考える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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する。 

また、共同調達につ

いては、茨城県内の

複数機関が参画し

ている協議会等を

通じて、参画機関と

引き続き検討を行

い拡充に努める。 

する。 

また、共同調達につ

いては、茨城県内の

複数機関が参画し

ている協議会等を

通じて、参画機関と

引き続き検討を行

い拡充に努める。 

及び一般管理分野につい

て、それぞれの状況に即

した調達の改善及び事務

処理の効率化に努めるこ

ととし、財・サービスの

特性を踏まえた調達の実

施、一括調達契約の推進、

汎用的な物品・役務にお

ける共同調達の推進等を

定め、それぞれに従った

取組を実施することを通

じて経費の削減を行っ

た。 

 

・③調達に関するガバナ

ンスの徹底を図るため、

既に整備している規程等

に従って調達手続きを実

施した。随意契約案件に

ついては、契約担当役理

事を筆頭とした契約審査

委員会又は随意契約検証

チームにより厳格に手続

きを行った。また、不祥

事の発生の未然防止・再

発防止のため、研究者、

調達担当者に対する調達

に関する不祥事事案等の

研修、契約担当職員の資

質向上のための外部機関

による研修会への参加、

当事者以外による検収等

を実施した。 

 

・④自己評価について

は、当該年度に係る業務

の実績等に関する評価の

一環として年度終了後に

実施し、その結果を主務

大臣に報告して主務大臣
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の評価を受ける旨を定

め、それに従い実施した。 

 

・⑤推進体制として、契

約担当役理事を筆頭とし

た契約審査委員会により

調達等合理化に取り組む

体制を定め、それに従い

実施した。 

 

・その他、調達等合理化

計画の実施状況を含む入

札及び契約の実施につい

て契約監視委員会の点検

を受け、その結果をホー

ムページにて公表した。 

 

 

 

 (４)電子化の推進 

 

電子化の促進等に

より事務手続きの

簡素化・迅速化を図

るとともに、利便性

の向上に努める。 

(４)電子化の推進 

 

「国の行政の業務

改革に関する取組

方針～行政の ICT

化・オープン化、業

務改革の徹底に向

けて～」（平成 26 年

７月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、電

子化の促進等によ

り事務手続きの簡

素化・迅速化を図る

とともに、利便性の

向上に努める。所内

のイントラネット

の活用を図ると共

に、ウェブ等を活用

した部門横断的な

情報共有体制を整

(４)電子化の推進 

 

「国の行政の業務

改革に関する取組

方針～行政の ICT

化・オープン化、業

務改革の徹底に向

けて～」（平成 26 年

7 月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、電

子化の促進等によ

り事務手続きの簡

素化・迅速化を図る

とともに、利便性の

向上に努める。所内

のイントラネット

の活用を図ると共

に、ウェブ等を活用

した部門横断的な

情報共有体制を整

(４)電子化の推進 

 

＜評価の視点＞ 

【電子化の推進】 

・電子化の促進を図っ

ているか。 

・情報共有体制を整備

しているか。 

・災害時への対策を実

施しているか。 

（４）電子化の推進 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「国の行政の業務改革

に関する取組方針～行政

の ICT 化・オープン化、

業務改革の徹底に向けて

～」（平成 26 年７月 25日

(４)電子化の推進 

 

自己評定：(Ｂ) 

 

<自己評定に至った理由> 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、(Ｂ)評定とす

る。 

 

（(Ｂ)評定の根拠） 

○以下の実績により、中長

期計画における所期の目標

を達成した。 

 

・令和元年度は業務支援シ

ステム及び勤怠管理システ

ムを導入し、必要な情報を

網羅的に管理することによ

りシステムの統一化を図り

評定 （Ｂ） 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・計画通り進捗しているものと理解する。 

・令和元年度は業務支援システム及び勤怠管理システムを導入し、必要な情報

を網羅的に管理することによりシステムの統一化を図りさらなる電子化を推

進したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・「緊急参集」「安否確認」などの電子化の推進は指定公共機関としての役割を

果たしているものと思われる。他の国立研究開発法人の模範となる運用方法な

どを示せれば高評価に繋がると思われる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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備する。また、震災

等の災害時への対

策を確実に行うこ

とにより、業務の安

全性、信頼性を確保

する。 

備する。勤怠管理シ

ステムを導入する

ことにより、働き方

改革及び労基法改

正に対応する。その

他、当該システムを

含めた既存システ

ムについては統合

的なシステム構築

の検討を進める。 

総務大臣決定）を踏まえ、

イントラネットを活用し

事務部門のマニュアルを

整備し、業務に必要な様

式等をダウンロードし利

用できるようにしてい

る。 

 

・これまでそれぞれのシ

ステムで幹部職員の予定

や会議室予約システムを

管理していたが、令和元

年度より業務支援システ

ムを導入し、上述のシス

テムや必要な情報などシ

ステムの統一化を図った

ことにより、職員への情

報共有やスケジュール管

理について網羅的に管理

できるとともに、システ

ム管理も容易となり、一

層の電子化の推進を図る

ことができた。 

 

・さらに勤怠管理システ

ムを導入し、労務管理の

効率的な運用を実施し

た。 

 

・引き続き業務の電子化

を推進するとともにイン

トラネットを活用するこ

とにより逐次情報を発信

し部門横断的な情報共有

を実施することとする。 

 

・また、災害時への対策

については、安否確認シ

ステムにより、緊急参集

における連絡網を構築し

さらなる電子化を推進し

た。 
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災害時の体制を維持して

いる。なお、緊急地震速

報と連動して安否確認連

絡を自動送信するなど職

員への安否確認を迅速に

行える運用としている。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和２年度行政事業レビュー番号 0249 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

           

           

           

           

           

           

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 競争的研究資金等

の外部資金の積極

的な獲得や施設利

用等による自己収

入の増加等に努め、

より健全な財務内

容の実現を図る。特

に、本法人が保有す

る大規模実験施設

については、ニーズ

把握・外部への積極

的な働きかけを行

い、研究利用の観点

から適当な稼働率

目標及び利用料等

を設定した具体的

な取組方針を早急

競争的研究資金等

の外部資金の積極

的な獲得や施設利

用等による自己収

入の増加等に努め、

より健全な財務内

容の実現を図る。特

に、防災科研が保有

する大規模実験施

設については、ニー

ズ把握・外部への積

極的な働きかけを

行い、研究利用の観

点から適当な稼働

率目標及び利用料

等を設定した具体

的な取組方針を策

競争的研究資金等

の外部資金の積極

的な獲得や施設利

用等による自己収

入の増加等に努め、

より健全な財務内

容の実現を図る。特

に、防災科研が保有

する大規模実験施

設については、ニー

ズ把握・外部への積

極的な働きかけを

行い、 

22 

研究利用の観点か

ら適当な稼働率目

標及び利用料等を

  ＜評定と根拠＞ 

自己評定：Ｂ 

 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、Ｂ評定とする 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・年度目標を達成しているものと認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 
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に策定し、安定した

自己収入の確保に

取り組む。 

また、運営費交付金

の債務残高につい

ても勘案しつつ予

算を計画的に執行

する。必要性がなく

なったと認められ

る保有財産につい

ては適切に処分す

るとともに、重要な

財産を譲渡する場

合は計画的に進め

る。 

独立行政法人会計

基準の改訂等を踏

まえ、運営費交付金

の会計処理として、

収益化単位の業務

ごとに予算と実績

を管理する体制を

構築するものとす

る。 

 

 

定し、安定した自己

収入の確保に取り

組む。 

 また、運営費交付

金の債務残高につ

いても勘案しつつ

予算を計画的に執

行する。必要性がな

くなったと認めら

れる保有財産につ

いては適切に処分

するとともに、重要

な財産を譲渡する

場合は計画的に進

める。 

 独立行政法人会

計基準の改訂等を

踏まえ、運営費交付

金の会計処理とし

て、収益化単位の業

務ごとに予算と実

績を管理する体制

を構築するものと

する。 

設定した具体的な

取組方針を策定し、

安定した自己収入

の確保に取り組む。 

また、運営費交付金

の債務残高につい

ても勘案しつつ予

算を計画的に執行

する。必要性がなく

なったと認められ

る保有財産につい

ては適切に処分す

るとともに、重要な

財産を譲渡する場

合は計画的に進め

る。 

独立行政法人会計

基準の改訂等を踏

まえ、運営費交付金

の会計処理として、

収益化単位の業務

ごとに予算と実績

を管理する。 

 

 １．予算（人件費の

見積もりを含む）、

収支計画及び資金

計画 

 

（１）予算 

（２）収支計画 

（３）資金計画 

１．予算（人件費の

見積もりを含む）、

収支計画及び資金

計画 

 

（１）予算 

（２）収支計画 

（３）資金計画 

１．予算（人件費の見

積もりを含む）、収支

計画及び資金計画 

 

＜評価の視点＞ 

【収入】 

【支出】 

【収支計画】 

【資金計画】 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当

期総損失）） 

・当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因

１．予算（人件費の見積

もりを含む）、収支計画及

び資金計画 

 

（１）予算（別表１） 

（２）収支計画（別表２） 

（３）資金計画（別表３） 

１．予算（人件費の見積もり

を含む）、収支計画及び資金

計画 

 

・運営費交付金の執行率は

約 82%となっているが、未

執行額には、契約済繰越額、

科学技術イノベーション創

造推進費の繰越額等が含ま

れており、これらを除く執

行額は約 97%に達してい

る。残額の債務は、令和２年

度に全額が執行される見込

みとなっている。 
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が明らかにされてい

るか。 

・また、当期総利益（又

は当期総損失）の発生

要因は法人の業務運

営に問題等があるこ

とによるものか。 

 

（利益剰余金（又は繰

越欠損金）） 

・利益剰余金が計上さ

れている場合、国民生

活及び社会経済の安

定等の公共上の見地

から実施されること

が必要な業務を遂行

するという法人の性

格に照らし過大な利

益となっていないか。 

・繰越欠損金が計上さ

れている場合、その解

消計画は妥当か。 

・当該計画が策定され

ていない場合、未策定

の理由の妥当性につ

いて検証が行われて

いるか。さらに、当該

計画に従い解消が進

んでいるか。 

 

（運営費交付金債務） 

・当該年度に交付され

た運営費交付金の当

該年度における未執

行率が高い場合、運営

費交付金が未執行と

なっている理由が明

らかにされているか。 

・運営費交付金債務

（運営費交付金の未

 

・当期総損失は、本中長期目

標期間に受託研究収入等に

より取得した固定資産の減

価償却費等の独立行政法人

会計基準に基づく処理を行

った結果生じているもので

あり、法人の業務運営に問

題等があるものではない。 

 

・利益剰余金は、積立金 662

百万円、前中期目標期間繰

越積立金 654 百万円、当期

総損失△190 百万円の合計

1,125 百万円であった。 
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執行）と業務運営との

関係についての分析

が行われているか。 

（溜まり金） 

・いわゆる溜まり金の

精査において、運営費

交付金債務と欠損金

等との相殺状況に着

目した洗い出しが行

われているか。 

 

 

 

（１） 予算 

別表１：令和元年度の予算 

 

 （単位：百万円） 

区  別 

予算 実績 

研究 

開発

の推

進 

中核的

機関の

形成 

法人 

共通 
合計 

研究 

開発

の推

進 

中核的

機関の

形成 

法人 

共通 
合計 

収入         

運営費交付金 3,762 6,358 690 10,810 3,762 6,358 690 10,810 

寄附金収入 0 0 0 0 9 0 0 9 

施設整備費補助金 0 2,915 0 2,915 0 2,868 0 2,868 

設備整備費補助金 0 0 0 0 0 55 0 55 

自己収入 0 403 0 403 48 384 207 639 

受託事業収入等 698 0 0 698 779 0 0 779 

地球観測システム研究開発費補助金 0 3,668 0 3,668 0 4,687 0 4,687 

             

計 4,460 13,344 690 18,494 4,597 14,353 897 19,847 

 

支出 
        

一般管理費 0 0 480 480 0 0 552 552 

（公租公課、特殊経費を除いた一般管理費） 0 0 457 457 0 0 481 481 

うち、人件費 0 0 236 236 0 0 215 215 

（特殊経費を除いた 

人件費） 
0 0 215 215 0 0 194 194 

物件費 0 0 243 243 0 0 287 287 

公租公課 0 0 1 1 0 0 51 51 

             

事業費 3,762 6,761 210 10,733 4,507 6,294 217 11,018 

（特殊経費を除いた 

事業費） 
3,720 6,757 210 10,688 4,494 6,264 217 10,975 

うち、人件費 534 434 0 968 530 503 0 1,033 

（特殊経費を除いた 

人件費） 
492 430 0 922 517 473 0 990 

物件費 3,228 6,327 210 9,765 3,978 5,791 217 9,985 

（特殊経費を除いた 

物件費） 
3,228 6,327 210 9,765 3,978 5,791 217 9,985 

受託研究費 698 0 0 698 658 44 70 772 

寄附金 0 0 0 0 0 0 0 0 

地球観測システム研究開発費補助金経費 0 3,668 0 3,668 0 4,684 0 4,684 
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施設整備費 0 2,915 0 2,915 0 2,841 0 2,841 

設備整備費 0 0 0 0 0 55 0 55 

             

計 4,460 13,344 690 18,494 5,166 13,918 839 19,923 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

（２）収支計画 

別表２：令和元年度の収支計画 

 （単位：百万円） 

区  別 

予算 実績 

研究 

開発

の推

進 

中核的

機関の

形成 

法

人 

共

通 

合計 

研究 

開発

の推

進 

中核的

機関の

形成 

法

人 

共

通 

合計 

費用の部         

経常経費 5,179 14,013 678 19,870 5,371 13,802 847 20,019 

 一般管理費 0 0 661 661 0 0 749 749 

うち、人件費（管理系） 0 0 410 410 0 0 399 399 

物件費 0 0 250 250 0 0 299 299 

      公租公課 0 0 1 1 0 0 51 51 

  業務経費 3,773 6,115 0 9,888 4,219 5,910 0 10,128 

   うち、人件費（事業系） 1,093 769 0 1,862 1,236 888 0 2,124 

    物件費 2,680 5,347 0 8,026 2,983 5,021 0 8,004 

施設整備費 0 1,476 0 1,476 0 1,328 0 1,328 

受託研究費 698 0 0 698 763 65 67 895 

  補助金事業費 0 2,124 0 2,124 0 1,329 0 1,329 

 減価償却費 708 4,298 17 5,024 389 5,171 30 5,591 

財務費用 0 11 0 11 0 9 0 10 

雑損 0 0 0 0 18 0 1 18 

 臨時損失 0 0 0 0 383 210 114 707 

         

計 5,179 14,024 678 19,881 5,771 14,022 961 20,754 

         

収益の部          

運営費交付金収益 3,773 5,724 661 10,157 3,982 5,697 599 10,278 

施設整備費 0 1,476 0 1,476 0 1,328 0 1,328 

受託収入 698 0 0 698 796 65 67 928 

補助金収益 0 2,124 0 2,124 0 1,354 0 1,354 

その他の収入 0 403 0 403 184 227 118 530 

賞与引当金見返に係る収益 0 0 0 0 35 32 16 83 

退職給付引当金見返に係

る収益 
0 0 0 0 32 2 8 43 

資産見返運営費交付金戻入 211 350 17 578 176 287 30 493 

資産見返物品受贈額戻入 492 854 0 1,346 1 1,299 0 1,300 

資産見返補助金戻入 2 3,090 0 3,092 0 3,165 0 3,165 

資産見返寄附金戻入 3 5 0 8 10 1 0 11 

臨時収益 0 0 0 0 383 410 114 907 

         

計 5,179 14,024 678 19,881 5,600 13,867 952 20,418 

         

純損失 0 0 0 0 171 155 9 336 

目的積立金取崩額 0 0 0 0 25 120 1 146 

総損失 0 0 0 0 147 35 9 190 
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※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金計画 

別表３：令和元年度の資金計画 

 

 （単位：百万円） 

区  別 

予算 実績 

研究 

開発の

推進 

中核的

機関の

形成 

法人 

共通 
合計 

研究 

開発の

推進 

中核的

機関の

形成 

法人 

共通 
合計 

資金支出 4,460 13,344 690 18,494 5,052 12,053 701 27,039 

業務活動による支出 2,787 5,607 381 8,776 4,732 8,744 670 14,147 

投資活動による支出 1,633 7,672 306 9,611 318 3,050 31 3,398 

財務活動による支出 39 65 3 107 2 258 0 260 

翌年度への繰越金 0 0 0 0 0 0 0 9,234 

         

資金収入 4,460 13,344 690 18,494 4,566 14,626 897 27,039 

業務活動による収入 4,460 10,429 690 15,579 4,566 11,588 897 17,051 

運営費交付金による収入 3,762 6,358 690 10,810 3,762 6,358 690 10,810 

受託収入 698 0 0 698 733 0 0 733 

補助金収入 0 3,668 0 3,668 0 4,741 0 4,741 

その他の収入 0 403 0 403 71 488 207 766 

投資活動による収入 0 2,915 0 2,915 0 3,038 0 3,038 

有形固定資産の売却によ

る収入 
0 0 0 0 0 0 0 0 

施設整備費による収入 0 2,915 0 2,915 0 3,038 0 3,038 

財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 

無利子借入金による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 

 前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 6,950 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 ２．短期借入金の限

度額 

 

 短期借入金の限

度額は、11 億円とす

る。短期借入れが想

定される事態理由

としては、運営費交

付金の受入れの遅

延、受託業務に係る

経費の暫時立替等

がある。 

 

 

２．短期借入金の限

度額 

 

短期借入金の限度

額は、11 億円とす

る。短期借入れが想

定される事態理由

としては、運営費交

付金の受入れの遅

延、受託業務に係る

経費の暫時立替等

がある。 

２．短期借入金の限度

額 

 

＜評価の視点＞ 

・短期借入金は有る

か。有る場合は、その

額及び必要性は適切

か。 

２．短期借入金の限度額

短期借入金の限度額 

 

短期借入金はなかった。 

２．短期借入金の限度額短

期借入金の限度額 

 

該当無し。 

 

 

 ３．不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

がある場合には、当

該財産の処分に関

する計画 

 

重要な財産を譲渡、

処分する 

計画はない。 

 

３．不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

がある場合には、当

該財産の処分に関

する計画 

 

重要な財産を譲渡、

処分する計画はな

い。 

３．不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産がある

場合には、当該財産の

処分に関する計画 

 

＜評価の視点＞ 

・不要な財産の処分に

関する計画は有るか。

ある場合は、計画に沿

って順調に処分に向

けた手続きが進めら

れているか。 

 

３．不要財産又は不要財

産となることが見込まれ

る財産がある場合には、

当該財産の処分に関する

計画 

 

不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財

産はなかった。 

３．不要財産又は不要財産

となることが見込まれる財

産がある場合には、当該財

産の処分に関する計画 

 

該当なし。 

 

 

 ４．前号に規定する

財産以外の重要な

財産を譲渡し、又は

担保に供しようと

するときは、その計

画 

 

なし。 

４．前号に規定する

財産以外の重要な

財産を譲渡し、又は

担保に供しようと

するときは、その計

画 

 

なし。 

４．前号に規定する財

産以外の重要な財産

を譲渡し、又は担保に

供しようとするとき

は、その計画 

 

＜評価の視点＞ 

・重要な財産の処分に

関する計画は有るか。

ある場合は、計画に沿

って順調に処分に向

けた手続きが進めら

４．前号に規定する財産

以外の重要な財産を譲渡

し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画 

 

重要な財産の譲渡、又は

担保に供することはなか

った。 

４．前号に規定する財産以

外の重要な財産を譲渡し、

又は担保に供しようとする

ときは、その計画 

 

該当なし。 
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れているか。 

 

 

 ５．剰余金の使途 

 

防災科研の決算に

おいて、剰余金が生

じた時は、重点的に

実施すべき研究開

発業務への充当、職

員教育の充実、研究

環境の整備、業務の

情報化、広報の充実

等に充てる。 

５．剰余金の使途 

 

防災科研の決算に

おいて、剰余金が生

じた時は、重点的に

実施すべき研究開

発業務への充当、職

員教育の充実、研究

環境の整備、業務の

情報化、広報の充実

等に充てる。 

５．剰余金の使途 

 

＜評価の視点＞ 

・利益剰余金は有る

か。有る場合はその要

因は適切か。 

・目的積立金は有る

か。有る場合は、活用

計画等の活用方策を

定める等、適切に活用

されているか。 

５．剰余金の使途 

 

剰余金は、中長期計画に

定める重点的に実施すべ

き研究開発業務への充

当、職員教育・福利厚生

の充実、業務の情報化、

防災科研の行う広報の充

実に充てることとなって

いるが、平成 30 年度の決

算においては、これらに

充当できる剰余金は発生

しなかった。 

５．剰余金の使途 

 

該当無し。 

 

 

 

 

 

以上より、中長期計画にお

ける所期の目標を達成して

いると認められる。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

  



162 

 

２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和２年度行政事業レビュー番号 0249  0250 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

           

           

           

           

           

           

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

      ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

中長期計画における所期の

目標を達成していると認め

られるため、評定をＢとす

る。 

 

（Ｂ評定の根拠） 

○以下の実績により、中長

期計画における所期の目標

を達成した。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れるため。自己評価の B 評定が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・全体を通して計画通り進捗しているものと理解する。 

・情報セキュリティ対策として、Web サイトのセキュリティ向上に注力してい

る点は評価できる。 

・令和元年度はより多数の職員に対し面接指導を実施すべく、産業医を増や

し、所内対応を従来の 2 週間から 1 週間に 1 回とし、健康障害の防止やメ

ンタルヘルス対策等の体制強化を行ったことは評価できる。 

・中長期計画に定める人件費の範囲内で人員の計画的な配置が進められたこ

とは評価できる。また、資質の向上を目指して研究所の内外で実施された様々

な研修や説明会等に、役職員が積極的に参加し、広報研修や科研費獲得に向け

た所内説明会を行ったことは高く評価できる。 

・大型実験施設における無事故無災害記録を更新し続けていることは高く評
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価される。 

・厳しい財政状況にもかかわらず、老朽化が進んだ施設や設備等を適切に維持

管理できたことは目標を達成していると認められ、評価できる。 

・災害派遣者に対するストレスチェックの導入やフォローアップの実施は評

価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・コンプライアンス・情報セキュリティ・安全衛生ともに大事故に発展する前

の小さな予兆を見逃さない工夫を期待する。 

・内部監査記録などがあると評価し易い。 

・一般職員の災害派遣のストレスチェックなども、可能な範囲で研究し、当該

職員のストレス軽減だけでなく、被災地行政職員などのストレス軽減や応援の

あり方などの改善につなげることが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

― 

 

 

１．国民からの信頼

の確保・向上 

 

（１）コンプライア

ンスの推進 

 

 

研究開発活動の信

頼性の確保、科学技

術の健全性の観点

から、研究不正に適

切に対応するため、

組織として研究不

正を事前に防止す

る取組を実施する

とともに、管理責任

を明確化する。ま

た、万が一研究不正

が発生した際の対

応のための体制を

整備する。 

適正な業務運営及

び国民からの信頼

１．国民からの信頼

の確保・向上 

 

（１）研究倫理の確

立及びコンプライ

アンスの推進 

 

研究開発活動の信

頼性の確保、科学技

術の健全性の観点

から、研究不正に適

切に対応するため、

理事長のリーダー

シップの下、予算執

行及び研究不正防

止を含む防災科研

における業務全般

の一層の適正性確

保に向け、厳正かつ

着実にコンプライ

アンス業務を推進

する。また、コンプ

ライアンス遵守に

１．国民からの信頼

の確保・向上 

 

（１）研究倫理の確

立及びコンプライ

アンスの推進 

 

研究開発活動の信

頼性の確保、科学技

術の健全性の観点

から、研究不正に適

切に対応するため、

理事長のリーダー

シップの下、予算執

行及び研究不正防

止を含む防災科研

における業務全般

の一層の適正性確

保に向け、厳正かつ

着実にコンプライ

アンス業務を推進

する。また、コンプ

ライアンス遵守に

１．国民からの信頼の

確保・向上 

 

（１）研究倫理の確立

及びコンプライアン

スの推進 

 

＜評価の視点＞ 

【適正性の観点】 

○コンプライアンス

体制は整備されてい

るか 

・法令順守の徹底と社

会的信頼性の維持向

上に資する業務の遂

行、情報の公開が推進

されたか。 

 

【適正な体制の確保

の観点】 

○研究不正に対応す

るための規定や組織

としての責任体制の

１．国民からの信頼の確

保・向上 

 

（１）研究倫理の確立及

びコンプライアンスの推

進 

 

・研究倫理教育に関する

e-ラーニングの実施を徹

底させ、研究員に対する

研究倫理の向上を図った

（受講率 99％）。 

 

・役職員の手引きとなる

コンプライアンスガイド

ブックを作成し、全役職

員に配布することで役職

員一人ひとりが常にコン

プライアンスを意識し、

どう行動すべきかについ

て周知徹底した。 

 

・将来、研究不正の指摘

１．国民からの信頼の確保・

向上 

 

（１）研究倫理の確立及び

コンプライアンスの推進 

 

 

・コンプライアンスに大き

く反するような事案の発生

は散見されなかった。また、

公的研究費の適切な執行に

関する研修会を実施や、研

究倫理教育を実施した。平

成 30年度と比べ高い達成率

を上げ、対象職員に対して、

大きな効果を与えることが

できたものと考えられる。

さらに、「コンプライアンス

推進週間」における積極的

な職員へのコンプライアン

スという概念の周知及びコ

ンプライアンスガイドブッ

クの配布を通して、コンプ
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を確保するため、

「独立行政法人等

の保有する情報の

公開に関する法律」

（平成 13 年法律第

140 号）及び「個人

情報の保護に関す

る法律」（平成 15 年

法律第 57 号）に基

づき、適切かつ積極

的に情報の公開を

行うとともに、個人

情報の適切な保護

を図る取組を行う。 

さらに、上記取組を

実施するために、職

員への周知徹底等

の取組を行う。 

 

向けた体制整備等、

ガバナンスの強化

を図り、必要に応じ

て不断の見直しを

行う。 

 適正な業務運営

及び国民からの信

頼を確保するため、

適切かつ積極的に

情報の公開を行う

とともに、個人情報

の適切な保護を図

る取組を推進する。

具体的には、「独立

行政法人等の保有

する情報の公開に

関する法律」（平成

13 年法律第 140 号）

及び「個人情報の保

護に関する法律」

（平成 15 年法律第

57 号）に基づき、適

切に対応するとと

もに、職員を対象に

定期的に不正防止

や個人保護情報等

に係る説明会、なら

びに e-ラーニング

等を活用した理解

度調査を実施する。 

 

向けた体制整備等、

ガバナンスの強化

を図り、必要に応じ

て不断の見直しを

行う。 

 適正な業務運営

及び国民からの信

頼を確保するため、

適切かつ積極的に

情報の公開を行う

とともに、個人情報

の適切な保護を図

る取組を推進する。

具体的には、「独立

行政法人等の保有

する情報の公開に

関する法律」（平成

13 年法律第 140 号）

及び「個人情報の保

護に関する法律」

（平成 15 年法律第

57 号）に基づき、適

切に対応するとと

もに、職員を対象に

定期的に不正防止

や個人保護情報等

に係る説明会、なら

びに e-ラーニング

等を活用した理解

度調査を実施する。 

 

 

 

 

整備及び運用が適切

になされているか 

を受けた場合に備え、研

究活動の正当性を説明で

きるように、研究活動の

記録の管理及び保存を義

務付ける実施要領を作成

し、記録の所在場所等の

情報を一括管理できるよ

うにした。 

 

・全職員を対象に「公的

研究費の適正な執行に関

する全所説明会」を開催

し、不正使用等を引き起

こす要因と防止に向けた

取組等の説明を行い、公

的研究費の適正な執行に

ついて意識向上を図っ

た。 

 

・「防災科研初任者ガイ

ダンス」において、防災

科研の不正活動防止への

取組及び公益通報制度を

説明して、新規採用者に

対しコンプライアンスの

啓発を行った。 

 

・「コンプライアンス推

進週間」に合わせて職員

にコンプライアンスの重

要性を訴えていく取組の

一つとしてポスターの掲

示のほか独自の取組とし

て外部講師派遣によるコ

ンプライアンス研修、役

職員に対するコンプライ

アンス意識の醸成を図る

ため、携帯可能なコンプ

ライアンスカードを製作

した。 

ライアンスに対する職員の

意識向上を図ることができ

た。 
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・防災科研の情報提供に

ついては、前年度に引き

続き防災科研の組織、業

務及び財務についての基

礎的な情報、評価及び監

査に関する情報等をホー

ムページに掲載して諸活

動の情報を公開してい

る。 

 

（２）情報セキュリ

ティ対策の推進 

 

政府機関の情報セ

キュリティ対策の

ための統一基準群

を踏まえ、情報セキ

ュリティ・ポリシー

を適時適切に見直

すとともに、これに

基づき情報セキュ

リティ対策を講じ、

情報システムに対

するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に

対する組織的対応

能力の強化に取り

組む。また、対策の

実施状況を毎年度

把握し、PDCAサイク

ルにより情報セキ

ュリティ対策の改

善を図る。 

 

（２）情報セキュリ

ティ対策の推進 

 

政府機関の情報セ

キュリティ対策の

ための統一基準群

を踏まえ、情報セキ

ュリティ・ポリシー

を適時適切に見直

すとともに、これに

基づき情報セキュ

リティ対策を講じ、

情報システムに対

するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に

対する組織的対応

能力の強化に取り

組む。また、対策の

実施状況を毎年度

把握し、PDCA サイク

ルにより情報セキ

ュリティ対策の改

善を図るほか、e-ラ

ーニング等を活用

した情報セキュリ

ティ対策に関する

職員の意識向上を

図るための取組を

継続的に行う。 

 

（２）情報セキュリ

ティ対策の推進 

 

政府機関の情報セ

キュリティ対策の

ための統一基準群

を踏まえ、情報セキ

ュリティ・ポリシー

を適時適切に見直

すとともに、これに

基づき情報セキュ

リティ対策を講じ、

情報システムに対

するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に

対する組織的対応

能力の強化に取り

組む。また、対策の

実施状況を毎年度

把握し、PDCA サイク

ルにより情報セキ

ュリティ対策の改

善を図るほか、e-ラ

ーニング等を活用

した情報セキュリ

ティ対策に関する

職員の意識向上を

図るための取組を

継続的に行う。 

 

（２）情報セキュリテ

ィ対策の推進 

 

＜評価の視点＞ 

【適正性の観点】 

○情報セキュリティ

対策は整備されてい

るか 

・適切な情報セキュリ

ティ対策が推進され

たか。 

 

【適正な体制の確保

の観点】 

○情報セキュリティ

に対応するための規

定や組織としての責

任体制の整備及び運

用が適切になされて

いるか 

（２）情報セキュリティ

対策の推進 

 

・政府機関の情報セキュ

リティ対策のための統一

基準群（平成 30 年度版）

を踏まえ制定した「国立

研究開発法人防災科学技

術研究所情報セキュリテ

ィポリシー（平成 30 年度

改訂）」に基づき、理事を

委員長とする「防災科学

技術研究所情報セキュリ

ティ委員会」の体制のも

と、継続して取り組んで

いる。 

 

・重要なセキュリティ情

報は、イントラネットを

通じ、全職員に周知徹底

するとともに、継続的な

セキュリティ意識の向上

策として、e-ラーニング

によるセキュリティ教育

と、標的型攻撃メールの

模擬訓練を実施してい

る。 

 

・PDCA サイクルによる情

報セキュリティ対策の改

（２）情報セキュリティ対

策の推進 

 

・「国立研究開発法人防災科

学技術研究所情報セキュリ

ティポリシー」を策定し、適

切に運用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切な委員会の体制の元、

継続した教育により、セキ

ュリティ意識の向上を図っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

・さらに、PDCA サイクルに

よる情報セキュリティ対策
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善として平成 30 年度に

導入した、端末資産管理

システムを活用し、ソフ

トウェアのセキュリティ

対策を強化した。一例と

して、サポート期限を迎

え脆弱性対策の提供が終

了する Windows7 に対し

て、OS バージョンアップ

を 徹 底 す る た め 、

Windpws7 端末のネット

ワーク接続を監視し、ユ

ーザのリストアップ・注

意喚起を行い、ネットワ

ーク接続する全端末に対

して対策を完了した。 

 

・また、セキュリティポ

リシーの改訂に伴い、ウ

ェブサイトの常時暗号化

が必須となったことへの

対応として、複数のウェ

ブサイトを一括して暗号

化するワイルドカード証

明書を導入し、各ウェブ

サーバを暗号化するため

の環境を整備した。 

の改善を図り、端末資産管

理システムの活用やウェブ

サイトの常時暗号化対応を

実施し、サイバー攻撃への

防御力を強化した。 

 

（３）安全衛生及び

職場環境への配慮 

 

業務の遂行に伴う

事故及び災害等の

発生を未然に防止

し業務を安全かつ

円滑に遂行できる

よう労働安全衛生

管理を徹底する。ま

た、実験施設を利用

した業務において

は、安全管理計画書

（３）安全衛生及び

職場環境への配慮 

 

業務の遂行に伴う

事故及び災害等の

発生を未然に防止

するとともに、業務

を安全かつ円滑に

遂行できるよう労

働安全衛生管理を

徹底する。 

 実験施設を利用

した業務において

（３）安全衛生及び

職場環境への配慮 

 

業務の遂行に伴う

事故及び災害等の

発生を未然に防止

するとともに、業務

を安全かつ円滑に

遂行できるよう労

働安全衛生管理を

徹底する。 

 実験施設を利用

した業務において

（３）安全衛生及び職

場環境への配慮 

 

＜評価の視点＞ 

【適正性の観点】 

○安全衛生及び職場

環境への配慮が十分

に図られているか 

（３）安全衛生及び職場

環境への配慮 

 

・安全衛生委員会を毎月

１回開催し、職員の危険

又は健康障害を防止する

ための基本となる対策に

ついて、調査審議した。 

 

・職場環境改善のため、

屋内の喫煙所を全面廃止

し、役職員の健康に配慮

するとともに、改正健康

（３）安全衛生及び職場環

境への配慮 

 

・労働安全衛生及び職場環

境の向上を目的として、新

規採用職員へのガイダンス

を始め、各種の研修や講習

会が適切に実施されたこと

は評価できる。また、産業医

や衛生管理者等による安全

衛生巡視、大型実験施設で

の安全管理計画書の作成、

定期健康診断、健康相談、ス
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等を作成するなど、

安全管理の徹底、事

故等の発生防止に

一層努める。 

は、その都度、安全

管理計画書等を作

成するなど、安全管

理の徹底、事故等の

発生防止に一層努

める。また、職員の

健康管理において

は、ストレスチェッ

クや健康相談等の

メンタルヘルス対

策を推進し、職員が

安心して職務に専

念できる職場環境

づくりを進める。 

は、その都度、安全

管理計画書等を作

成するなど、安全管

理の徹底、事故等の

発生防止に一層努

める。また、職員の

健康管理において

は、ストレスチェッ

クや健康相談等の

メンタルヘルス対

策を推進し、職員が

安心して職務に専

念できる職場環境

づくりを進める。 

増進法に対応した対策を

実施した。 

 

・職場内での事故や災害

の発生を未然に防止する

とともに衛生管理を徹底

させるため、産業医や衛

生管理者等による各居室

の安全衛生巡視を定期的

に実施した。 

 

・大型実験施設を利用し

た実験研究においては、

その都度、安全管理計画

書を作成、また、所内一

般公開においては、KYK

（危険予知訓練）を実施

し、安全管理の徹底、事

故等の発生防止に努め

た。 

 

・職員への安全衛生に関

する教育としては、 新た

に採用された職員を中心

に 、 AED （ Automated 

External 

Defibrillator） の取扱

方法を含めた救急法講習

会を実施した。 

 

・職員の健康管理におい

ては、定期健康診断、個

人のストレスチェックの

みならず集団分析を実施

し組織毎の改善指導に役

立つデータを作成、健康

相談を実施するととも

に、特にメンタル面での

フォローアップを図るた

め、産業医による長時間

トレスチェックなどが計画

的かつ適切に実行され、ま

た、近年増加している自然

災害に対応した災害派遣者

に対してもストレスチェッ

クを導入しフォローアップ

を実施している。令和元年

度は産業医を増やし健康障

害の防止やメンタルヘルス

対策等の体制強化や、その

他、外部委託により、メンタ

ルヘルス等に関するサポー

トの充実化を図っている。 
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労働の面接指導を実施し

た。令和元年度はより多

数の面接指導を実施すべ

く今まで 2 週間に 1 回の

所内対応としていたが産

業医を増やしたことによ

り 1 週間に 1 回の対応と

し、健康障害の防止やメ

ンタルヘルス対策等の体

制強化を行った。災害派

遣時においてもストレス

チェックを導入し、災害

派遣期間終了後において

も職員のフォローアップ

を実施している。 

 

・また、外部委託により、

24 時間健康相談サービ

スを取り入れ、職員等の

健康管理、メンタルヘル

ス等に関するサポートの

充実化を図った。 

 

 

２．人事に関する事

項 

 

研究開発成果の最

大化と効率的な業

務遂行を図るため、

若手職員の自立、女

性職員の活躍等が

できる職場環境の

整備、充実した職員

研修、適切な人事評

価等を実施する。ま

た、外国人研究者の

受入れを含め優秀

かつ多様な人材を

確保するため、採用

及び人材育成の方

２．人事に関する事

項 

 

研究開発成果の最

大化と効率的な業

務遂行を図るため、

若手職員の自立、女

性職員の活躍等が

できる職場環境の

整備、充実した職員

研修、適切な人事評

価等を実施する。ま

た、防災科学技術の

中核的機関として、

研究者の流動性向

上を目指し、外国人

研究者の受入れを

２．人事に関する事

項 

 

研究開発成果の最

大化と効率的な業

務遂行を図るため、

若手職員の自立、女

性職員の活躍等が

できる職場環境の

整備、充実した職員

研修、適切な人事評

価等を実施する。ま

た、防災科学技術の

中核的機関として、

研究者の流動性向

上を目指し、外国人

研究者の受入れを

２．人事に関する事項 

 

 

＜評価の視点＞ 

【人事に関する計画】 

・人事に関する計画は

有るか。有る場合は、

当該計画の進捗は順

調か。 

・人事管理は適切に行

われているか。 

 

２．人事に関する事項 

 

 

（１） 人員に係る指標 

・中長期計画に定める人

件費の範囲内で、事務部

門及び研究部門の計画的

な人員の配置を行った。 

 

（２） 職員研修制度の

充実 

令和元年度は、防災科研

が主催する防災科研ガイ

ダンス、公的研究費の適

正な執行に向けての説明

会、公文書管理法説明会、

文書管理担当者実務研

２．人事に関する事項 

 

 

・中長期計画に定める人件

費の範囲内で人員の計画的

な配置が進められた。 

 

 

 

・また、資質の向上を目指し

て研究所の内外において、

平成 30年度よりも研修内容

の充実を図った様々な研修

や説明会等に、役職員が積

極的に参加し、科研費獲得

に向けた所内説明会や管理

者向け一般職員向けと一部
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針等を盛り込んだ

人事に関する計画

を策定し、戦略的に

取り組む。 

含め優秀かつ多様

な人材を確保する

ため、採用及び人材

育成の方針等を盛

り込んだ人事に関

する計画を策定し、

戦略的に取り組む。 

研究者の流動性向

上、総合防災研究機

関として、これまで

以上に多様なバッ

クグラウンド・専門

性を有した研究者

の確保に努める。 

含め優秀かつ多様

な人材を確保する

ため、採用及び人材

育成の方針等を盛

り込んだ人事に関

する計画を策定し、

戦略的に取り組む。 

研究者の流動性向

上、総合防災研究機

関として、これまで

以上に多様なバッ

クグラウンド・専門

性を有した研究者

の確保に努める。 

修、広報研修、科研費獲

得に向けた所内説明、安

全保障輸出管理セミナ

ー、知的財産ポリシー説

明会、管理者向けメンタ

ルヘルス・ハラスメント

に関する研修会、マネジ

メント研修、コンプライ

アンス研修、ウェブアク

セシビリティ講習会、英

語研修を実施した。特に

メンタルヘルス・ハラス

メントにおいては、一般

職員向けにも研修を実施

しメンタルヘルス・ハラ

スメント教育の拡充を図

った。また、「働き方改革」

の一環として介護と仕事

を両立するための職員研

修を新たに実施し防災科

研の両立支援策の現状を

紹介した。その他、他機

関が主催する英語研修、

給与実務研究会等を実施

した。さらに、集合型研

修だけではなく、e-ラー

ニングによる研修を実施

したことにより、個人情

報保護のための研修や、

情報セキュリティ研修、

研究活動の不正防止関す

る研修等に役職員が積極

的に参加した。 

 

（３） 職員評価結果の

反映 

・職員の業務に対するモ

チベーションの向上を図

るため、職員評価の結果

を昇給、昇格、賞与等に

の研修内容の差別化を図り

実施したことは評価でき

る。さらに、職員評価につい

て、有期雇用職員の評価を

給与に反映させる制度の新

設や評価結果を給与に反映

した。 
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反映させるとともに、研

究職員の評価結果につい

ては、結果のフィードバ

ックを行った。 

 

・また、有期雇用職員に

ついては、職員評価の結

果に基づき特に優秀な者

に対しては、業績手当の

支給及び昇給を実施し

た。 

 

（４） 職場環境の整備 

・所内のイントラネット

へ育児・介護に関する制

度をわかりやすくまとめ

たページを開設し、職員

に対しての育児・介護制

度の理解及び促進を図る

とともに、新たにつくば

市近郊の保育施設におけ

る病児保育、一時預かり

保育受入体制を整備し

た。 

 

・外国人を含む優秀かつ

多様な人材の確保のた

め、英文での公募を実施

し、就業規則等の主要な

規程・契約書についてバ

イリンガル化や、日本に

おける生活支援等のた

め、外国人相談窓口を設

けて様々な相談への対応

を行うとともに、外国人

向けパンフレットを配布

している。 
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３．施設・設備に関

する事項 

 

業務に必要な施設

や設備については、

老朽化対策を含め

必要に応じて重点

的かつ効率的に更

新及び整備する。 

３．施設・設備に関

する事項 

 

中長期目標を達成

するために業務に

必要な施設や設備

等については、老朽

化対策を含め必要

に応じて重点的か

つ効率的に更新及

び整備する。 

３．施設・設備に関

する事項 

 

中長期目標を達成

するために業務に

必要な施設や設備

等については、老朽

化対策を含め必要

に応じて重点的か

つ効率的に更新及

び整備する。 

３．施設・設備に関す

る事項 

 

＜評価の視点＞ 

【施設・設備に関す 

る事項】 

・施設及び設備に関す

る計画は有るか。有る

場合は、当該計画の進

捗は順調か。 

 

３．施設・設備に関する

事項 

 

・消防法、建築基準法、電

気事業法、水道法等に基

づく法令点検、その他機

能維持を保つための定期

点検及び不具合箇所の修

繕を行い、施設・設備の

維持管理に努めた。 

 

・また、施設・設備の経年

劣化などの調査を行い更

新計画の見直しを進めて

いる。 

 

・さらに、令和元年度は

重要インフラの緊急点検

を踏まえ、老朽化や破損

による重大事故等の恐れ

のある変電所や大型実験

施設等の更新・改修を進

めた。また、E-ディフェ

ンスの作動油や関連機器

類の更新・整備を進めた。 

 

 

３．施設・設備に関する事項 

 

 

・施設・設備の維持管理、更

新計画などによる計画的な

老朽化対策を進めた。 

 

 

 ４．中長期目標期間

を超える債務負担 

 

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、防災科学

技術等の研究開発

に係る業務の期間

が中長期目標期間

を超える場合で、当

該債務負担行為の

必要性及び資金計

画への影響を勘案

４．中長期目標期間

を超える債務負担 

 

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、防災科学

技術等の研究開発

に係る業務の期間

が中長期目標期間

を超える場合で、当

該債務負担行為の

必要性及び資金計

画への影響を勘案

４．中長期目標期間を

超える債務負担 

 

＜評価の視点＞ 

【中長期目標期間を

超える債務負担】 

・中長期目標期間を超

える債務負担は有る

か。有る場合は、その

理由は適切か。 

４．中長期目標期間を超

える債務負担 

 

・令和元年度地球観測シ

ステム研究開発費補助金

の事業として、南海トラ

フ海底地震津波観測網

（ N-net ） の 構 築 に

13,825 百万円（令和元年

度～令和５年度）の本中

長期目標期間（令和４年

度まで）を超える債務負

担が生じている。 

４．中長期目標期間を超え

る債務負担 

 

南海トラフ海底地震津波観

測網（N-net）の構築は、令

和元年度に文部科学省から

令和５年度までを補助期間

とした補助金の交付を受け

ており、中長期目標期間を

超える債務負担を行ってい

る理由は適切である。 
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し、合理的と判断さ

れるものについて

行う。 

し、合理的と判断さ

れるものについて

行う。 

 

 

 

 

 ５．積立金の使途 

 

前中長期目標期間

の最終年度におけ

る積立金残高のう

ち、文部科学大臣の

承認を受けた金額

については、国立研

究開発法人防災科

学技術研究所法に

定める業務の財源

に充てる。 

 

 

５．積立金の使途 

 

前中長期目標期間

の最終年度におけ

る積立金残高のう

ち、文部科学大臣の

承認を受けた金額

については、国立研

究開発法人防災科

学技術研究所法に

定める業務の財源

に充てる。 

５．積立金の使途 

 

＜評価の視点＞ 

【積立金の使途】 

・積立金の支出は有る

か。有る場合は、その

使途は中長期計画と

整合しているか。 

５．積立金の使途 

 

積立金の支出はなかっ

た。 

５．積立金の使途 

 

該当無し。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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